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通信 回線 問題 をめ ぐる各界提 言 ・

要 望 と そ の 比 較 ・対 照 ・解 説
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この報告書 は,日 本 自転車振興会 か ら競輪収 益の一部で

る機械 工業振 興 資金 の補助 を受 けて昭和56年 度 に実施 した

「情報化の推 進 に関 す る調査研究 」の一環 として とりま と

めた ものであ ります。
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回線 自由化 を め ぐる勧告 ・提言 ・要望等 一覧(発 表 日順) MSG.メ ッ セ ー ジ

昭55.12 昭56.4.8 昭56.6.15 昭56.6.25 昭56.7 昭56.7.28 昭56.8.22 昭56.8.24

政 策 構 想 日 本 情 報 産業構造審議 EDPユ ー ザ 行政 管理庁 経 済 団 体 情 報 産 業 電気通信政策
フ ォ ー ラ ム セ ンタ ー協 会 会 一団体連 合 会 連 合 会 振興議員連盟 懇 談 会

情報産業部会

(P15) (P21) (P27) (P37) (P43) (P53) (P59) (P63)
ネ ガ リ ス ト方 ネ ガ リス ト方 ポ ジ許 認 可制

式 式 ま たは個別 認

可制前提
独占と競争の 原則自由 実 態 にあ わな 電信電話的業 原則自由 制限撤廃 原則自由
混 在,通 信 資 くな った規 制 務を除き現行
源の有効活用 は撤廃 規制廃止

完全自由 原則自由 完全自由 原則自由 MSG交 換 を MSG交 換 規

含 む 自由化 制残存

完全自由 デ ー タ通 信 の 完全自由 デー タ通 信 の MSG交 換 を

ときMSG交 ときMSG交 含む 自由 化

換 自由 に 換 自由 に

「情報通信
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業 」 に対 す る

「許可制等」

原則自由 出現を待望 認め る方 向 で (上 に含 ま し

検 討 すべ し め る)

(公 一特 一公) (公 一特 一公) (公 一 特 一公) (公 一特 一 公)

を含 む を含め緩和 につ いて も不 個別認可
完全自由 特定多数対象

を除 き,自 由

化

公社 と平等形 民間が不利と 独算確保,収 公正競争条件 分 野 調整,公

態認容 な らぬ よ う環 支区分明確化 正競争条件
境条件の整備

オ ン ラ イ ンは オ ン ラ イ ンに オ ン ラ イ ン に 遠近格差是正 決定手段再検
電話 と別体系 は別体系料金 は別体系料金 討
料金で

民業を圧迫す (経 営 の あ り (引 きつ づ き 事業部制導入
る部門は分離 方を検討の 検討)

要)

情報 ・通信 基 公衆法改正 関連法制の改 関連法制の抜 現行 法 下 で も 公衆法改正
本法の設定 正 本見直し 可能 な もの は 新法制定
公衆法の全面 速 やか に実施

改正 デ ー タ
.

通信法は反対

DBS育 成

社会 情 報 シス
テ ムの 開発促

進

発 表 日

提 言 者

枠 づ け

志

昭56.10

全国電 気通 信

労 働 組 合

(P79)

ネ ッ トワーク

は 一元 所有,

運営

回線 利用 に っ向
い ては,電 信

電話 的業務 等

を除 き自由化

共 同 使 用

他 人 使 用

「情 報 通信

業 」
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① 法 令 に よる直接 規制(ポ ジリス ト,ネ ガ リス ト両 様 が あ り得 る),② 規程 の 認可権 に よる間接 規制(ポ ジリ ス ト,

③ 個 別の 事例 ご との 審査 認 可(個 別 認 可),④ 届 出制(条 件付 と無 条件 の 両様 が あ り得 る)

民営化反対

(電 気通信審
議会の独立)

積極的に対応

電 電 公 社

(新 聞報道 等

に よる)

原則自由

原則自由
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公 一特 は原 則

自 由

公 一特 一公 は
デ ータ通 信 の

時個 別認 可

現 状 案,民 営

化 案,中 間案

出来 る限 り早

期 に実 現

ネ ガ リス ト両様 が あ り得 る)

(87)

① 情報 処 理の

た めの回線 利

用 は原 則 自由

② 通信 サ ー ビ
ス分野 に民 間

VAN業 者参

入 を一定条 件

の 下 に認 め る

ポ ジ方 式 で あ

るが事 実 上完

全 自由に 近い

(但 しMSG通

信 は 「緊密 関

係 」に限 る)

制 限緩 和

(「情報通信業 」

とい うこ とば

は消 えた

特定 付加 価値
データ伝送業 務

原 則 自由

公 衆付 加価値

データ伝送業務

事 業 規制

ネ ガ リス ト制

の原 則 自由

公 一特 一公 は

個 別 認 可

公 衆 法改 正

付 加 価値 デー
タ伝 送業務 に

つ いて は新法

昭57.2 昭57.2.10 昭57.4 昭56.6.9発 表 日

電 気 通信 ユ ー 臨 時 行 政 行政事務簡素 オ ン ラ イ ン推

ザ ー協 議 会 調 査 会 化法案中の公 進委員会改め
衆法改正関係
(第33条)

汎 ネ ッ トワー 提 言 者

ク推 進 委員会

(P95) (plO1) (pl15) (P119)

ネ ガ リ ス ト方 ポ ジ リ ス ト方 「接 続」 に つ

式 式 いて のみ の ネ 枠 づ け

ガ リス ト

完全自由 不特定多数を (自 由 化 への 完全自由
相 手 に もっぱ 中間措置的色

ら メ ッ セ ー ジ 彩)
ス イ ッ チ ン グ

を 行 う シ ス テ
志 向

ム を除 き自由

完全自由 個別認可制度 完全自由
は廃止
MSG交 換 は

「緊 密 関係 」 共 同 使 用

のみ可

他人使用回線 完全自由
を介 す る コ ン 他 人 使 用
ピ ュ一 夕/コ

ン ピ ュ ー タ接

続可
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「情報通信
業」概念に反 「情報通信
対 業」

＼
民営企業の参 今 回 は見送 り 完全自由
入 が この分野 VAN
の発展 に つな

が る

個別認可のと 公 一特 は 自由 ネ ガ リ ス ト制

き も認 可基準 公 一特 一 公 は 前提の原則自
を 明示 個別認可 出 接 続

公正 競争 市場 処 理 サ ー ビ

ス(市 場)

遠近格差是正
水準引下 料 金

(ATT方 式,

民 営,分 割 案) 組 織'論

行政事務簡素 当面令改正
化法中で公衆 基 本:3法 全

法改正 面見直し 改 革 手 順
細目は郵政省
△
巾

今 後,研 究 ・

発言の対象 新 情 報
サ ー ビ ス





は じ め に
'rl'

#年 噺 デ ー タ網DDXの 回 線 換 サー ビス,パ ケ ・ 咬 換 サ ー ビス等 の 開 始 ど

と もに・ ネ ・
、ト・一 クの 多 彩 な利 用 の道 力瀾 かれ?つ あ る・

ま た,こ う した事 情 だ け で な く,通 信 回線 をよ り自由 に,多 様 な形 態 で利 用 を

図 ろ うとす る動 きが 高 ま って お り,各 界 か ら通信 回線 自由 化 の た め の 要望 等 が多

く堤 出 され た ・

当財 団 で は,か ね て よ り 「汎 ネ ッ トワー ク推 進 委 員会 」 を設 置 し て,オ ン ライ

ン ・シ ス テ ム に関 す る調 査 研 究 を行 って きた が,こ こに各 界 の 勧 告 ・提 言 ・要望

等 を集 成 し,そ の 比 較 ・対 照 ・解 説 を 試 み,そ の 成 果 を と りま と め た 。

本 報 告書 が広 く関 係 方 面 に利 用 され,わ が 国 ネ ッ トワー ク利 用 発 展 の 一助 とな

れ ば幸 い で あ る。

最 後 に,調 査 研 究 に あ た って,ご 尽 力 頂 い た 「汎 ネ ッ トワー ク推 進 委 員 会 」委

員,、 「同 専 門 委 員 会 」委 員,そ の 他 関 係 各 位 に心 よ り感 謝 の 意 を 表 し ます 。

昭和57年3月
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昭 和56年 度 汎 ネ ッ トワ ー,ク推 進 委 員 会fl
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亨

明
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人
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(財)産業研究所 理 事長

野村 コン ピュータシステム㈱ 会長

㈱ 市況情 報 センター,常 務取 締役

三 洋電機㈱ 管理本部情 報 セ ンター所長

慶応 大学 工学 部管理 工学科 講師
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全 日本空輸㈱ 情報 管理 部長

モー ビル石油㈱ 経 営科学部長

日本電子計算㈱ 会長

日本通運㈱ 中央情報 システムセンター所長

味の素㈱ システム物流部 副部長 い

近鉄航空貨物㈱ 常務取締役 時!、

㈱電 通国際情 報サー ビス 技 術顧問.,

通商産業 省機械 情報産 業用 電子政策課課長補佐

日本情報処理開発協会 技術調査部付 参与 ・ ゴ、 川

も
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ず
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(敬 称略50音1唄)

会社名 ・役 職

三洋電機㈱ 情報 センターシステム開発 一部 部長

'野 村
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モー ビル石油㈱ 経営科学部 システム開発課
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㈱ 市況情報 センター 管理 部長
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㈱ 電通国際情報 サー ビス システム開発部

全 日本空輸㈱ 情報管理部 計画課副長

近鉄航空貨物㈱ 常務取締役

ヤマトシステム開発㈱ 銀座営業所 所長

日本通運㈱ 中央情報 システムセ ンター

運用 課 課長 代理

当財 団'技 術 調査部付 参与
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解 説

昭和57年 麟 季通常 国会 において訟 衆電気通信法(以 下 ・公衆法 とい う)改

正案 が提出 され(正 確 には,「 行 政事務の簡素合理 化に伴 な う関係法律 の整理 及

び適用 対象 の消滅等 によ る法律の廃 止に関す る法 律案 」が提出 され,そ の第33条

で公衆 法が改正 され る),い わゆ る第二次 回線開放問題 が漸 くひ とつ の結実 を見

よ うと してい る(昭 和57年5月 現在)。

なお,上 記法律案が国会 樋 過成立 したな らば・お そ らく昭和57年 夏 に訟 衆

法改正 に伴 な う細 目が郵政省 令 を も・て規 定 され・ さらにこれ を受 けて 日橘 信

電 話公 社の デー タ通信規程関係の手直 しが行 われ る もの と考 え られ る。

ここに至 るまでの約1年 半 にわ た り,回 線 自由化 をめ ぐり直接 間接関係す るす

べ ての機関,団 体 な どか ら,要 轄,意 見書,提 言な どが相次いで提出 され・未

鮪 の論議がつづいた.今 回の公衆法改正 には・衆 目のみ ると・ろ未鰍 の 問題

もあ り,ま ナ、法改正の実体 は郵政省令 をまた な・ナれば必ず し醐 らかでない面 も

ある。

しか し,今 回の問題の所在 を明 らかに し,も し積 み残 された局面があ るな らば,

公正 な蕎 が継続 され,立 場を超 えた よ りよ譜 靴 社会実現の ため,そ の一中

心 支柱 であ るオ ンライ ンシステム像 の正確 な理解 と発展 を所期す るために,こ の

1年 有 余の議論 のあ とを,公 式 に発表 された提言等 の集成 資料 として記録 に とど

めるこ とは,ま さに今 日必要であ ると信 じて,本 資料集が編纂 され た。

喝
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1.わ が 国 に お け る オ ン ライ ン シ ス テ ム をめ ぐる制 度 的環 境

わが国の電気 通信 を律 す る法律 には,組 織法 は別 として,有 線電気通信沫,公

衆 法,電 波 法 の3法 が あ る 。

わが 国 の人 ま たは 法 人 は,特 段 の 事 由 が あ る と きは,郵 政 大 臣 の認 可 が あ る と

き,自 己 の手 で通 信 回線 を設 置 保 有 す る こ とが で き る(私 設 回線 とい う)。

しか し一般 には,通 信 回線 の 設 置 保 有 は,国 内 回線 に つ い て は 日本 電信 電 話 公 社

の,国 際 回線 に つ い て は 国 際電 信 電 話 株 式 会 社 の独 占 す る と こ ろ とな?て い る 。

さ て,コ ン ピ ュー タの機 能 と通 信 の機 能 を一 体 と して情 報 を 処 理,伝 送,提 供

す る シ ス テ ム を オ ン ライ ン シス テ ム とい う(公 衆 法 で は ほ ぼ 同 義 の 概 念 を デ ー タ

通 信 とい う)。

オ ン ライ ン シス テ ムは,そ れ が あ る1社 の 中 で完 結 す る シス テムであ るとき(自

己 の 情 報 の み を扱 い,他 人 の情 報 は 全 く関係 しな い と き)は,単 独 シ ス テム と し

て,技 術 的基 準 に従 う以 外,異 種 回 線 の接 続(後 述)を 除 き,制 度 的制 約 は 存在

しな い 。

これ に反 し,次 の場 合 に は公 衆 法 に よ る回 線 利用 制 限が 存 在 す る 。 た だ し こ こ

で は概 要 を抄 記 す るに と どめ る 。

(1)共 同 使用 制 限

別 人 格 の 人 また は 法 人 が,同 一 の 回線 を共 同 で 使 お うとす る と き

制 限:共 同 使 用 者 間 に法 令 で規 定 された業 務 関係 または通 信 の態 様 の あるこ

とが必 要 であ り,内 容 を変 更す るこ とのない情報 のや りと りはで きない。

(2)他 人 使用 制 限

人 ま た は法 人 が,自 己 の契 約 した 回線 を他 人 に使 わ せ よ う とす る と き

制 限:原 則 と して,情 報 は 送 出 端 末 か ら処 理 コ ン ピ ュー タに 達 した 後,処

理 結 果 は原 情 報 送 出 端 末 に の み 戻 らね ば な らず,別 個 の端 末 に伝 送

され て は な らな い 。 ま た,内 容 を変 更 す るこ との な い 情 報 を扱 うこ

とは で きな い 。

t・tL'・・堂 tl.,ピ川 ∵{}㍉,、 ■
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(3)相 互 接 続 制 限'い …tl・ ∴ 〉、感 ・い.1'K・T'き

オ ン ラ イ ン シ ス テ ムで使 う通信 回線 に は,公 衆 通信 回線 と特 定 通 信 回線 な

どが あ るが,コ ン ピ ュー タ を介 して公 衆 通信 回線 と特 定 通信 回線 を 接続 しよ

うとす る と きは,郵 政 大 臣 の 個 別 認 可 を必 要 とす る 。d・-;・ 一 ゴ`'

以 上 の よ うな制 限 の 下 に 一般 的 に オ ンラ イ ン シ ス テ ム を認知 した こ とが,'昭 和

46年 公 衆 法 改正 で あ って,第 一 次 回 線 開 放 とい わ れ る。 ・ ・ 一

しか し,昭 和48年 ご ろ か ら,こ の よ うな制 約 の 下で は 不 便 が 多 い と し,オ ッ:ラ

イ ン シス テ ム発展 の た め,一 層 の 制 度 的 緩 和 な い し利 用制 限 の 完 全 撤廃 を求 め る

声 が 漸 次 高 ま った 。

2.昭 和51年 に お け る 他 人使 用制 限 の 一部 緩 和

昭和51年 に至 り,他 人使 用 に お い て,共 同使 用 関 係 に あ る複 数 の 者の 端 末 と,

共 同使 用 関係 に あ る複 数 の 者 の コン ピ ュー タ とを含 む オ ン ラ イ ン シス テム が,一

定 の 条件 の 下 に認 め られ るこ とに な った 。

3.海 外 事 情 の 推 移

ア メ1」.-ts7にお い て は,1966年 か ら1971年 にわ た り,情 報 処 理 と通 信 の 境 界 を

め ぐる公 け の論 議 が つ づ き,1971年,FCC(連 邦 通 信 委員 会)の い わ ゆ る第 一次

裁定 として結 着をみた 。これは,情 報処理 圏 と通信 圏の双方 に,他 圏 と相重 なる

グ レー ゾー ンの 存在 を認 め,相 方 と もに その グ レー ゾー ンの 一 定 範 囲 を逸 脱 しな

い よ うに 一 具体 的 に は コン ピュー タ ・メ ー カ ーお よ び情 報 処 理 業 者 と,通 信業

者 の守 備 範 囲 を分 離iし調 整 す る意 味 合 い が あ った 。

次 い で1976年 に は,独 占禁 止法 的 な アプローチか ら,ア メ リカに お い て通 信回

線 の再 販売 が認 め られ,ま た シ ェア リン グ ・ユ ー スの 完全 自由化 が 実現 した 。

さ らに1979年 に 至 り,FCCは 情 報 処 理 と通信 処 理 を め ぐる第 二 次裁 定 を行 い,

基 幹 通 信 業 に つ い て はFCCの 規 制 下 にお くが,情 報 処 理 を伴 な う通 信 あ るいは付

加 価 値 通 信 は 完 全 に 自由 と し,基 幹 通 信 業 者 が 情 報 処 理 業 な い し付 加価 値 通 信 業
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を行 な うと きは,完 全 に 分 離 され た 別 法 人 に よ るべ き こ とを定 めた 。

膓'・融 川 ヨ 目 方 〒cい聾1ら1・lt'.'」

a欧 州:に お:ポ では ジ1975年 ごろ ま で は比 較 的 わ が 国 と類似 した 回線 利 用 制 限 が存

在 した が,ア メ リ カに お け る動 向 の 影 響 もあ り,1976年 ご ろか ら西 独 な ど少 数国

tを除 き徐 々に 回 線 自由化 の方 向 に傾 い た
。 と くに 英 国 に おい て は1981年 の新通信

法 に よ り,従 来 の 郵電 公 社 か ら電 気 通信 公 社 が独 立 す る と其 に,従 来 の 回線 利 用

制 限 を3段 階 の 手順 を経 て完 全 自由化 す る計 画 が公 表 され てい る。

な お,欧 米 に おい て は 共 同使 用 と他 人 使用 の 区 別 は な い 。

4.第 二 次 回 線 開 放 の要 旨(5月 現 在 の 見 込)今 回の公衆法改正法案 が成立 す れ ば

今 回 の公 衆 法 改 正 法案 が成 立 す れ ば

(1)共 同 使 用

o共 同 関 係 の 成 立 条 件 そ の もの は 緩 和 され よ う。

oメ ッセ ー ジ交 換(内 容 を変 更 す る こ との な い情 報の 伝 送 ,交 換)問 題 に つ

い ては,「 緊 密 な 関 係 」を有 す る同志 の 間 で の み認 め る。

② 他 人 使 用

O他 人 使 用 回線 を介 す る コ ン ピ ュー タ/コ ン ピ ュー タ ・リン クが 可能 とな る 。

o中 小 企 業 者 に 対 す る他 人使 用 制 限 が あ る程 度 緩 和 され る見 込 だ が ,見 体 的

に は省 令 を また ね ば不 明 。

(3)相 互 接 続

o公 一特,の 接 続 は 自 由化 。

o公 一特 一公,の 接 続 は大 臣個 別 認 可 。

(4)付 加 価 値 通 信 業 の 認容

○今 回 は見 送 りとな った 。

5.従 来 問 題 と され,今 後 も引 きつ づ き問 題 とな るで あ ろ う論 点

今 回の:第 二 次 回線 開 放 は,上 述 の よ うに完 全 な もの で は な い 。従 って,57年 夏
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以 降,ま ず,改 正 法 の 実体 を規 定 す る省 令 の 解 釈 ・運 用 を め ぐ って議 論 が 再 燃 す ・

る可 能 性 が あ り,と くに今 回残 され たVAN(付 加 価 値 通 信 業)の 内容 ・是 非 を め

ぐ って は論 議 は継 続 され るで あ ろ うと思 わ れ る 。.…

こ こに は,頭 掲 の 諸提 言 等 の論 点 の 主 な もの を掲 げ て,今 後 の 回線 問 題 検 討 の

参 考 に した い 。

① 回線 自由化 の内容 と手順

回線 の 「電 信電話(的)利 用 」は公社 独 占で よい とす るのが大勢だが,こ の点

を除 き 「自由化」 の意味 する内容 と自由化へ の手順 については,立 場に よ り考え

方 に よ り議論 は一致 しない。た どえばあ る程 度の許認可制 ない しそれ に準 ず る枠

組の中 の 自由化 も現実 的 自由化 であ るとす る論 もあ り,こ の よ うな枠組 下の 自由

とは 自己矛盾 語で 自由化 とは認め難い とす る議論 もある。

② メ ヅセ ー ジ通 信 な い し交換

こ こ1年 有 余 の 論 議 の60%は,結 局 オ ン ラ イ ン シ ス テム にお け る メ ッセ ー ジ通

信 な い し交換 の 是 非 論 に費 され て い る。

現 実 問 題 と して,デ ー タ処理 に 「伴 な う」 メ ッセ ー ジ通 信 には 多 くの 立 場 が寛

容 で あ るが,正 式 な論 議 と もなれ ば 「伴 な う程 度 」 や,完 全 なメ ッセー ジ通 信(交

換)是 認 論 に 至 って は議 論 の 一致 を 見 な い 。

③ や む を得 ない 規 制 の 方 法 論

大 局 的 な 観 点 か ら,仮 に 一定 の 利 用 制 限 を認 容 す るに して も,そ の 方 法 論 と し

て,い わ ゆ る 「ポ ジ リス ト方 式 論(是 認 項 目列 挙)」 と 「ネ ガ リス ト方 式 論(否

認 項 目列 挙)」 が併 立 し,一 致 を見 な い 。

　

④ 付加 価値通 信業 ・'

最大の論点 のひ とつであ る。一定 の水 準 を もつ場合に,付 加価値 通信業 を認 め
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よ うとす る考 え と,一 定 の 水 準 とい う条 件 が 「事 業 規 制 」につなが るとし,そ の よ

うな 規制 を 必 要 とす る時 代 で は な い とす る等 の反 論 が あ る。

な お,そ もそ も付 加 価 値 通 信 業 の 概念 に つ い て も各 種 の 立場 で 認 識 ・定 義 が 一

致 して い るわ け で は な い 。

⑤ 共同 ・他人使用 の分別へ の疑問

実際 には,ユ ーザーが共 同使用 申請 を便 と思 うときは共 同使用 で申請 し,他 人

使用 申請の方 を便 と思 うときは他人使用 申請 を行 な ってい る。完全 な自由化の暁

には,両 者の分別は論理的 には無用の もの とな る。この観点 か らの現 行制限批判

と,当 然 これ に対 し共 同 ・他人使用の基本的性格 の差 を説 く反論 もあ る。

⑥ 制度論 と料 金論の乖離

以上の論点 はおおむね制度論 的制度論で あ って,料 金体系 ・水 準 ・設定手続論

は別個に論 じ られ,必 要な制度論 と料金論 との対応が必ず しも十分 に行 われてい

ない,と す るみかたがないで はない。

以 上 が,従 来 も,そ して 今 後 も継 続 され るお それ の あ る主 要 論 点 の 一 部 で あ る 。

(事 務局記)

注 本解 説 は 第 二 次 回 線 開 放 の 経 緯 の み を紹 介 した。,

汎 ネ ッ トワー ク推 進 委 員 会 と して の意 見 に つ い て は,本 書 資 料Ml8を 参 照 され た い。
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提 言

〔提言1〕 情報 ・通 信基 本 法 を制 定 す べ きで あ る。

まず 総論 と して,情 報 化社 会 の基 本 的方 向 につ い ての合 意 を うるた め に 「基

本 法」 を設 定 す る必 要 が あ る。 い わ ゆ る基本 法 な る ものが具 体 的 に どれ だ け効

果 が あ るか につ い て は疑 問 もな い で は な い。 しか し情 報 化 とい う未 踏 の 領 域 に

入 って ゆ くには,そ の 憲 法 と もい うべ き基 本 法 を まず 設定 して,基 本 的 な方 向

づ け を固 め て お く こ とが 望 ま しい。10年 ほ ど前 に も情 報 基 本 法 を 設定 す べ き

だ とい う動 きが あ り,与 野 党 の合 意 まで え られ てい たが,当 時 は まだ 未 来 論 的

な 感 が あ った た め か実 現 してい な い。 そ れ との差 異 を明 らか にす るため に,ま

た通 信 問題 の重要 性 を強 調 す るた め に基 本法 の 名 称 は 「情 報 ・通 信 基本 法 」 と

す るの が適 切 で あ ろ う。

こ の情報 ・通 信 基 本 法 の 内容 と しては,ま ず 情 報 化社 会 の基 本 的 枠組 み で あ

る 「プ ライ バ シ ー保 護 」 と 「情報 公 開」 につ い て,そ の基 本的 な 視 点 を 明 らか

に し,プ ライ バ シ ー保 護 につ い ては た とえ ば情 報 収 集 目的 の特 定 化,情 報 の 使

用 制限,等 のい わ ゆ る プ ライ バ シ ー原 則 を,ま た情 報 公 開 につ い て は,基 礎 的

デ ー タ ベ ー ス の構築 に不 可欠 な官 庁 デ ー タ の公 開 原則 等 を明 記 す る。

つ ぎ に,情 報 化 社 会 の基本 は,情 報 ス トック を形 成 して ゆ くこ と であ り,そ

れ を よ り豊 か にす る こ とに よっ てエ ネ ル ギ ー資 源 を欠 く日本 経 済 の 基礎 が 築 か

れ る とい う基本 ビジ ョンを明 示 す る。 また,情 報 ス トックを活 用 しかつ 増 殖 し

て ゆ くに は,国 民 ひ と りひ と りの創 意 工 夫 と知 恵 が活 か され るべ き こ と・す な

わ ち資 源 の分 権 的 活 用 と新 規 参 入 の原 則 を うた う。 また,こ の分権 的活 用 の原

則 を認 め た うえ で,外 部 不経 済 を 回避 し・資 源 を保 全 す る とい う観 点 か らそ の
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管理 運営 の原 則 を明 らか にす る。

また,情 報 ・通 信 政策 を推 進 す るた め には,各 省 庁 の業 務 を調 整す る内 閣直

属 の機 関 が 必要 で あ る こ とを明 示 す る。

以 上 の 基本 法 を うけ て,情 報 公 開法,プ ライバ シ ー保 護 法 等 の 個 別立 法 が行

わ れ,ま た通 信 に直 接 か か わ る もの と しては 新 電気 通 信 法 の 制 定 ,放 送 法 の改

正等 が必要 にな る。 現 在,通 信 にか ん しては デ ー タ通 信 法 の 設定 とい うよ うな

か たち で問題 が と りあ げ られ て い るが,わ れ われ と しては そ の よ うな部 分 的修

正 では な く,公 衆 電 気通 信 法 自体 を全 面 的 に改 正 す る とい うか た ち で新 た に新

電気 通 信 法 を作 成 す る必 要 が あ る と考 え る。 新 しい酒 は 新 しい 皮袋 に も らね ば

な らな い。

〔提言2〕 新 電気 通 信 法 は次 の5原 則 をふ まえ て作 成 され るべ きで あ る。

① 電 気 通 信 の 供給 形 態 につ い ては,独 占 と競争 の混在 を原 則 と し,通 信 の

各 局 面別 に どの よ うな 市場 構 造 が 望 ま しいか は,通 信資 源 の 有 効 な 活用 と保 全

とい う基 準 に 基づ い て判 定 す る。

② 電 マ公社 の 業務 は,イ ンフ ラ ス トラクチ ャー と して の通 信 網 を管 理 運 営

す る こ とを基本 とす る。 電 マ公 社 が,民 業 を圧 迫す るお そ れ の あ る事 業 を行 う

場 合 には,そ の事 業 にか か わ る施 設 ・人 員 ・技 術 ・ノ ウ ハ ウ等 を分 離 し,そ れ

を 民間 の事 業 体 に移 行 させ た うえ で営 業 させ る もの とす る。 また,な ん らか の

技 術的 な 理 由 の た め に それ が 困 難 で,公 社 の付 帯 事 業 と し て行 わ ざ るを え ない

場 合 であ っ て も・ そ れ は公 社 の特 権 に基 づ い た差別 価 格 等 に よる 不 当な 民業 圧

迫 が行 われ てい な い こ とを立 証 し うる場 合 に のみ認 め うる もの とす る。 』

一17一



③ 寛 々公社 の提供す る通信回線 を利用 し,そ れになんらかの機能 を付加 し

て通信サー ビス を販売す る付加価値通信業者の参入 は,原 則 として 自由 とする。

また,原 則① の必 然の結果 と して,通 信回線利用 の他人使用,共 同使用 の制

限等は設 けない。

④ 電気通信 分野 におけ る産業 の健全な発展 を図 るため に,電 気通信 の信頼

性確保 ・自己責任 ・損害賠償 問題等 に対処す るために公共的な措置を とる。 そ

のため に技術的安 全性基準,損 害賠 償基準等 を設定 し,保 険制度 と第三 者によ

る判定機関(海 難裁判 所の ごとき もの)を 設 ける。

⑤ 電気通信 にかかわ る基本問題 を審議 す るため建 議権 を持つ審議会 を設け,

また各省 間の調 整を行 うための内閣直属の組織 を設 ける。

〔提言3〕 情報化 に伴 う必要な行 政改革 を行 うべ きであ る。

情報 化 の第二 段 階 を迎 え た現 時 点 を その好 機 と して とら え,か つ そ れ を突破

口 と して行 政 全般 を新 しい シ ス テム に移 行 させ る とい う発 想 が望 まれ る。 具体

的 に は,た とえ ば郵 政 省 の一 部 と通 産省 の一 部 を統 合 して情 報 ・通 信 庁(仮 称)

に再 編 成 す る とい うよ うな 思 い きっ た改革 が必 要 であ る。

〔提言4〕 情報 ・通 信政策 に関す る特別調査会を設 置すべ きであ る。

情報 ・通信政策 を前進 させ るためには,以 上の諸点 にかんす る広 い範囲 の国
インクワイア リ　

民的 な 議論 が 不 可欠 で あ る。 アメ リカ に お け る通 信 政策 の特 別 調 査(16頁 参

照)に 準 じて,こ の 問題 に か んす る特 別調 査 会 が 設 け られ ・各 層 の意 見 が十 分

に聴取 され る こ と を関係 当局 に強 く要 望 した い。 わ れ われ と して も・事 態 の 推
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移 に応'じ て 舌 ら'に具 体 的 な 提言 を行 っ てゆ きた い と考 え る。
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通 信 回 線 問 題 に 関 す る 要 望 書

昭和56年4月8日

(社)日 本 情 報 セ ン タ ー 協 会



郵 政 大 臣

山 内 一 郎 殿

昭和56年4月8日

社団法人 日本 情 報 セ ン ター協 会

会 長 桑 江 和 夫

通信回線問題に関する要望書

か ね て,情 報 処 理 サ ー ビス 業 の た め種 マ ご高 配 を い た だ き厚 くお 礼 申 しあ げ

ます。

さて,第 一 次通 信 回 線 開 放 以 来,10年 が経 過 しま した。

この間 の コ ン ピ ュー タ,通 信 両 面 の技 術 進 歩 は 著 しい ものが あ り,オ ン ライ

ン情報 処 理 は,各 方 面 で普 及 をみ せ て お ります。 一 方,再 度 にわ た る資 源 ・エ

ネル ギ ー制 約 に よ って,わ が 国 の社 会 ・経 済 環 境 は 激 変 し,情 報 化 の 重要性 が

ます ます高 まって お り,そ の一 環 と して,高 度 なオ ン ライ ン情 報 処 理 シス テ ム

の構築 が 期待 され て お ります。

しか るに,各 方 面 で多 くの 論議 が な され て い る よ うに,現 行 通 信 回 線利 用 制

度 は,き わ め て制 約 が 多 く,経 済 諸 活 動 の効 率化 とい う社 会 的 要 請 に対応 す る

こ とは 困 難 な状 況 に あ ります。

コン ピ ュー タ利 用 技 術 ・通 信 メ デ ィア の多 様化 が急 速 な進 展 を み せ よ うと し

て い る今 日,新 時 代 に即応 した デ ー タ通 信 政 策 の早 急 な確 立 は,上 述 の よ うな

社 会 的 要 請 に応 え る ため に も,ま た,私 ど も情報 処 理 サ ー ビス業 の 今後 の発 展

の た め に も不 可欠 の こ とであ る と考 え,こ こに下 記 の とお り要 望 す る もの で あ

ります。
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なお,国 際 通 信 回 線 に つ き ま して も,利 用 制 度,料 金体 系等 に関 して種 々の

問 題 が あ ります の で,そ の解 決 のた め の適 切 な施 策 が講 ぜち れ る よ うあ わ せ て

要 望 す る次第 で あ ります。

記

1.特 定通 信 回 線 の使用 形 態 に関 しては,電 信 ・電 話的 使 用 を 目的 とす る場 合

を除 き,情 報 処 理 に と もな う通 信 は 自由 と され たい。

2.日 本 電信 電話 公社 の デ ー タ通 信 設 備 サ ービ ス と民間 の オ ン ラ イ ン情 報 処 理

サ ー ビス の競 合 につ い て は,民 間側 が 不利 とな らな い よ う環 境 条 件 の整 備 を

は か られ た い。

3.特 定通 信回 線 の料金 は,電 信 ・・電 話 の そ れ と切 り離 し,極 力 低 廉 にか つ 遠

近 格 差 が少 な くな る よ う改 善 され た い。

以 上
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別 記

α)通 信 回線 利 用 制度 につ い て

特 定通 信 回 線 に関 す る現 行利 用 制 度 に は.さ まざ まな 制約 が あ り,有 効 か

つ 適 切 な オ ン ライ ン情 報 処 理 シス テ ム の構 築 とい う社 会 ・経 済 の要 請 に応 え

る うえ で,大 きな障 害 とな っ てい る。

.特 にわ れ わ れ 情報 処 理 サ ー ビス業 が行 うオ ン ライ ン情報 処理 サ ー ビス にお

い て は,コ ン ピ ュータ 処理 とそれ に係 わ るデ ー タ の 伝送 が,い わ ゆ るメ ッセ

ー ジ ス イ ッチ ング とみ な され る等 の理 由 に よ り,社 会 ニ ーズ に適 合 し,ま た

技 術 的 に も望 ま しい シ ス テ ムの構 築 が 不 可能 な 場 合 が 多 い。

こ の制 約 の 根拠 は,公 衆 通 信 は公 共 事 業体 に よっ て独 占 され るべ きで あ る

とい う考 え方 に も とつ くもの であ ろ うが,情 報 処 理 と通 信 との結 合 であ るオ

ンラ イ ン情報 処理 は,電 信 ・電 話 とは性 格 を異 にす る もの であ り,創 意 工 夫

に よ る多 彩 な サ ー ビス が 可能 で あ る。 こ の よ うな オ ンラ イ ン情報 処 理 は 電 信

・電 話 の よ うな公 衆通 信 と同一 には律 せ られ な い。

市場 ニ ーズ は 強 い か,現 行 制度 の も とで構築 が 困 難 な回 線 利 用形 態 と して,

次 の よ うな例 が あ る。

① 情報 処 理 サ ー ビス業 者 の コ ン ピ ュー タ と顧 客(あ るい は他 の情 報 処理 サ

ー ビス 業 者)の コ ン ピ ュー タ との結 合 に よ る資 源 の 相 互利 用。 ま た,そ れ

ぞ れ の コ ン ピュー タ が通 信 回 線 ネ ッ トワー ク に接 続 され てい る場 合 のネ ッ

トワー ク相 互 間 のデ ー タ の交 流。

② 顧 客 の端 末 か ら入 力 され た デ ー タ を複 数 の コ ン ピ ュー タ を経 て他 方 の端

末 に出 力 す る こ と。

③ 情報 処 理 サ ー ビス業 者 の コ ン ピ ュー タ を 中心 と して,複 数 の企 業 を結 ぶ

シ ス テ ム。
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④ 顧 客 が 自社 の コ ン ピュ ータ に よ って,社 内 情報 シス テ ム を構 築 す る場 合 ・

情 報 処 理 サ ー ビス業 者 に よ るオ ン ライ ンシ ス テ ムの提 供。

⑤ デ ー タベ ース の デ ィス ト リビ ュー タ に対 す る情 報 処理 サ ー ビス 業 者 の オ

ン ライ ンシ ス テム の提 供。

以 上 の よ うな場 合 も含 め 民間 の創 意工 夫 が活 か され る よ う,電 信 ・電話 的

使 用 を 目的 とす る場 合 を 除 き,情 報 処理 に と もな う通 信 は 自由 と され た い。

な お,通 信 回線 利 用 制 度 の改 正 に当 っては,行 政 の簡 素化,利 用 者 の利 便

の 見地 か ら,誰 もが どの よ うな オ ン ライ ンシ ステ ム の構築 が禁 止 され るか,

あ らか じめ 予測 で きる よ う基準 を 明確 に し.裁 量 の余 地 を で き るだ け少 な く

す る よ う要 望 す る。

(2)デ ータ通 信 設備 サ ー ビス につ い て

民間 情報 処 理 サ ー ビス 業 も漸次 成 長 した とみ られ る昨今,昭 和53年 の公

共 企業 体 基 本 問題 会 議 に お い て,日 本 電 信 電話 公 社(以 下 「電 電 公 社 」とい

う)が 行 うこ とにつ い て 積極 的 な理 由が乏 しい とされ た デ ー タ通 信 設備 サ ー

ビス と 民間 の情報 処理 サ ー ビス との調 整が 必要 と考 え られ る。

電 電公 社 は,こ の デ ー タ通 信 設 備 サ ー ビス の提 供 につ い て,民 間 の情 報 処

理 サ ー ビス 業 と較 べ る と,

① 通 信 回 線 利用 制度 上,電 電公 社 の み が 可能 な サー ビス分 野,形 態 が あ る

こ と。

② 過去 の 電信 ・電 話 事 業 を 背 景 と した ぽ う大 な資 源,資 産 を利 用 で き る こ

と。

③ 法律 に よっ て保 障 され た有 利 な資 金 調達 が で きる こ と。

④ 公 租 公 課 が極 め て軽 く剰 余 の 蓄積 とそ の投 資 が 容易 な こ と。

等 の 面 で著 し く優位 な立 場 に あ る。
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これ らの要因 が 健 全 な 民間 の オ ン ライ ン情 報 処 理 サ ー ビス 業 の発 展 を阻 害

してい る と考 え られ るの で,電 電公 社 は公 共 法 人 と して の位 置 付 け を明確 に

し,デ ー タ通 信 設 備 サ ー ビス につ い て も,こ れ にそ った分 野 に徹 す る こ とが

望 ま しい。

少 な くと も,以 下 の諸 点 につ い ては 改 善 され る よ う要 望 す る。

① 現 在 の通 信 回 線利 用 制 度 上,電 電 公 社 の デ ー タ通 信 設備 サ ー ビス のみ が

可 能 とされ て い る回線 の利 用 形 態 につ い て は,民 間 の情 報 処理 サ ー ビス業

に対 して も,平 等 に同様 の利 用 形態 を認 め る こ と。

② チ ー タ通 信 設 備 サ ー ビス に つ い ては,独 立 採 算 を厳 守 す る こ と。

③ シ ス テ ム設 計,プ ・グ ラム 作 成等 の償 却 期間 等 につ い て 実態 に即 した 見

直 しをす る こ と。

④ 「セ ン ター 接続 サ ー ビス 」にお い て,一 般 の 回線 使 用 料 よ りは るか に安

価 な料 金 でサ ー ビス して い るが,こ の よ うな例 につ い て も再検 討 す る こ と。

(3)通 信 回 線 利 用 料 金 につ いて

オ ン ライ ン情 報 処 理 は,電 信 ・電話 と は性 格 を異 にす るの で,そ の料 金体

系 は 電 信 ・電話 の そ れ とは区 別 して設 定 され る こ とが望 まれ る。

特 定 通 信 回 線 は,パ ケ ッ ト交 換 や回 線 交換 な どのデ ィ ジタル 交換 網 普及 後

も,大 容 量 通 信 に適 した回 線 と して,そ の需 要 は 伸 び続 け る もの と思 わ れ る。

した が って,特 定通 信 回 線 の料 金 は,デ ィジ タル 交換 網 の そ れ と整 合性 を

保 ちつ つ,技 術革 新 の 成果 を反 映 して極 力低 廉 か つ 遠近 格 差 の少 な い体 系 に

改 善 され たい。

以 上
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産 業 構 造 審 議 会情 報 産業 部会 答 申

(抄)

昭 和56年6月15日 発 表



第2章 情報化お よび情報産業の基盤の整備

第1節 通信 回線 利用 制度 の見 直 し

① オンライン情報処理は,情 報処理と通信の結合した高度なコンピュータ利用の一形態であ

り,こ れに公衆電気通信の秩序の維持の観点から,電 信 ・電話と同じような種々の規制を課

することについては問題がある。

したがって,オ ンライン情報処理に対する通信回線の利用制約は,社 会経済の変化,技 術

の進展に即応させるよう見直し,実 態にあわな くな った規制は撤廃すべきである。

オンライン情報処理用の回線利用料金は,電 話料金と切り離 した別体系の料金とすべきで

あり,技 術革新の成果を踏まえて,極 力遠近格差を縮小した合理的なものとすべきである。

日本電信電話公社の行うデータ通信設備サービスについては,民 間のサービスとの競合な

どの問題があるが,そ の多 くは通信回線の利用規制に起因するところが大きい。このため通

信回線利用規制の撤廃が急務であり,こ れによって民間側が不利とならないような環境条件

の整備をはかる必要がある。

1.問 題 の背 景

●オ ン ラ イ ン情 報処 理 の 重 要 性

80年 代 に おい ては,コ ン ピ ュー タに 通信 回線 を接 続 して 情 報 処 理 を行 う オ ン ラ

イ ン情 報 処 理 が ます ます 多様 な展 開 を とげ る もの と予 想 され て い る。 とくに 近年

の情 報 関連 技 術 の 著 しい 進 歩 に と もな って,オ ン ラ イ ン端 末 機 器 の イ ン テ リジ ェ

ン ト機 能 の高 度 化 が 急 速 に進 み つ つ あ り,近 い 将来 に はか な りの能 力 を もつ コン

ピ ュー タ と しての 機能 を備 え る と予 想 され る。 した が って今 後 の情 報処 理 は,ネ

ッ トワー ク化 され る こ とが 自然 の 帰 結 と考 え られ る。

オ ン ラ イ ン情 報 処 理 は,同 一企 業 内あ るい は 異企 業 間 の ネ ッ トワ ー ク化 を促 進

す るの み な らず,情 報 系 社 会 シ ス テ ムの 導 入 な どに よ って,地 域 社 会 あ るい は 家

庭 の ネ ッ トワー ク化 を も可 能 とす る な ど,今 後 の わ が 国 産 業 社 会 の 円滑 な情 報 化
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を進 め る不可 欠 の 手 段 で あ る。

●通 信 回線 利 用制 度 の 問 題 点

わ が国 に お い て,通 信 回線 に コ ン ピ ュー タ機 器 を接 続 して利 用 す るオ ン ライ ン

情 報 処 理 は,法 的 には,1971年 の 公 衆 電 気 通信 法 の 改正 にお い て,「 データ通 信 」

と して初 め て制 度 化 され た もの で あ り,そ の後 大 きな改 正 も行 わ れ な い まま,今

日 に お よ ん で い る。 当 時 は,今 日的 な 利用 形態 を想 定 し難 か った こ と,ま た,公

衆 電 気 通信 秩 序 の 維 持 を 目的 とす る公 衆電 気 通信 法 の枠 内 に これ を想 定 した こ と

もあ って,そ の 利用 接 続 機 能 が きわ めて 限定 的 で あ った。 しか し近 年,① 通信 回

線 利 用 」二の制 約,② 通 信 回線 利 用 料 金 体 系,③ 日 本電 信 電 話 公 社 の デー タ通信 設

備 サ ー ビス と民 間 企 業 との 競 合,の3点 が 自由 な オ ン ラ イ ン情 報 処 理 の発 展 を妨

げ て い る と して各 方 面か ら批 判 の 声 が 高 ま って い る。

通 信 回線 は,わ が 国 情 報 化 社 会 の基 盤 を形 成 す る最 も重 要 な イ ン フ ラ ス トラ ク

チ ュ アの 一つ で あ り,技 術 進 歩 と時 代 的 要 請 を踏 ま えて,機 動 的 に そ の 利用 制 度

の 改 善 をは か って い く必 要 が あ る。

2.制 度 見 直 しの 方 向

●通 信 回線 利 用 規制 につ い て

現 在,オ ン ラ イン情 報 処 理 に使 用 す る通 信 回線 の 利 用 規 制 の 主 な もの と しては,

① デ ー タの 内容 が コ ン ビ。ユ一 夕を介 して変 更 され る こ とな く,他 人 の 情 報 を 媒 介

す る こ とを禁 止 す るい わ ゆ る 「メ ッセージ交換 禁 則 」,② 共 同 使 用 を行 うユーザ ー

の 業務 上 の 関 係 の 規制,③ コ ン ピュー タ ・シ ス テム と通 信 回線 の 使 用 の 態 様 に 対

す る規 制,な どが あ る。 これ らの 規 制 は,電 信 ・電 話 に対 す る規 制 と同 じ よ うな

観点 か らな され てい る面 が あ り,こ う した規 制 が社 会 ニー ズ に適 合 した効 率 的 な

オ ン ラ イン情 報処 理 シス テ ムの 構 築 を妨 げ る一 因 とな って い る。

本 来,オ ン ライ ン情 報処 理 は,情 報 処 理 と通 信 の 結 合 した高 度 な コ ン ピ ュー タ

利 用 の一 形 態 で あ って,こ れ に 公 衆 電 気 通 信 の 秩 序 の 維 持 の 観 点 か ら電 信 ・電 話

と同 じよ うな種 々の規 制 を課 す る こ とに つ いて は 問 題 があ る と いわ ざる を えない。
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した が って,オ ン ライ ン情 報処 理 に 限 りこ う した規 制 は,社 会 経 済 の 変化,技 術

の 進 展 に即 応 させ る よ うに 見 直 し,実 態 に あ わ な くな った規 制 は撤 廃 す べ きで あ

る 。

これ に よ って,こ れ まで 回線 利 用 の制 約 か ら実 現 され る こ とな く終 わ って い た

多 数 の オ ン ライ ン情 報 処 理 シ ス テ ムが実 現 し,民 間 の 創意 と工 夫 が最 大 限 に発 揮

され,わ が 国 情 報化 の 一層 の 進 展 が期 待 され る こ と とな ろ う。

な お,上 記 制 度 の 見 直 しに は,公 衆 電 気 通 信 法 な どの 改 正 を必 要 とし よ うが,

しか し,法 改 正 に あ た って は,現 行 法 体 系 が コ ン ピ ュー タに接 続 す る通 信 回線 の

利 用 を限 定 列 挙 的 に 認 め る とい うポ ジ テ ィブ ・リス ト方 式 で あ るの を改 め,必 要

最 小 限 の規 制 範 囲 を明 定 し,そ れ 以 外 の場 合 に は 自 由 な使 用 を認 め るネ ガ ティブ・

リス ト方式 に改 め る必 要 が あ ろ う。 その 際,規 制 の範 囲 は,伝 送,交 換,課 金 な

どに お け る技 術 的 障 害 の 除 去,電 信 ・電 話 的 業務 の排 除 に限 定 す べ きで あ る。

●通 信 回線 利 用 料 金 制 度 に つ い て

現 在,わ が 国 の オ ン ラ イ ン情 報 処理 用 の デ ー タ通 信 回線 料 金 は,電 話 料 金 との

関 連 で 定 め られ て い る。 この た め近 距 離 は安 く,遠 距 離 は そ反 対 に きわ めて 高 い

とい うい わ ゆ る遠 近 格 差 が著 し く,遠 距 離 に つ い て は 欧米 先 進 国 に比 べ て 割 高 と

な って い る。 その た め に,ユ ー ザ側 か ら強 い不 満 が 表 明 され てい る。 と くに遠 近

格 差 が著 し く大 きい こ とは,遠 隔 地 間 を情 報 処理 シ ス テム で結 びつ け る オ ン ラ イ

ン情 報処 理 の 効 用 を減 殺 す る もの で あ り,早 急 に その 是正 が求 め られ よ う。

本 来,人 間 の音 声 情 報 の伝 送 で あ る電 話 と,デ ー タの 伝 送 を 目的 とす る オ ン ラ

イ ン情 報処 理 とは 異 な った 性 格 を も って お り,こ れ を電 話 料 金 との 関 連 で定 め る

こ とは,現 実 の 要 請 と合 致 しな い こ と とな る。 した が って,オ ン ライ ン情 報 処 理

用 の 回線 利 用 料 金 は,電 話 料 金 とは切 り離 した別 体 系 の 料 金 とすべ きで あ り,近

年 の通 信 分 野 に お け る著 しい技 術革 新 の成 果 を踏 ま えて,極 力 遠 近格 差 を縮 小 し

た合 理 的 な もの とすべ きで あ る。

と くに昨 年 か ら デー タ通 信 用 の 公 衆 網 とい うべ き新 デ ー タ網 サー ビス(DDX)

が 試 行 役 務 と して実 施 され て い る。 しか し,そ の うちパ ケ ッ ト交換 に つ い て は,
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その 技 術的 特 性 か ら して も遠 近 格差 を撤 廃 した全 国 一 律 料 金 制 度 が 望 ま しい。

●公 社 の デー タ通信 設備 サ ー ビス につ い て

現 在,日 本電 信電 話 公社 は,デ ータ 通 信 設 備 サ ー ビス と呼 ばれ る オ ン ライ ン情

報 処 理 サ ー ビス を実 施 してい る。 これ が民 間 企 業 が 行 うオ ン ライ ン情 報 処 理 サ ー

ビス と競 合 す る場 合 が あ る と して種 々の 問 題 が提 起 され て い る。

デ ー タ通 信 設 備 サ ー ビス に つい て は,公 衆 電 気 通信 役務 を独 占 的 に提 供 す る 日

本 電 信 電 話 公 社 が こ う した サ ー ビスを行 う こ との 是 非 に つ い て種 々論 議 の あ る と

ころであ るが,そ の 問 題 の 多 くは,通 信 回線 の 利用 規制 に起 因す るところが 大 きい。

し た が っ て,本 問 題 に つ い て は,通 信 回線 利 用 規 制 を撤 廃 す る こ とが 急 務 で

あ り,こ れに よ って 民 間側 が 不 利 とな らな い よ うな 環境 条 件 の 整備 をは か る必 要

が あ る。

また,日 本 電 信 電 話 公 社 自 ら も表 明 し てい るよ うに,公 社 と して は,公 共 的,

全 国 的,技 術 先 端 的 とい うデ ー タ通 信 設 備 サ ー ビスの3原 則 に 則 った サ ー ビス を

重 点的 に行 うことが肝 要 であ る。こ うした サー ビスが 民 間 企業 に よって も十分 サー ビ

スし うる段 階 に 至 った 時 点 では,こ れ を漸 次 民 間 に委 譲 してい く配 慮 も必 要 で あ る。

いず れ に し て もデ ー タ 通信 設 備 サ ー ビスに つ い て は,民 間 との 競 合 を 回避 し,

官 民 の 的 確 な役 割 分 担 を確 立 す る こ とが 重 要 で あ る。

第2節 情報処理 と通信の結 合への対応

① 情 報 処 理 と通 信 の 結 合 の 進 展 に と も な って,ビ デ オ テ ック スや テ レ テキ ス トな どの 画 像 通

信,CAT>や 光 フ ァイバ ー を活 用 し た広 帯域 画 像 情 報 シ ス テ ム な どの 新 しい 情 報 サ ー ビス

が 生 まれ て い る。 ま た,通 信 衛 星 を介 した 情報 処 理 も出 現 してい る。

② 今 後,通 信 ネ ッ トワー ク の デ ィ ジ タル 化 が 進 めば,音 声,デ ー タ,画 像 な ど を一 元 的 に サ

ー ビス す る 「デ ジタ ル 総 合 サ ー ビ ス網(lSDN)」 が 実 現 し,従 来 の通 信 の概 念 を こえ た 新 し

い サ ー ビス が 可 能 と な ろ う。

③ これ らに 対 応 す る ため には,種 々の 技 術 開 発 を進 め る と と もに,デ ジタ ル 通 信 回 線 網 の 整

備 を はか る ことが 重 要 で あ る。

④ ま た,現 在 の通 信 関連 法 制 は,こ う した 新 しい 情報 サ ー ビスの 出現 に 対 して 十 分 対 応 して

い な い 。現 行 の通 信 関連 法 制 が,新 しい 情 報 サ ー ビス の 実現 を阻 害 し た り技 術 開 発 の芽 を つ

み と る こ と の な い よ う,早 急 に関 連 法 制 の 改 正 を 行 う必 要 が あ る。
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1.情 報処 理 と通信 の 結 合

前 項 に述 べ た とお り,超LSIに 代 表 され る近 年 の 情 報 関連 技 術 の著 しい発 展

に と もな っ て,情 報 処 理 は 通信 との 関係 を深 め て お り ,オ ン ラ イ ン情 報処 理 は急

速 に高度 化 し,普 及 しつ つ あ る。

●通 信 の 高 度 化 の 進 展

一方 ,通 信 に お いて も半 導 体 技 術 の 発 展 を中 心 に 高度 化 が は か られ つつ あ る。

通信 回線 は,従 来 の ア ナ ロ グ回線 にか わ って デ ジ タル化 が行 わ れ,コ ン ビ。ユー タ

通 信 の た めの 専用 回 線 た るデ ジ タル交換 網 も実用 化 されてい る。 また光 フ ァイバー

を使 った 光 通信 や,人 工 衛 星 を介 す る衛 星 通信 な ど広 帯 域,高 速 の媒体 を用 いた

高 度 な情 報 シス テム の 研 究 開 発 も盛 んに 行 われ て い る 。

この よ うに情 報 処 理 と通信 の境 界 は,技 術 革 新 の 帰結 と して次 第 に不 明 確 とな

り,両 者 の結 合 した新 しい分 野 が 生 まれ つ つ あ る。

2.新 しい情 報 サ ー ビスの 進展

以 上 の よ うに情 報 処 理 と通 信 の 結 合 は,新 しい情 報 サ ー ビスの展 開 を可 能 とし,

とくに 通信 の 分 野 に お い て は,従 来 の音 声 サ ー ビ ス にか わ って,今 後 は符 号,画

像 な どを伝 送 す る非 音 声 サ ー ビスが 広 く普 及 す る もの と予想 され る。

●画 像 通 信 の 進 展

画 像 通信 で扱 う視 覚 情 報 は,人 間 の感 知 の情 報 の60～80%を 占 め る とい われ

て お り,パ ター ン認識,色 彩 識 別 が 可能 で あ る こ と,二 次 元 的 に 表現 され た豊 富

な情 報 か ら,受 け手 が 必 要 とす る情報 を任 意 に選 択 で き るな どの特 徴 を もつ ため,

画 像 通 信 シ ス テム は 今後 最 も発 展 す る情 報 シ ス テ ムで あ り,多 くの 新 しい画 像 通

信 シ ステ ムが開 発 され て い る。

まず,ビ デオ テ ック ス(電 話 系)や テ レテキ ス ト(放 送 系)と 呼 ば れ る会 話 型

静 止画 像 サ ー ビスが 各 国 で 開発 され て い る。 イ ギ リスで は プ レス テ ル(Preste1)

とよば れ1978年9月 に商 用 ベ ー スで各 種 情 報 案 内,予 約,簡 易 計算,各 種 統 計 グ

ラ フな どが サ ー ビス され て い る。 ま た フ ラ ン スで は ア ン テ ィオ ー プ(Antiope),
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西 ドイ ツでは ビル トシル ム テ キ ス ト(Bildschirmtext)と 呼 ば れ る同様 の シ ス テ

ム を開 発 中 で あ る。 日本 に おい て も.1979年12月 よ りCAPTAINシ ス テム と呼

ば れ る文 字 画 像 情 報 シ ス テム の実 験 が 開 始 され て い る。 これ らの シ ス テ ム は,す

で に 広 く普 及 して い る電 話 とテ レ ビセ ッ トを使 用 す る た め,普 及 が 容 易 で あ り,

デ ー タ ベ ー スの 整 備 とあ い ま って広 汎 な 利用 が 期 待 され てい る。

●広 帯 域 画像 情 報 シ ステ ム

また,広 帯 域 画 像 情 報 シス テ ム と総 称 で き る画 像 サ ー ビスが 開 発 され て い る。

ビデ オ テ ック スや テ レテ キ ス トで は,通 信 回線 の帯 域 が 狭 く ,文 字 や静 止画 の 伝

送 が 主 体 とな るが,CATV,光 フ ァイバ ー ケ ー ブル や衛 星 通信 な どの 広帯 域 通

信 が 普 及 す れ ば,文 字,図 形 の み で は な く,写 真 な どの 自然 画 や,動 画 の送 信 も

可能 とな る。 日本 に お い て はHi-OVISやVRS(VideoResponseSystem)の

二 つ の実 験 シ ス テ ム が よ く知 られ て お り ,米 国 に お い て は,QUBEシ ス テム が

代 表 的 で あ る。 これ らの 実 用 化 に よ りテ レ ビ電 話,テ レ ビ会 議 な どが今 後 広 く普

及 す る もの と期 待 され る。

●フ ァク シ ミリの 普 及

記 録 通 信 方 式 と し ては フ ァク シ ミリが 今 後急 速 に 普 及 す る と考 え られ る。 フ ァ

ク シ ミリは,現 在 は 主 と して 企 業用 と して使 用 され て い るが 今 後 二 つ の発 展 方 向

が 考 え られ る。 そ れ は,低 価格 化 に よ る普 及 化 と高機 能化 に よ る シ ス テ ム化 で あ

る。 前 者 は,フ ァク シ ミリ通信 を サ ポ ー トす る ネ ッ トワー クの 出 現 に よ り経 済 的

な サ ー ビスが 可能 とな り,家 庭 レベ ル に まで画 像 通 信 メ デ ィアを提 供 で き る こ と

とな る。 また,フ ァク シ ミリの家 庭 へ の 普 及 は,電 子 メ イル,電 子 新 聞 な ど新 し

い情 報 メ デ ィアの提 供 を 実現 しよ う。 後 者 につ い て は,フ ァク シ ミリを単 な るエ

ン ド ・ツ ー ・エ ン ドの 送 受 信 ばか りで な く ,オ ンラ イ ン情 報 処 理 シ ステ ムの 入 出

力 装 置 と して利 用 す る形 態 が考 え られ る。

●衛 星 通 信 の 新 展 開

さ らに,情 報 処 理 と通 信 技 術 を応 用 し,複 合 化 した新 しい サ ー ビスが計 画 され

てい る。 こ うした 新 しい サ ー ビス の研 究 開 発 は ア メ リカにお い て と くに 進 ん でお
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り,す で に通 信 衛 星 を利用 して,音 声,デ ー タ,画 像 な どの 種 々 の通 信 を高 速,

高 密 度 に扱 う通 信 シ ステ ム(SBS:SatelliteBusinessSystem)が す で に実

用 化 され て い る。衛 星 を使 った こ う した 高 度 な 情 報処 理 サ ー ビスは,距 離 の制 約

を文 字 どお り根 底 か ら取 り除 く画 期 的 な方 法 で あ る。今 後 も情 報 化 の 進 展 に と も

な う新 しい ニ ー ズを充 足 す るた め の新 シ ス テ ムの 開発 が 進 む もの と考 え られ る。

な お,衛 星 は使 用 して い な い が,通 信 網 に 内包 す る プ ロ トコル転換 機 能 とメ ッ

セ ー ジ コー ド変 換 機 能 に よ り,そ の ま まで は相 互接 続 で きな い異 機 種 シ ス テ ムの

交信 を サ ポ ー トす る シ ス テ ム(ACS:AdvacedCommunicationService)も

注 目 され よ う。

●ISDNへ の展 開

一 方 ,ネ ッ トワー クの デ ジ タ ル化 は,音 声,デ ー タ,画 像 な ど の伝 送 サ ー ビス

を デ ジ タル ・ベ ー スで 画 一化 して 一 つ の 通信 網 に総 合 化 す る こ とを可 能 と して い

る。 この よ うに統 合 され た 網 は,「 デ ィジ タル総 合 サ ー ビス網(ISDN:lnteg-

ratedServicesDigitalNetwork)」 と呼 ば れ て お り,今 後 の高 度 情 報 化 社 会

に お け る基 盤 と しての 役 割 を果 た す もの と考 え られ る・ISDNが 実現 す れ1ま ・

現在 は個 別 の ネ ッ トワー クで サ ー ビス され る電 話,電 信,オ ン ラ イ ン情 報 処 理,

フ ァク シ ミリな ど を 一つ の デ ジ タ ル ・ネ ッ トワー クに よ って 一元 的 に サ ー ビスす

る こ とが可 能 とな る。

この た め,伝 送路 の 高 率使 用 に よ る経 済 的 な ネ ッ トワー クの構 築 や伝 送 品 質 な

どの 向 上 が はか られ る こ と とな り,従 来 の 通 信 の概 念 を こえ た 新 しい 情 報 サ ー ビ

スが 実 現 され る こ と とな ろ う。

3.今 後 の対応の方向

●技術開発 の推進

情報処理 と通信の結合 に対応 し,今 後の円滑 な情報化 の進展 をはか るた めには,

まず,技 術開発 の推進 が重要 であ る。

この分野 におい ては,わ が国 は,光 通信技 術な ど世界 の先端 をい く分野 もあ る。



しか し総 じて世 界 の トップ レベ ル にあ る とは い い難 い 。 ま た,技 術 革 新 が急 激 で

あ るた め,今 後,一 層 の技 術 開発 を促 進 して い く必 要 が あ る。 と りわ け,分 散 処

理 ネ ッ トワー ク を サ ポ ー トす る ネ ッ トワー ク ・ア ー キ テ クチ ュアの 開 発 と プ ロ ト

コルの 標 準 化 の促 進 は 緊急 の課 題 で あ り,ま た,衛 星 通 信 にお け る準 ミリ波 帯 の

利 用 や 多重 化 技 術 の 開 発,光 通信 に お け る シ ングル モ ー ド ・フ ァイ バ ーや 波長 多

重 方式 の実 用 化 技 術 の 開 発 な ど を重 点 的 に推 進 す る必 要 が あ る。

●デ ジ タ ル通 信 回線 網 の 整 備

情 報 と通 信 の結 合 した分 野 に と って,通 信 回線 の デ ジ タル化 は 不 可欠 の 要件 で

あ る。 デ ジ タル 通 信 回 線 は,伝 送 量 の 飛躍 的増 大,伝 送 品質 の 大 幅 な 向 上 な ど ア

ナ ログ回線 に比 べ て格 段 にす ぐれ た 特 性 を も ってお り,情 報化 社会 に と って は最

も適 した 通 信 回線 で あ る。

わが 国 に お い て も,す で に,1979年 か らデ ー タ通信 専用 の新 デ ー タ網(DDX:

DigitalDataExchange)の サ ー ビスが 開 始 され て い る。 デ ジタ ル専用 回線 の

整 備 も進 め られ て い るが,そ の サ ー ビス提 供 地 域 は,現 在 の と ころ主 要 大 都 市 間

お よ び その 周 辺 に 限 られ て お り,必 ず し も十 分 とは い え な い。

ま た,フ ァク シ ミリを高 速 デ ジ タル伝 送 す る公 衆 フ ァク シ ミリ網 や電 話 網 の デ

ジ タル化 も現 在 検 討 され てい る。 今後 の情 報処 理 ニ ー ズの増 大 に対 応 して,品 質

の 高 い情 報 サ ー ビスが全 国 的 に提 供 され る よ う デ ジ タル 回線 網 の早 急 な整 備 が 切

に望 まれ る。

●通 信 関 連 法 制 の 改 正

現 在,通 信 関 連 の 法制 と しては,電 気 通 信 関係 ば か りで な く,電 波 関 係,放 送

関 係 な ど数 多 くの 法 律 が存 在 して お り,そ れ ぞれ の 観 点 か ら種 々の利 用 規 制 な ど

を行 っ てい る。 しか し,こ れ らの法 律 は,情 報 処 理 と通 信 の 結 合 の進 展 に対 して

十 分 対 応 して い る とは い い 難 い 。

今後,Hi-OVISな どの 実験 を通 じて衛 星 通 信 や画 像 通信 な どを利用 した 新 し

い繍+ビ スが,技 術的 には碗 旨四 るであ ろ うが・現 行の通信関連 法制の も

とで は こ うした 新 しい サ ー ビス を行 うこ とが で き な い お それ が 多分 に存 在 して い



る。技術革新 によ り実現可能 とな る新 しい情報サ ー ビスが既存 の制度 的制 約のた

め実現 され ない とい う事 態は,極 力 回避 されねばな らない。

したが って,今 後の情 報処理 と通信 の結合の発展 方向 を勘案 すれ ば,現 行 の通

信関連法制が新 しい情 報 サー ビスの実現 を阻害 した り技 術開発 の芽 をつみ とるこ

とのない よう,早 急 に関連 法制 の改正 を行 う必要があ る。
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通信回線利用制度改善に関する要望書

公 衆 電気 通 信 法 の一 部 改 正以 来,コ ン ピュー タ ー の利用 が よ り一 層 高度 化,

多様 化 し,オ ンライ ン化 率 の著 しい 向 上 と と もに,種 マの ネ ッ トワー クが 開発

され,我 国 の情 報 化 は 産 業界 のみ な らず,一 般 の家 庭 に まで もそ の利 用 が拡 が

ろ うと して お り ます。

これ を情 報 化社 会 の 到来 とい う向 き もあ ります が,現 状 は そ の よ うに楽 観 し

て い られ る もの では あ りませ ん。

そ の最 大 の問題 点 は,デ ー タ通 信 にお い て情 報 を 「低 い コス トで 自由 に交 換

で きな い 」「早 い速度 で 多量 に交 換 で きな い 」「変形 しな け れ ば交換 で きな い」

とい うこ とで あ り,諸 外 国 と比 較 して も不要 な時 間,費 用,工 夫 をか け な け れ

ば な らな い 不経 済 さが あ り,国 際 的 情報 化 につ い て もす で に相 当な 遅 れ を とっ

て お り ます。

この回 線 利 用 制 度 につ い て,従 来 か ら 自由化 を もとめ る幾 多 の要 望 書,提 案

書 が 提 出 され て き ま した が,昨 今 そ れ らを うけ て,貴 省 お よび 日本 電 信電 話 公

社 等 が利 用 制 度 につ い て ご検 討 の 由,新 聞 記 事 等 で灰 聞 い た してお りけ すが,

当連 合 会 は 今 後 の 回線 利 用 制 度 の改 善 に つ い て,下 記 の要 望 を提 出 い た し ます

の で,早 急 にそ の 意図 を実 現賜 ります よ う希 望 い た し ます。

記

1要 望 事 項

1.共 同使 用 に つい て

1)デ ー タ通 信 の共 同使 用 は 自由 に行 な うこ とが で き る よ う希 望 す る。

2)メ ッセ ー ジス イ ッチ ングが 行 な え る よ う希 望 す る。
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2.他 人 使 用 につ い て

メ ッセ ー ジ スイ ッチ ング を含 む 使 用 が 自由 に行 な え る よ う希 望 す る。

3.相 互 接続 につ い て

相 互接 続 の制 限 を廃止 し,い か な るネ ッ トワー ク もコ ン ピ ュー タ を介

し 自由 に接続 で き る こ とを希 望 す る。

4,VANに つ い て

VANに つ い ては,そ の 出現 を待 望 してい る。

5.デ ータ 端末 に つ い て

機 器認 定 期 間 の短 縮化 と と もに,任 意 の機 器 をユ ーザ ーが 自由 に選択

して使用 で き る よ う希 望 す る。

6.料 金 につ い て

特 定通 信 回 線 の料 金 体 系 を,電 信 電話 料 金 体 系 とは分 離 し,抜 本 的 に

見直 す よ う希 望 す る。

皿'当 面 速 や か に解 決 を要望 す る事 項

1.共 同 使用 に つ い て

1)一 定 の業 務 上 の関係 の範 囲 を,自 由 に回 線 を使 え る方 向 に拡 大 す る こ

とを希 望 す る。

2)デ ー タ処 理 に ともな うメ ッセ ー ジ ス イ ッチ ングは 認 め る よ う希 望 す る。

2.他 人 使用 につ い て

デ ー タ処理 に と もな うメ ッセ ージ ス イ ッチ ン グは 自由 に行 な え る よ う

希 望 す る。

3.相 互 接続 につ い て

電 子計算 機 を介 して の公 衆 回 線 一 特 定通 信 回 線 一 公 衆 回 線 の接続
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(い わ ゆ る公 一 特 一 公)に つ い ては 自由 に認 め る よ う希 望 す る。

4.料 金 につ い て

特 定通 信 回 線料 金 の 遠 距離 料 金 を大 輻 に引 き下 げ る こ とを希 望 す る。

5.DDXに 対 す る要 望 につ い て

1)サ ー ビス範 囲拡 大 の予 定 を早 期公 表 し,計 画 の速 や か な 実 施 を希 望 す

る。

㍉2)基 本料金引 き下げ の実施 を希望 する
。

3)休 日,夜 間割引 きの実施 を希望 する。

4)区 域外 からの特 定通 信回線接続料金 を引 き下 げる よ う希望す る。

5)BSC端 末の接続 時期 について至急公表 され る よ う希望す る。

6日 本電信電話公社 に対す るその他 の要望 について

以下の事項 に関 し日本電信電話公社 をご指導願いた い。

① 申請手続 を簡易 にす る こと。

② 認可 までの期間 を短縮す ること。

③ 休祭日で も開通工 事 を実施す ること。

④ 障害時 の原因究明や復旧対策は迅速 に行 うこと。

⑤ 回線品質や交換機 等 の信頼性 向上をはか ること。

以 上
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前 書 き

我 が 国 のデ ータ通 信 は,昭 和39年 に 日本 国有 鉄 道 が実 施 した座 席 予 約 シ ス

テ ムか ら始 ま り,昭 和46年 の公 衆 電気 通 信 法(昭 和28年 法 律 第97号 。 以

下 「公 衆法 」とい う。)の 改 正 に お いて,日 本 電信 電 話公 社(以 下 「電電 公 社 」

とい う。)及 び 国際 電 信 電話 株式 会社(以 下 「国際 電 電 」 とい う。)の 電 気 通

信 回 線 を,チ ー タ通 信 に利 用 す る場 合 の 制限 が緩和 され た こ と等 を契機 と して,

預金 ・為 替 な どの金 融 業 務 及 び 製造 業,商 社 等 の生 産 ・販 売 ・在 庫 な どの管 理

業務 を 中心 に発展 して きたが,近 年 は公 害 監視,救 急 医療 な どの公 共 的 分野 を

対 象 とす る シス テ ム も増 加 して きて い る。

チ ー タ通 信 につ い て は,最 近 の 情報 処 理 及 び電 気 通 信 の 分 野 に お け る急速 な

技 術革 新 の進展 等 に伴 い,今 後 も企 業経 営,行 政,学 術 な どの 分野 で 多彩 な 発

展 が'斤想 され,国 民 の福 祉 の向 上 に とって極 めて 重要 な役 割 を果 た す もの と考

え られ る。 また,デ ー タ通 信 事 業 につ い ては,通 信 関 連 産 業,コ ン ピ ュー タ産

業,ソ フ トウ ェア業 な どの技 術先 端 的 な 分野 と密 接 に関 連 した付加 価 値 性 の高

い 産 業 で あ る こ とか ら,そ の 将来 には大 きな期待 が か け ら れ て い る。

しか しな が ら,デ ー タ通 信 回線(以 下 「通 信 回 線 」とい う。)の 使 用 に関 す

る現 行 の法 制は,公 衆 電 気通 信 業務 を電 電公 社 又 は 国際 電 電 の独 占 とす る法 体

系 の 中で 定 め られ てお り,技 術革 新 の進展 と多様化 す る需 要 に即 応 で き ない規

制 とな って い る こ とか ら,デ ータ通 信 の利 用 分野 の拡 大,新 た な シ ス テ ム と効

率的 な ネ ッ トワー ク の開 発,形 成 を進 め る上 で,現 在 に お い て は支 障 とな って

いる面 が認 め られ る。

また,電 電公 社 は,デ ー タ通 信 に用 い る電気 通 信 回線 の提 供 サ ー ビス を行 っ

て い るほ か,デ ー タ通 信 が 揺 らん期 にあ った 昭和43年 に 全 国地 方 銀 行 シス テ
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ム を 手掛 けた の に始 ま り,現 在 では 販売 在 庫 管 理,科 学技 術 計 算'自 動 車 登 録

検 査 な ど広 範 囲 な 分野 に わ た っ て デ ー タ通 信 設備 サ ー ビス を 行 って い る。

と こ ろが,電 電公 社 は,競 争 分野 で あ るデ ータ通 信 設備 サ ー ビス で毎年 度 多

額 の欠 損 を生 じてお り,そ の 業務 運 営 の効 率 化 が 緊要 とされ て い る こ と に加 え,

この欠 損 を電 話 等 の収益 で補 て ん して い る上,民 間情 報 処 理 サ ー ビス業 者 には

許 され てい な い通 信 回 線 の使 用 形 態 に よ るサ ー ビス を行 って い る こ と等 か ら,

公 正 な競 争 条件 を欠 い て い る との指 摘 もあ る。

この よ うな 状況 に か ん が み,'デ ー タ通 信 に関 す る制 度,業 務 運 営 等 の実 態 を

調査 した結 果,次 の とお り改 善 を要 す る事 項 が認 め られ た。
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1通 信 回 線 の利 用 の 自由化

通 信回 線 の使 用 につ い ては,法 令 等 で列 挙 され てい る範 囲 に原則 と して限

定 され て い るた め,次 の よ うに デ ータ通 信 に関 す る需 要 の多 様 化,高 度 化 と

分 散 処 理化 の傾 向 に対応 で きな くな っ て き てい る面 が あ る。

① 電 気 通 信 回線 を複 数 の者 が デ ー タ通 信 の た め に共同 して使 用(以 下 「共

同 使 用 」 とい う。)す るには,使 用 者 間 の業 務 上 の関係 等 が郵 政省 令 で定

め る基 準 に該 当す る場合 を除 き,郵 政大 臣 の 個別 認 可 が必 要 と され ・ しか

も,認 可 申 請 は通 信 回線 の使 用 申込 者 でな く,電 電 公社 又 は 国 際 電 電 が 行

うこ と と され,ま た,具 体 的 な認 可 基 準 も明示 され てい な い。

と こ ろが,チ ー タ通 信 の シ ス テ ム開 発 のた め には,相 当の準 備 期 間,費

用 等 を要 す る もの で あ る こ とか ら,認 可 の 見通 しが立 た ない ま まシ ス テ ム

開 発 を進 め る こ とが で きな い と し,物 流 上 あ るい は資 本 系列 上 密 接 な関 係

に あ る 企 業 な どにお い て もデ ー タ通 信 の導 入 を断 念 して い る もの 等 が み ら

れ る。

② 民間 情 報処 理 サ ー ビス 業 者相 互 間又 は 民 間情 報 処 理 サ ー ビス業 者 と顧 客

との 間 の 電 子計 算 機 にそ れ ぞれ 接続 す る端末 磯 間 のデ ー タ通 信 は 認 め られ

て い な い 等 の た め

⑦ 民 間 情報 処 理 サ ー ビス業 者 が相 互 に提 携 で きな い で い る もの

④ 顧 客 が 民間情 報 処 理 サ ー ビス業 者 か らデ ータ を磁 気 テ ー プに入 力 して

もらい,そ の搬 送 を受 けて改 め て 自 らの電 子計算 機 に入 力 しデ ー タ処 理

を行 っ てい る もの

等,顧 客 の需要 に即 応 した効 率 的 な チ ー タ通 信 サ ー ビスが行 え な い もの が

み られ る。

③ メ ッセ ー ジ交 換(情 報 が 内容 を変 更 され る こ とな く電 子計算 機 を通 過 す
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る こ とをい う。)は,原 則 と して認 め ら れ てい な い た め

⑦ 最近 急 速 に性 能 が 向 上 して きた ミニ コ ン ピュー タ を使 い 分 散処 理 化 を

計 画 した が,こ の場合 一 部 情 報 が ミニ コ ン ピュー タ を素通 りしメ ッセ ー

ジ交換 に該 当す る等 の た め,効 率 的 な デ ータ通 信 シ ス テ ムを 構成 で きな

い でい る もの

,④ メ ッセ ー ジ交 換 を含 む等 の た め,端 末 機 の運 用 に つい て 相 手方 と業 務

委 託契 約 を締 結 した り,分 室 を設 け た り して 単独 使 用 の形 を と って い る

もの

等 が み られ る。

デ ー タ通 信 とい う名 目の下 に 不特 定 多 数 の者 を対 象 に電 信 ・電 話的 業 務

を 行 い,実 質 的 に公 衆 電気 通 信 事 業 者 と差 異 が な い よ うな特 定 の もの につ

い ては,何 らか の規 制 を行 う必 要 が あ る に して も,こ れ以外 の もの に つ い

ては 基 本 的 に利 用 者 の要 望 に こた え られ る よ うにす べ き もの と考 え られ る。

デ ー タ通 信 は,民 間 の 自由 な創 意 と工 夫 に よ り,技 術 革 新 の進 展 と多様

化 す る需 要 に対 応 して一 層 の 発展 が 期待 され る もの で あ るの で㌧通 信 回 線

の使 用 上 の制 約 につ い ては 必要 最 小限 度 の もの に と どめ,か つ,何 が許 さ

れ な い使 用 形態 か を あ らか じめ 明 定 して お くべ き もの と考 え られ る。

した が っ て,郵 政省 は,電 信 ・電 話 的 業務 を行 うな どの公 衆 電 気通 信業

務 に 重大 な影 響 を及 ぼす こ と とな る特 定 の場 合 を除 き,通 信 回 線 の 使用 に

関 す る現 行 の 規 制 を廃 止 す る必 要 が あ る。"
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2デ ー タ通 信 設備 サ ー ビス の公 正競 争 条 件 の確 保 と経 営 の在 り方

デ ータ通 信 は,昭 和46年 の公 衆 法 の改 正 に よ り,電 気通 信 回線 を チ ー タ

通 信 に利 用 す る場 合 の 制限 が緩和 され た こ と等 に伴 い,電 電公 社 の ほ か 民 間

に おい て も これ を 業 と して行 うこ とが 可能 とな った。

現在,電 電 公 社 及 び 民間 情報 処 理 サ ー ビス業 者 で競 争 が行 わ れ て い るが,

電 電公 社 に お け るデ ー タ通 信 設備 サ ー ビス に関 す る制 度 及 び 運 営 の状 況 を み

る と,次 の よ うに公 正 競 争 条件 が必 ず し も確 保 され て い る とは み られ な い も

の等 が あ る。

① デ ー タ通 信 設 備 サ ー ビスの部 門 で昭和52年 度 以 降 毎年 度 約500億 円

の欠 損 を 出 し,こ れ を電 話 等 の収 益 で補 て ん しつつ 民 間情 報 処 理 サ ー ビス

業 者 と競 争 してお り,し か も,デ ー タ通 信 設 備 サ ー ビス と電 話 等 の公 衆 電

気 通 信 事 業 との 収 支 区 分 は,予 算,決 算 上 明確 にな って い な い。

② デ ー タ通 信 設備 サ ー ビス の回 線 費用 は,内 部取 引 で計 上 され て い る もの

の,当 該 費用 は,民 間 情報 処 理 サ ー ビス業 者 の 場 合支 払 うべ き金 額 を相 当

下回 った もの とな って い る。

③ シス テ ム の 設計 ・建 設 費等 を8年 間 で回収 す る こ と と し料金 を設 定 して

謬 るが.実 態 に合 っ て い な い面 が あ る。

④ 現 行 の法 令 等 で は,民 間 情報 処 理 サ ー ビス業 者 に認 め られ て い な い メ ッ

セ ー ジ交 換 を含 む デ ー タ通 信 サ ー ビス を提 供 して い る。

また,電 電 公 社 は,通 信 回線 の使用 申込 み を通 じて 民間 情報 処 理 サ ー ビ

ス業 者 の回 線利 用 態 様 等 を知 り得 る立 場 に あ る。

この よ うな 条 件 の 下 に電電 公 社 は,公 共 企業 体 と して公 共性 の高 い シ ス

テ ム,全 国 的 ネ ッ トワ ーク を構 成 す るシ ス テ ム及 び 開発 先 導 的 シ ス テ ムを

主 体 と して 提 供 す る こ と と してい るが,近 年,民 間情 報 処 理 サ ー ビス 業 者
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が急 速 に成 長 して きて お り,電 電公 社 の シ ステ ム と類 似 す る もの が多 くな

っ て き てい る。

したが って,郵 政 省 は,デ ー タ通 信 設 備 サ ー ビス につ い ては,当 面,デ

ー タ通 信 設 備 サ ー ビス の独 立 採 算性 の確 保,電 話 等 の公 衆 電 気 通 信 事 業 と

の収 支 区 分 の一 層 の 明 確 化 等 の措 置 を 講 ず る こ とに つ い て電 電 公 社 を指導

す る と ともに,そ の経 営 の在 り方 につ い て も検 討 す る必 要 が あ る。



3デ ー タ通 信設 備 サ ー ビス の 事業 運 営 の効 率 化

電 電 公 社 の デ ー タ通 信 設備 サ ー ビス につ い ては,毎 年 度,顧 客 数 は増 加 し,

経 営 規 模 も拡大 の一 途 を た どって きて い るが,最 近 にお い て は毎 年 度 約500

億 円 の欠 損 を生 じて お り,そ の経 営 の効 率 化 が緊要 とされ てい る。

デ ー タ通 信 設備 サ ー ビス の=運営 状 況 を み る と,次 の よ うに効 率 性 を欠 くと

み られ る もの があ った。

① 販 売在 庫 管理 サ ー ビス及 び科 学 技 術計 算 サ ー ビス は,需 要 予 測 が過 大 で

あ った た め,収 入総 額 が減 価 償 却 費 を も下回 っ てい るな ど過 剰 投 資 とな っ

て い る。

② セ ン ター の 中 には,稼 動 率 が極 め て低 い に もかか わ らず,近 隣 セ ンタ ー

との統廃 合 が い まだ行 わ れ て い な い もの が あ る。

③ セ ンタ ー の要 員 数 は,同 規 模 の 民間 情 報処 理 サ ー ビス業 者 と比 較 し多 く

な って い る ものが あ り,ま た,同 規 模 の セ ンタ ー間 で も要 員 数 に格 差 が 生

じてい る。

したが って,郵 政 省 は,電 電公 社 に対 し,デ ー タ通 信 設備 サ ー ビス の事 業

運 営 の効 率化 を図 るた め,次 の措 置 を講 ず る よ う指 導 す る必 要 が あ る。

① 既 存 セ ンタ ー を稼動 率 に照 ら し最 適 規 模 に統 廃 合 す る と と もに,今 後 の

セ ンタ ーの新 設 に 当 っ ては,需 要 予 測 を的確 に行 い,過 剰 投 資 と な ら ない

よ う努 め る こ と。

② 民間 情報 処 理 サ ー ビス 業 者 の要 員 配 置 を 勘案 す る等 に よ り,要 員 配 置 の

合 理化 を 図 る こ と。
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情 報 化 の 推 進 に 関 す る 提 言

昭和56年7月28日

(社)経 済 団 体 連 合 会



昭和56年7月28日

情 報 化 の 推 進 に 関 す る 提 言

社団法人 経 済 団 体 連 合 会

は じめ に

80年 代 を展 望 す る と き,経 済 ・社 会 環境 の変 化 に即 応 して,情 報 化 の推 進,

即 ち広 くコ ン ピュー タ利 用 の高 度 化 を図 る こ とが,わ が 国経 済 に と って 緊要 な

課 題 で あ る。

特 に,今 後 資 源 エ ネ ル ギ ー の 制約 な ど・一 段 と厳 しさを増 す 内外 環 境 の 中で ・

資 源 小 国で あ るわが 国 と しては,情 報化 を基 盤 に各 産 業毎 に一 層 の知 識 集 約化,

高度 化 を進 め る と と もに,い わ ゆ る知 識,情 報 産 業 を育 成 して い くこ とが必 要

であ り,ま た企業 間,産 業 間 の関 係 の 緊密化 な らび に 国際化 の 促 進 とい う要 請

に応 え るた め に も情 報 化 の進 展 は 不 可欠 で あ る。 さ らに"小 さい政 府"実 現 へ

の要 望 が 高 まる 中 で国 民 福 祉 の維 持 向 上 を 図 る上 にお い て も,行 政 の効 率 化 と

と もに,教 育,医 療,環 境 な どの諸 分 野 にお け る情 報 化 を 推進 してい く意 義 は

極 め て大 きい。

ひ るが え って,わ が 国 の情 報 化 の現 状 をみ る と,近 年,情 報 処 理 な らび に通

信 の技 術 は飛 躍 的 な発 展 を 遂 げ,両 者 が 融合 して多種 多彩 な情 報 処 理 シス テ ム

が構 築 され つ つ あ る。

今後 コ ン ピュー タ利 用 の高 度 化 を 推進 してい くため には,こ の よ うな技 術 進

歩 を 可能 な限 り活 用 し得 る よ うな体 制 整備 を図 る こ とが,何 よ り も肝 要 で あ る。

コ ン ピ ュー タ利 用 高度 化 の 具体 的 な課 題 と して は,各 企業 内 にお い ては生 産

面 の合 理化 か ら進 ん で,事 務 分 野 での生 産 性 向 上 や経 営 の意 思 決 定 を支援 す る
■

た め の コ ン ピ ュー タ利用 が 重 要 と な りつ つ あ る。 さ らに今 後 は,単 に 企業 内,

産 業 内 に とど まらず 広 範 な 活 動 領 域 にお け る コ ン ピ ュー タ ・ネ ッ トワー ク の構
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築 が求 め られ よ う。 また,社 会 ・経 済 の 発展 とい う観 点 か らは,米 国 等 に比 し

大 幅 に立 ち遅 れ て い るデ ー タベ ー ス の振 興 や,わ が 国で は 漸 く緒 につ いた ば か

りの い わ ゆ る社 会情 報 シ ス テ ム の 開発促 進 も重 要 な課題 であ る。 他 方,わ が 国

にお い て情 報 化 の促 進 上 の主 要 な障 害 とな りつ つ あ るのが,ひ とつ は現 行 の通

信 回 線利 用 制度 にか か わ る諸 規 制 で あ り,も うもとつ は ソ フ トウ ェ ア開発 にお

け る生 産性 の伸 び悩 み で あ る。 前 者 が 上述 の デ ータベ ー ス育 成,社 会情 報 シ ス

テ ム の 開発 を含 め情 報処 理 シ ス テ ムの構 築 に と って,ま す ます大 きな 制 約要 因

とな りつ つ あ る こ とは 否 定 で きな い と ころ であ り,ま た コ ン ピ ュータ ・ハ ー ド

ウ ェアの性 能 向 上に比 して の ソ フ トウ ェア開 発 の生産 性 の低 さ も"ソ フ トウ ェ

ア危機"と い われ る よ うな情 報 処理 推 進 上 の険 路 を生 じ させ るに至 っ て い る。

コ ン ピ ュータ の活 用 に よる情報 処 理 シス テム の 高度化 を達 成 して い くた め に も,

こ うした問 題 を速 や か に改 善 す る必 要 が あ る。

以 上 の よ うな観 点 か ら,わ れ わ れは こ こ に(1)デ ー タ通 信回 線利 用 の 自由化,

(2)ソ フ トウ ェアの 開 発 と流通 の促 進,(3)デ ータ ベ ー スの 育成.(4)社 会 情 報 シ ス

テ ムの 開 発促 進,の4点 につ き産 業界 と して の 見解 を取 りま とめ た。 政府 そ の

他 関係 方 面 にお い て は,本 提 言 の趣 旨 を踏 まえ,速 や か に問題 の解 決 に 当 る よ

う要 望 す る。

1.デ ー タ通 信 回 線利 用 自由化 へ の提 言

〔デ ー タ通 信 回 線利 用 制度 につ い て 〕

(1)共 同 使 用 な らび に他 人 使 用 に係 わ る規 制 につ い ては,電 信 電話 的利 用 を

制限 す るた め に必要 な もの を除 き・ これ を撤 廃 すべ きで あ る。

(2)コ ン ピ ュータ を 介 して の メ ッセ ージ交 換 は 禁止 され てい るが,デ ー タ通

信 に伴 うメ ッセ ー ジ交 換 は これ を認 め るべ き であ る。
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(3)回 線 の相互接続 に関す る規制 については,公 衆通信回線 一 特定通信回

線 一 公衆通信 回線 の接続 を含め,回 線利用 の効率化,高 度化 の観点 から

これを緩和 すべ きであ る。

{4)国 際 間のデrタ 通 信 について も,そ の振 興を図 る観 点か ら国際 条約等 を

尊 重 しつつ可能 な限 り回線利用制限を緩和す べ きである。

⑤ データ通信回線 の利用料金は欧米諸 国に比べ遠近格差が極め て大 き くな

ってお り,こ れを是正すべ きであ る。

〔その他 の要望事項 〕

(1)付 加価値通信 な ど高度 な通信処理業を民間 に認め ることは,電 気通信政

策 の根幹 に触 れ る問題 であ り慎 重な検 討を要 しよ うが,肌 理細かなサ ー ビ

ス提供の観点 か ら民間企業の創意工夫 を活 かすために も,そ の参入を認 め

る方向で検 討すべ きであ る。

(2)日 本電信 電話公社 の提 供す るデ ータ通信設備 サー ビスについては,公 共

的,全 国的,技 術先導的 とい う三原則 に則 るとともに.技 術 開発の成果 を

速やか に公 開す ること,民 間企業 との間で不公平 が生 じない よ う条件 を設

定す ることな ど,民 間情報処理業 を不当に圧 迫す ることのない よう十 分な

措置が講ぜ られ るべ きであ る。

以 上に述べ た制度 の見直 しを実施す るに当 っては,郵 政省令,認 可基準 の

改正等運用 面で解決 し うる部分 については直ち に改善 を進 め ると同時に,画

像通信,衛 星通信等 の新 たな技 術の進展 を も展 望 しつつ,早 急 に公衆電気通

信法等関連法 制の抜本的 な見直 しを進 めるべ きである。

なお,情 報化 を推進す る上 で日本 電信電話公 社 の位置付けは重要な問題 で

あ り・ またその経 営形態 のあ り方 は今次行政改革 の検討課題 ともなってい る

ので,当 会 として も公社 のあ り方 等について引続 き検討 を進め てい きたい。
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2.ソ フ トウ ェア の開 発 の生 産性 向 上 な らび に流 通 促 進 に関 す る提言

(1)ソ フ トウ ェア に対 す る助 成策 を よ り強 化 す る とと もに,そ の 重点 を 汎用

性 の あ る ソ フ トウ ェア の開 発 に絞 るべ きで あ る。

(2)汎 用 プ ログ ラム に関 し,ク リア リン グ ・ハ ウス の 設 置等 に よ り,ユ ーザ

ーが 必要 な情 報 を容 易 に入 手 す る こ とを 可能 とす る制度 を確 立 す べ き であ

る。

(3)ソ フ トウ ェ アの 客観 的価 値 基 準確 立 の観 点 か ら,著 作 権 保 護 等 の権 利 関

係 を 明確 に す る こ とが 必要 で あ る。

{4)ソ フ トウ ェ ア流 通 の基 盤 と して,ア ンバ ン ド リング(ソ フ トウ ェ ア とハ

ー ドウ ェア の価 格 を 分離 す る こ と)の 徹 底 を図 るべ き で あ る
。

(5)コ ン ピ ュー タ ・メ ー カ ーは.ユ ー ザ ー 企業 の 優れ た プ ログ ラ ムを 買 い 上

げ て,こ れ を 汎用 化 し,広 く販 売 す るこ と,ま た,ユ ーザ ー 企業 も商 品 と

して 市場 に流 通 す る 汎用 プロ グ ラム を購 入 し活 用 す る こ と が望 まれ る。

3.デ ー タベ ー ス 育成 に関 す る提 言

(1)デ ー タベ ース の開 発 に 当 って は,エ ネ ル ギ ー問題 等 国益 上 重要 な デ ー タ

ベ ー ス,な ら び にバ ー ゲ ニ ン グ ・パ ワー とな る よ うな世 界 的 に未 開 発 の分

野 にお け るデ ー タベ ー スな どを 戦略 的 に選択 す べ きで あ る。

(2)デ ータ ベ ー スの 開 発 には 多額 の コス トと長 期 間 を要 す るた め,民 間 開 発

者 に対 して は 欧 米 に例 をみ る よ う資 金 面 そ の他 の助 成 策 を講 ず べ き であ る。

また,公 的機 関 が 開 発 ・実 施 す るデ ー タベ ー ス に お い て得 られ た ノ ウハ

ウは積 極 的 に 民 間 へ の移 転 を図 るべ きで あ る。

(3)デ ー タベ ー ス の 内容 充実 を図 る観 点 か ら,政 府 保 有 デ ータ は行 政機 密 に

属 す る ものは 除 き原 則 と して公 開 し.積 極 的 活用 を図 るべ きで あ る。
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(4)デ ータベ ー ス に関 し各 種 の案 内 等 を行 うク リア リン グ ・ハ ウス の 設 置 を

検 討 す べ きで あ る。

㈲ デ ー タベ ー ス に お け る コー ド,キ ー ワー ド・検 索 手 順 等 の各 種 標 準 化 ・

規 格 化 を推進 す べ きで あ る。

(6)情 報 提 供 サ ー ビス に係 わ る著 作権,複 製権 等 権 利 関係 の 明 確化 を 図 る と

と もに,情 報,デ ータ,知 識 に対 す る対 価 支 払 い の慣 行確 立 の た め 啓蒙 活

動 の展 開 が望 まれ る。

4.社 会 情 報 シス テ ム の 開発 促 進 に関 す る提 言

ω 社 会 情 報 シ ステ ムの 開 発 は 主 と して官 主 導 で行 わ れ るに して も,開 発 後

の運用 に つ い ては 可 能 な 限 り民間 の活 力 を い か す こ とが 望 まれ る。 な お,

開発 に当 って は関 係 各 省 庁 が一 体 とな って取 り組 むべ きこ とは 当然 で あ る。

(2)社 会 情報 シ ス テ ム の 開発 に当 っ て は,シ ス テ ム立 案 時 に計 画 を公表 し,

広 く関 係 者 の合 意 を形 成 す る努 力 を払 うと と もに,開 発 後 の運 用 に 当 っ て

もそ の技 術 的 成果 な らび に経 営 状 況 等 を公 開 す べ き であ る。

(3)シ ス テ ム の運 用 に 当 っ ては 特 に プ ライ バ シ ー の保 護 とシ ス テ ムの信 頼 性

保 持 に配慮 すべ き で あ る。

以 上
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囲

〔提 言 〕

情報産 業の発展 と通信回線 問題 につい て

昭和56年8月22日

情 報 産 業 振 興 議 員連 盟

会 長 倉 成 正



提 言

情報産業の発展と通信回線問題について

情 報 産 業 振 興 議 員 連 盟

会 長 倉 成 正

情 報 産 業振 興 議 員 連 盟 は ・結 成 以 来 コ ン ピ ュー タ の利 用 を 中心 とす る情 報 化

の促 進 に努 め て きた。

今後 コ ン ピ ュー タ の 利 用 は,そ の技 術 的 発 展 と相 ま って 益 々高度 化 す る傾 向

にあ るが,こ のな か に あ っ て最 も重要 な方 向 は コ ン ピ ュー タ と通 信 手 段 の融 合

で あ る。 現 在 の通 信 回 線 に加 え光 フ ァイバ ー も実 用 に供 され,さ らに通 信 衛 星

の発 展 とそ の 重要 性 が 注 目 され る こ と にな ろ う。 こ こ数 年 の うち に通 信 手段.

な か で も通 信 衛 星 の 発展 と利 用 は,現 在 わ が 国 で考 え られ て い る以 上 に大 きな

拡 が りを み せ,日 本 が 環太 平洋 に お け る政 治 ・経 済 の 中心 とな る ため に重要 な

役 割 を果 す もの と思 わ れ る。 す な わ ち,コ ン ピ ュー タ技 術 と通 信 手段 の 発展 は

その 間 の融 合 を 必 然 な ら しめ て お り,そ の融 合 に よ り情 報 産 業 の発展 が大 き く

期待 され て い るの で あ る。

情報 産 業振 興 議 員 連 盟 は,こ う した長 ・中期 的観 点 か ら,情 報 産 業 と通 信 手

段 の融合,そ れ に よる 多彩 な情報 処 理 サ ー ビス の発 展 を推 進 して行 く方 針 であ

るが,こ の よ うな将 来 的展 開 のた め には,き わ め て立 ち遅 れ てい る通 信 衛 星の

開発促 進 を含 め て通 信 手段 の利 用 制 度 につ い て抜 本 的 な改 善 が必 要 で あ る と考

え てい る。

そ の観 点 か ら当面 の わ が 国 の通 信 回 線 の利 用 制度 につ い て連 盟 内 に通 信回 線

委 員会 を設 置 して度 重 な る ヒ ア リン グを行 い,ま た各 界 か ら出 され た意 見 を 分

析 し,か つ,訪 米視 察 団 を派 遣 す るな ど精 力 的 に多 角 的 に検 討 を加 え て きた。
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そ の結 果,オ ン ライ ン情報 処理 に と もな う通 信 回線 の利 用 制 度 につ い て次 の ご

と く提 言 す る。

記

1、 オ ン ラ イ ン情報 処理 の振 興 のた め,通 信 回 線 の利 用va関 す る制 限 を撤 廃 し,

民間 の創 意 と工 夫 が最 大 限 に発 揮 で き る よ うそ の利 用 を 自由 とすべ きで あ る。

2.自 由化 に あ た っ ては

(1)公 共 的 な電 信 電 話 業務 に 重大 な影 響 を及 ぼ さな い よ う配 慮 す べ き で あ る。

(2)共 同 使 用,他 人 使用 の い ず れ に あ っ て も,情 報 処 理 に と もな う若 干 の メ

ッセ ー ジ'ス ウ ィ ッチ ン グを含 む こ とは 技 術 の現 状 か ら 当然 の こ とで あ り,

不特 定 多 数 者 を対 象 とす るメ ッセ ー ジ ・ス ウ ィ ッチ ング を行 う場 合 を除 き,

事 業規 制 な どの 制限 的方 策 は と るべ きでは な い。

(3)相 互 接続 につ い ては,公 一 特 接 続 は 自由 と し,公 一'特 一 公 に つ い

ては,不 特 定 多数 者 を対 象 とす るメ ッセ ー ジ ・ス ウ ィ ッチ ン グを行 う場 合"

を除 き 自由 とす べ きで あ る。

3.規 制 を 要 す る もの に つい ては そ の範 囲 を 明 定 して,そ れ以 外 は 自由 な通 信

回 線 の 利 用 を認 め る とい うネ ガテ ィ ブ ・リス ト方 式 とす べ きで あ る。

4.以 上 を実 施 す るた め には,所 要 の 法 的 措 置 が 必要 にな る と考 え られ るが ・

本 問題 の 緊急 性 を考 え て,現 行 法 の範 囲 内 で 実施 可能 な 事項 につ い て は,可

及 的 速 や か に,法 改 正 を待 つ まで もな く実 施 に移 す べ きで あ る。
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部3第

緊 急 課 題

■



80年 代 を展 望 す る と,以 上述 べ て きた よ うに,電 気 通 信 は一 層 進展 す る社

会 の情報 化,産 業 構 造 の 高度 化 等 を推 進 す る国 の 重要 な イ ンフ ラス トラクチ ャ

ー と しての役 割 を担 うこ と とな り,あ わせ て多 くの課 題 の解 決 が必 要 と され る。

そ の 中 で も80年 代 の 初頭 に立 っ た現 在 にお い て特 に早 急 な解 決 が必 要 と され

るのは,デ ータ通 信 回 線利 用 の 自由化 問題 と認 め られ る。

したが っ て,デ ー タ通 信回 線利 用 の 自由化 問題 につ い ては,当 面の 緊 急課 題

と して その 解 決 の方 向 等 につ き具体 的 に提 言 す る こ と とす る。

第1章 デ ー タ通 信回線利 用の 自由化

デ ータ通 信 を 中心 とす る新 しい 電気 通 信 分 野 は,電 電公 社 ・国際 電 電 の もつ

高 い技 術 力 に支 え られ た 電話 網 等 の基 幹 的 ネ ッ トワ ー クを利 用 す る形 態 にお い

て著 しい発 展 を遂 げ て きた。 そ の 高度 で多 様 な 一 層 の 発展 は,わ が 国 の経 済 ・

社 会 の情 報 化,効 率 化 に大 き く貢 献 す る もの と期待 され てい る。 そ うした過 程

におい て,電 電公 社 ・国際 電 電 の果 た す役 割 は 大 きい。

しか しな が ら新 しい 分野 に おい て利 用 者 か ら求 め られ る桶 マの サ ー ビス に対

応 す るた め には,新 しい電 気 通 信 サ ー ビス の提 供 に お い て,電 電公 社 ・国際 電

電 の努 力 も必 要 で あ るが,電 電 公 社 ・国際 電電 が このす べ て を提 供 す る こ とは

可能 では な く,民 間能 力 が活 用 され,民 間 企業 の参 入 に よ る創 意 工夫 に よっ て

多様 なサ ー ビス へ の対 応 が実 現 され る こ とが 必要 とな る。 このた め には,電 電

公 社 ・国 際 電 電 が提 供 す るデ ー タ通 信 回 線 の利 用 制度 は,民 間 企業 の創 意工 夫

が十 分 に生 か され る よ うよ り自由 な もの とな っ て い な け れば な らな い。

また,デ ー タ通 信 回 線利 用 の 自由化 が推 し進 め られ た後 に お い て も,電 電公

社 ・国際 電 電 が,急 速 に開化 す る こ とが 見込 まれ る新 しい電 気 通 信 の分 野 にお
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い て・ デ ー タ通 信 回 線 を提 供 す る こ とは,国 民経 済 的 にみ て も適 当で あ る と同

時 に新 た に発 生 す る需要 に応 え得 る電気 通 信 設備 の整備,拡 充 とい う重要 な責

務 を担 って い る。 さ ら に,民 間 情報 通 信 業 者 が提 供 す る こ とが 困難 な,全 国的

・公 共 的 ・技 術 先 導 的 分 野 にお い て ,電 電公 社 ・国際電 電 が 果 た す べ き役 割 が

今 後 と も大 きい ことは言 うま で もな い。、

この よ うな観 点 にた っ て デ ータ通 信 回 線利 用 の 自由化 を次 の とお り行 うこ と

が適 当 と認 め られ る。

な お,国 際 通 信 に関 す る 分 野 につ い ては,関 係 国際 条 約,相 手 国 の 同意 の必

要性 等 国際 通 信 が 有 す る特 殊性 につ い て の配慮 が 必要 で あ る。

第1節 共 同 使 用

現 在,電 電公 社 ・国際 電 電 が提 供 す るデ ータ通 信 回 線 を,二 人 以 上 の 者 が

共同 で使 用 す る場 合,そ の範 囲 を無 制限 に認 め る こ とは,電 電 公 社 ・国際 電

電 の業務 範 囲 を お かす お そ れ が あ る との観 点 か ら,一 定 の 制限 が課 せ られ て

い る。 例 え ば ・ そ の範 囲 に つ い ては,製 造 業 者 と卸 売 業 者 相 互 間 とか 普 通 銀

行 相 互間 等 の よ うに,原 則 と して一 定 の業 務 上 の関係 を有 す る企業 間等 につ

い ての み しか共 同 使 用 は 認 め られ て い な い。

また,認 め られ た場 合 に お い て も,そ の回 線 を使用 して メ ッセ ー ジス イ ッ

チ ン グを行 うこ とは 許 され て いな い。

この よ うな 制約 が。 企 業 等 のデ ー タ通 信 の 分 散処理 化,関 連 業 務 の シ ス テ

ム化 の拡 大,コ ン ピュ ー タ ネ ッ トワー ク化 の促 進 等 の動 向 を抑 制 す る結 果 を

招来 して い る と考 え られ る ので,こ れ を次 の よ うに改 め る必要 が あ る。

(1)「 一 定 の業 務 上 の関 係 」の範 囲 を拡大 して,業 務 上 の 関係 を 有 す る企 業

間等 につ い ては,ほ とん どの 企業 等 が デ ー タ通 信回 線 の共 同 使 用 が 自由 に
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で き る よ うにす る。

② さ ら に,あ る特 定 の 業 務 上 の関 係 を有 す る企 業 間 等 の場 合 には,そ の デ

ー タ通 信 回 線 の 共 同 使 用 に 当た り,メ ッセ ー ジ スイ ッチ ン グ も行 え る こ と

とす る。

※ メ ッセ ー ジス イ ッチ ン グ:内 容 を変 更 す る こ とな く情報 を媒 介 す る電 子

計算 機 の本 体 の使 用

第2節 他 人 使 用

電 電公 社 ・国際 電 電 の提 供す る デ ー タ通 信 回 線 の使 用契 約 を締 結 した 者 が,

そ の回 線 を他 人 の通 信 の用 に供す る場 合(他 人 使 用)は.電 電 公 社 ・国際 電

電 と類似 の 業務 を行 うこ と とな らな い よ うメ ッセ ー ジ スイ ッチ ング の禁 止 の

ほ か,例 え ば,電 子計 算機 で処 理 した情報 を通 信 回 線 を 介 して 別 の端 末 に出

力 させ る こ とが で きな い 等 の 使用 上 の態 様 につ い て一 定 の 制限 が 課 せ られ て

い る。 今 後,電 気 通 信 と情報 処理 の 融合 が ます ます 進 む 中 で生 ず る多様 な ニ

ー ズ に対 応 し得 る た め に こ の よ うな 制 約 を次 の よ うに改 め る必 要 が あ る。

(1)情 報 処 理 と結 合 した多 彩 な 電 気通 信サ ー ビス の提 供 が 可能 とな る よ うに

す るた め,メ ッセ ー ジ ス イ ッチ ングを含 む使 用 の態 様 を次 に よ り 自由 に行

え る こ と とす る。

① 民 間 企業 の創 意工 夫 が生 か され,顧 客 の 多様 な ニーズ に適 合 す る高度

で多彩 な デ ー タ通 信 サ ー ビス の提 供 が で き る よ う回 線利 用 の 制度 は で き

るだ け 自由 で あ る こ とが 必要 で あ る。

② 民間 の情報 通 信 業 と して は,加 入 電 信 電 話 等 メ ッセ ージ ス イ ッチ ング

の み を行 うよ うな 使用 態 様 及 び電 気 通 信 に関 す る 国家 的 な イ ン フ ラス ト

ラ クチ ャー と して位 置 づ け られ る よ うな もの を除 き,電 気通 信 回線 の 自
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田 な使 用 態 様 が認 め られ る もので な けれ ば な らな い。

③ この場 合,通 信 の 秘 密 の確 保,最 終 需 要 者 を含 む ユ ーザ ー の保 護,技

術 的 不 具 合 の排 除 等 情報 通 信 業 が 有 す る 「公 衆 電 気通 信 事 業 」と して の

公益 的側 面 か ら何 らか の 措 置が 必 要 とな る。

④ このた め,許 可 制 を 含 む何 らか のチ ェ ック を行 うこ とは適 当 と認 め ら

れ る。 しか しなが らチ ェ ック に 当た っ ては,そ の基 準 が 限 定 的か つ 明確

に定 め られ ね ば な らな い。

(2)メ ッセ ー ジ ス イ ッチ ング を含 まない 場合 の使 用 に つ い ては,届 出 のみ に

よ り自由 に行 え る こ と とす る。

第3節 相 互 接 続

特 定通 信 回 線 と公 衆 通 信 回 線 を電 子計 算機 を介 して 接続 す るこ と につ いて

は,現 在,郵 政 大 臣 の 個別 認 可 の対 象 とな って い るか,今 後 は次 の よ うな方

向 で対処 す る こ とが必 要 で あ る。

電 子計算 機 を 介 して特 定 通 信 回 線 と公 衆通 信回 線 を 接続 す る ことは,原 則

と して 自由 とす る。

た だ し,電 子 計算 機 を介 して の,公 衆 通 信 回線 ・特 定通 信 回 線 ・公 衆通 信

回 線 の接続 い わ ゆ る公 一 特 一 .公 接続 につ い ては,今 後 の技 術 進歩 等 に伴

って 種 々の使 用 形 態 が 出現 し,い わ ゆ る電 信 電話 的 使 用 が行 われ る こ と も予

想 され る。 これ を チ ェ ックす るた め,当 分 の 間,個 別 認 可 に よ り対 処 す る こ

とが適 当 で あ る。
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第2章 テ ー一夕通 信 回線利用の 自由化 に関連す る諸 問題

第1節 民間 情報 通 信 業 の あ り方

デ ー タ通 信 を 中心 とす る新 しい電 気 通 信 分野 の 発 展 を図 るた め の一 方 策 と

して,電 電 公 社 ・国際 電 電 が提 供す る基 幹 的通 信 網 ・基 幹 サ ー ビス をベ ース

と し,経 済 社 会 の多 様 な ニ ーズ に対 し,き め細 か く,か つ,高 度 なサ ー ビス

を提 供 し得 る新 しい情 報 通 信 事 業体 の 出現 基 盤 が 整備 され な け れ ば な らな い。

デ ータ通 信 回 線 利用 の 自由化 に伴 って,デ ー タ通 信 は,さ ら に多 様 か つ 高

度 に利 用 す る こ とが 可 能 とな り,ま た,利 用 者 に とっ て も種 々の新 しい チ ー

タ通 信 サ ー ビス の提 供 を受 け る こ とが 可 能 とな る。

情報 通 信 業 とは,こ の よ うな 多彩 なデ ータ通 信 を,電 気 通 信 サ ー ビス と し

て,広 く企業 ・社 会 ・国 民等 に提 供す る事 業 で あ り,デ ー タ通 信 回 線 利用 の

自由化 に伴 い,今 後,急 速 に発展 す る こ とが 見込 まれ る。

情報 通 信 業 の この よ うな サ ー ビス の提 供 に 当た って は,自 由 な競 争 市 場 に

おい て行 われ る こ とが,国 民経 済 的 にみ て有 益 と認 め られ るが,一 方,情 報

通 信 業 が,電 気通 信 サ ー ビス と して顧 客 の情 報 を送 受 ・媒介 す る場 合 には,

通 信 の 秘 密 の確保 な ど事 業 の公 益 的側 面 につ い て,十 分 な 配慮 が 求 め られ る。

したが って,情 報 通 信 業 者 の うち,デ 三 夕通 信 回 線 利 用 の 自由化 に伴 って

メ ッセ ー ジス イ ッチ ング を含 む デ ー タ通 信 サ ー ビス を提 供 しよ うとす る者 に

つ い ては,許 可 制等 の も とで 高度 多 彩 な 電 気通 信 サ ー ビス を提 供 す る新 た な

「公 衆電 気通 信 事 業 者 」と して位 置 づ け られ る必要 が あ る。

第2節 競合 分野の調整 と公正競争条件 の策定

1.競 合分野 の調整
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デ ー タ通 信 回 線利 用 の 自由化 に伴 い,民 間情 報 通 信 業 にお い ては,一 層

多種 多彩 なサ ー ビス の 提 供 が 可能 とな るが,こ の 分野 にお い ては,電 電公

社 ・国際 電電 の同種 の 事 業 との 間 に お い て,秩 序 あ る競 合 関係 を保 ち な が

ら,そ れ ぞ れ の特 徴 を 生 か しつ つ,社 会 の多種 多様 な ニ ーズ に応 え てい く

こ とが 今後 一 層 必 要 と な って くる。

この た め に,特 に電 電公 社 の デ ー タ通 信 設備 サ ー ビス の 提 供 に 当た っ て

は,全 国性'公 共性 ・技 術 先導 性 とい う従来 か らの三 原 則 に則 りつ つ,さ

らに 民間 情報 通 信 業 者 との 共 同,協 調 関係 の確 立 を図 る こ とに つ い て も配

慮 す る こ とが必 要 であ る。

2.公 正競 争 条 件 の策 定

情 報通 信 の分 野 にお いて,電 電 公 社 と民間 情報 通 信 業 者 との 間 に お い て

秩 序 あ る競 合 関係 が 成 り立 ち,調 和 あ る発展 が 図 られ る よ うな公 正 競 争 条

件 が 設 定 され る必 要 が あ る。

このた め には,電 電公 社 につ い て は,次 の 点 に留 意す る こ とが必 要 で あ

る。

(D会 計 制度

独 立採 算 制 の確 保 に立 ち,競 合 分野 と独 占 分野 にお け る収 支 帰 属 を 明

確 にす る区分 計 理 シ ス テ ムを確 立 し,こ れ を担 保 す るた め に計 理 の公 開

が 求 め られ る。

(2)内 部 相 互補 助

独 占分野 の収 益 を競 合 分 野 に投 入 す る よ うな 内部相 互補 助 は,原 則 と

して排 除 され るべ き であ る。

(3)経 営 組 織

公 正 競 争 を確 保 す るた め には,経 営組 織 の 面 で もそ の改 善 が求 め られ,
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例 えば,組 織 的 に独 立 性 の 高 い事業 部 制 の よ うな 考 え方 の導 入 を検 討 す る

必 要 が あ る。

(4)料 金 設 定 方式

利 用 者 の 多様 な ニーズ に応 え てい くた め,競 合 分 野 にお い ては,サ ー ビ

ス の提 供 につ い て一 層機 動 的 かつ 柔軟 な対 応 が 可 能 とな る よ う,例 え ば,

料 金 決 定 手続 の再 検 討 等 を 行 うこ とが 必 要 で あ る。

第3節 データ端末 市場発展 のための環境整備

利用 者のデータ端末機器 については,公 衆電気通信 設備への接続 に際 し,

技術基準に適合 してい るか否か について,電 電公社 ・国際電電の審査 ・検査

を受け ることとな ってい る。

この技術基準は,公 衆電気通信 設備の損傷 の防止や利用者 との責任 分界点

の明確化 等 のため に必要な技術的条件 につい て.電 電公社 ・国際電電が郵 政

大臣 の認可 を受け て定め てい る。

また,技 術の進歩 と利用 形態 の多様化 に伴 い,高 度な機能を備 えた各種の

端末機器が 出現 している ことか ら,端 末相互 間の円滑な通信を 可能 とす るた

め,通 信方式 の標準化が必要 とな ってお り,現 在標 準化 された ものについ て

は 「推奨通信方式 」として郵政大 臣が告示 してい る。

データ通信回 線利 用の 自由化の動 向 に即 しつつ,デ ータ端末機器及 びその

利用形態 の多様化,コ ス トの低廉化 に対 す る経 済1社 会諸 分野の要請を実現

し,ま た,利 用 者の端末機器利用 の容易性 を増大 させ,あ わせ てデータ通信

機器産業 の発展 にも資す るため,次 の方 策 を講 じる必要 があ る。

1.技 術基準の制改 定 に当たって広 く国 民の声 が反映 できる仕組 の確立

2.審 査(個 別審査,型 式審査),工 事検 査等 の簡素化及びそれらのあ り方
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に関 す る検 討

3.推 奨通 信方 式 に関す る制度(審 議機関,認 証制度等)の 検討

第4節 デ ー タ通 信 回線 に係 る料 金 の あ り方

デ ー タ通 信 に専 用 的 に利用 で きる特 定 通 信 回 線 の料 金 は,遠 近 格差 が大 き

く,ま た,技 術 開 発 の推 移 か らみ て も特 に遠 距 離 区 間 の料 金 は 高 い と考 え ら

れ る。 デ ー タ通 信 の振 興 を図 り,情 報 化 社 会 の 進 展 に資 す るた め,適 切 な料

金体 系 に 改 め る必要 が あ る。

現 行 の 特 定通 信 回線 の料 金 は,専 用 回線 の料 金 との均 衡 を 図 っ て定 め られ

てお り,そ の 専 用 回 線 の料 金 は,電 話 の通 話 料(法 定料 金)と の均 衡 を 図 っ

て い るが,電 話 の通 話 料 は,遠 近 格 差 が大 き く,是 正 が要 請 され て い る。

しか し,電 話 の通 話料 は,国 民が広 く利 用 す る もの であ って,抜 本 的 な 是正

が,特 に近 距 離 区 間 の通 話 料 の引 上 げ を伴 うこ とか ら困難 な実 情 にあ る。

そ こで,特 定通 信回 線 の料 金体 系 にお い て,遠 近 格差 の 是正 を図 るた め の

方 策 と して は,回 線料 金 の原価(適 正 な利 潤 を含 む。)を 明確 に した 上,電

話 の通 話料 及 び専用 回線 の料 金 の遠 近 格 差 の是 正 の方 向 を 見極 めつ つ,特 定

通 信 回線 の料 金体 系 を別 に確 立 して い く必 要 が あ る。 また,適 正 な 距離 段 階

の設定 に つ い て も実 現 を図 っ てい くこ とが望 ま しい。

しか しな が ら,そ の実 現 に 当た っ て は,料 金 の 引 上 げ を伴 う場 合 の利 用 者

の急 激 な負 担 変 動,電 電 公社 の収 支 状 況 に及 ぼ す影 響等 に も配 慮 しつ つ,漸

進 的 に進 め る こ とにつ い て も考 慮 す る こ とが 必要 で あ る。
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昭和56年8月24日

座 長 談 話

本 日,電 気通 信 政策 懇 談 会 と して,「80年 代 の 電気 通 信 政 策 の あ り方 」に

つ い て の提 言 を郵 政大 臣 に提 出 した。

本 提 言 は,昨 年10月 に 当懇 談 会 が 設 置 され て以 来,そ の 下部 機 構 と して の

専 門委 員 会 ・専 門委 員会 部 会 等 の検 討 ・調 査 ・研 究 活動 と一体 と な っ て,10

ケ 月余 にわ た っ て,7回 の会 合(臨 時 会 合 を含 む)を 開 い て検 討 をす す め て き

た結 果 を集 約 した もの で あ る。

提 言 は,長 期的 ・基 本 的課 題 か ら当 面 の 緊急 課 題 までを含 め て,そ の方 向 等

を示 してい るが,長 期 的 ・基本 的 課 題 につ い て は,今 後一 層 の検 討 ・調 査 を 要

す る もの もあ り,日 々の行 政 ペ ー スあ るい は 調査 ・研 究 プ ロ ジ ェク ト活動 等 の

中 で対 処 され た り,あ るい は 公 的 な 政 策 審 議機 関 に よっ て審 議決 定 され るべ き

もの もあ ろ うが,当 懇 談 会 と しては 郵 政 省 にお い て これ を具体 化 す る に際 して

は,字 句 に拘 泥 す る こ とな く,よ く提 言 の精 神 を活 か す よ う切 に願 うもの であ

る。 更 に将 来 にわ た って,政 策 を決 定 した後 に於 て も,時 宜 を 失 す る こ とな く,

そ の効果 は常 に フ ィー ドバ ック され,適 時 適 切 に対 処 され る こ とを願 っ てや ま

ない。

また,本 提言 に お い ては特 に緊 急 課題 と して 「デ ータ通 信回 線 利 用 の 自由化

問題 」につ い て,そ の あ り方 を具 体 的 に提 言 して い るが,こ れ は今 後 の わ が 国

にお い て情報 化 の促 進 が必 要 で あ り,そ のた めの方 策 と して,情 報 化 の 中心的

役 割 を果 す ことが 期待 され て い る電 気 通 信 分 野 にお い て デ ー タ通 信 回 線利 用 の

自由化 を推 し進 め る こ とが有 効 な 政策 で あ る との認識 に た っ て行 っ た もの であ

るb
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この 自由化 の推進 の結 果,電 信 電 話公 社 の 施 設 を利 用 しつつ,公 社 とは別 個

の他 人 間 の通 信 を媒 介 す る類 似 したサ ー ビスの 出現 が 見込 まれ,こ れ は い わ ゆ

る公 衆 電 気 通 信 業 務 で あ るの で,こ れ らにつ い ては公 益 的側 面 か ら利 用 者保 護,

通 信 の 秘 密 の確 保 や 公 衆 電気 通 信 秩 序 の維 持 等 の観 点 か ら,一 定 の チ ェ ックが

必 要 と考 え られ る。 当懇 談 会 と して は これ を 「許 可制 を含 む何 らか のチェ ック 」

とい う言葉 で表 現 す る こ と とした もの で あ り,情 報 処理 の 中 にメ ッセ ー ジ ス イ

ッチ ングが含 まれ る場 合,何 らか の チ ェ ックは あ る もの の直 ち に許 可制 の も と

に おか れ る とい うこ とを意味 す る もの では な い。

どの範 囲 ま での もの が許 可制 の もと にお か れ るか につ い ては,郵 政 省 に お け

る今 後 の法 的 措 置 の検 討等 の 中 で具 体 的 に整理 され る こと とな ろ うが,当 懇談

会 と しては 基 本 的 に は,で き る だ け 自由 な利 用 が認 め られ る よ うに な る 二とを

願 うもの で あ る こ とを 申 しのべ てお き た い。
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1981年10月

全 国 電気 通 信 労働 組 合

今後における公衆電気通信事業のあり方

は じ め に

1980年 代 に入 っ て電 電 公社 の 事 業運 営 に対 し,多 くの批判,意 見が 出 さ

れ,最 近 の第二 臨調 第一 次 答 申 では,「 経 営 の効 率 化 を促 進 す る と と もに,巨

大 化 した事 業 規 模 の適 正 化,組 織 の 活性 化 を図 るた め,事 業 の 分割,民 営 化 等

を ふ くめ今 後 の経 営形 態 を根 本 的 に見直 す 」 との方 向 が示 され,検 討 が 開始 さ

れ て い ます。

わ た した ち 全電 通 は この 情況 を80年 代 に お け るパ ブ リ ック ・セ クタ ー の役

割 が 問 い直 され て い る もの と受 け とめ,電 気 通 信 事 業 に働 ら く労 働 者 の社 会的

責 任 と して 「国 民 の ため の 情報 通 信 」実 現 の立 場 か ら 「民営 化 に反 対 し,電 気

通 信 事 業 の改革 を は か る 」た め,つ ぎの態 度 を 明 らか に します。

1理 由 な き 民 営 化 論

今 日,行 政改革の立場 からの民営化論 は,

① 国の支出 を削減 して 「小 さな政府 を 」

② 官業は非効率 であ る

③ 民業 を圧迫 し,民 間の活力 を阻害す る

④ 官業 としての使命 は終 った

にあ るといわれ,こ れ に加 え,電 電公社 の不正経理 に代表 され る独 占の体

質 に対 す る批判 か ら主張 されてい ます。

しか し,電 電公社 に関 しては,① 国の財 政から全 く補助 され てお らず,逆
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に1981年 度 か ら四 年 間 毎 年1,200億 円を 国庫 納 付 し,国 の 歳入 増 に寄

与 して い ます。 ② 非効 率 が 指摘 され て い ますが,ア メ リカ の 民間 企業 で あ る

電話 会 社(ATT)の 生 産性.職 員一 人 当 り電 話 機 数 でみ た場 合1979年

度,電 電 公 社20'5個 とATTの165個 を大 き く上 廻 っ てい ます。 まーた,

電 話 の完 全充 足,自 動 化100%は す で に達 成 され て い ます 。

問題 は,公 社 発 足 の主 旨 で あ つた公 共 性 を維 持 し,効 率 的 な経 営 が 拘束 と

統 制 の強 化 に よっ て 自主 性 が狭 くな り,効 率 を発 揮 した くと も機 動 性 が な い

こ とで あ ります 。 ③ 民 業圧 迫 論 は,利 用 者,国 民 と して は ・公 営 で あれ ・ 民

間 企業 であ れ,情 報 通 信 に関 し,良 品,低 廉 の サ ー ビス を求 め てい る,もの で

論 理 の す りか え で あ ります。 ④ 使 命 終 了 といい ます が,電 気 通 信 事 業 は,現

在4,000万 に お よぶ加 入 電話 のサ ー ビス を提 供 し,今 後 の 需要 に も応 え て

い く役 割 を もつ と と も に,情 報 化 の進展 に と もな いデ ー タ通 信,フ ァ クシ ミ

リ等 の 新 た な サ ー ビス の た め よ り便 利 で,よ り豊 富 な,よ り安 い ネ ッ トワー

クが要 求 され1そ れ に応 え るシ ス テ ムの建 設が 求 め られ,情 報 化 時 代 の使 命

は大 き い と考 え ます。

以 上 の ご と く,今 日 の電 気通 信 事 業 に対 す る民営 化 論 は,そ の論 拠 が 不 明

確 な もの であ ります。"t

2わ た した ちが 提 起 す る 公 衆 電 気 通 信 事 業 の あ り方

1基 本 原 則

わた した ち全電通は,民 営化論 には反 対であ ります が,現 在の電電公社

の経営 につい ては,多 くの意見を もってい ます。 それ は,① 古い独 占時代

の体質が残 留 し,今 日の社会的 ニーズ に対応 し切れてない。② 拘束 と統制

が経営 の 自主性 を失 なわ してい る。 ③不正経理 に代表 される経営体質 の改
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善 を早 急 に行 な い,国 民 の 信頼 を と り戻 す 必要 が あ る。

この立 場 か ら,情 報 化 時代 にお け る公 衆 電 気通 信 事 業 体 の あ り方 は,

r社 会 の すべて の 部 門 に最 良 の サー ビスを 提供 し,経 済 資 源 を最 適な 方 法

で 利 用 す る こ と」 な らび に,rこ の サー ビ スを 適 正 な 料 金 で 提 供 す る こと

にあ る 」 との立 場 に た ち ます。

したが っ て・今 後 の 電 気通 信 事 業 の基 本 は,

(1)電 気 通 信 ネ ッ トワ ー クは 国 民の 共有 財 産 で あ って,特 定 の もの の利 益

の み を追 求 す る利 用 は 許 され ませ ん。 また,電 気通 信 ネ ッ トワー ク の社

会性 が拡 大 してい る こ とか ら,巨 大 な外 国資 本 が 介 入 す る こ とにな れば,

わが 国 の 国 民経 済 が左 右 され る こ とに もな りか ね ませ ん。

(2)民 営化 や 分割 が行 な わ れ た場 合,利 潤 を 目的 とす る 企業 活 動 は,収 益

の如 何 に よ って,料 金,サ ー ビス に地 域 別格 差 を生 じ,「 あ まね く公}臼

の 原則 が 失 わ れ ます。

こ とに,電 気 通 信 は 全 国 的規 模 で双 方 向性 を有 し,東 京 で か け た電 話

と北海 道 でか けた 電 話 料 金 が 異 な る こ とは 「あ まね く公 平 」の原 則 に反

します。

(3)こ の立 場 か ら経 営 形 態 の あ り方vaつ い ては,公 共性 を維 持 ・発展 させ

てい くた め公 共 企 業 体 と して,そ の経 営 に 民 間 の長 所 を と り入 れ た もの

と して い き ます 。

{4)事 業 の 運営 に あ た って は.公 開 ・分権 ・参加 と 自主性 の確 立 を は か り

ます。

⑤ 情報 化 の進 展 に対 しプライ バ シ ー を保護 し ます。

皿 私 た ちの め ざす 公衆 電 気 通 信 事 業

情報 化 の 進展 の な か にお け る公 衆 電気 通 信 事業 体 の役 割 は大 きい ものが
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あ り ます が,こ の な か で 出現 して きた す べ て のサ ー ビス を独 占 的 に提 供 す

る こ とは困 難 で あ り,ま た,社 会 的 に容 認 され ませ ん。 この立 場 か ら,

(1)情 報 化 の進 展 に伴 って,国 民生 活 の 向 上

福 祉 の 充実 をは か り,国 民経 済 の発 展 に寄与 す るサ ー ビス の提 供 を行

な い ます。

(2)電 信 電 話 サ ー ビス は今 後 も一 元 的 に提 供 してい き ます。

(3)電 信 電 話 な らび にデ ー タ通 信,フ ァクシ ミ リ網 な どの ネ ッ トワー ク に

つ い て も一 元 的 に所 有 し運 営 して い き ます。

14)デ ー タ通 信,フ ァク シ ミ リサ ー ビス等 は,民 間 と公 正 競争 を行 な っ て

い き ます。 また,今 後,新 た な ニーズ に対 す る新サ ー ビス につ い て も積

極 的 に対 応 して い き ます.

(5)通 信 回 線(網)の 利 用 につ い ては,電 信電 話 的 業 務 を行 なわ な い こ と

な ど一 定 の規 制 を 行 な うもの の ほか は 自由化 と します。

(6)端 末 につ い ては,ほ とん どが 自由化 され て ます が,基 本 サ ー ビス の電

話 機(本 電 話機)に つ い て も民 間 も販 売 可能 とな るよ うに します。

(7)情 報 化 の発展 を展 望 し,以 上 の社 会的 責 任 を果 す た め必 要 な建 設投 資

を行 な い ます.

皿 公 正 な 競 争 条 件 の設 定

公 衆 電 気 通 信 事業 体 と民 間 の競 争 分 野 が生 じ る こと にた い し,競 争 を公

正 に行 な え る条 件 を 整備 して い く必 要 が あ ります。 その た め,

① 料 金,制 度,業 務 の範 囲 な ど,現 行 の法 制 上 の規 則 の 緩和 と認 可制 の

再 検 討 を求 め てい き ます。

② 税 制 上 の 優遇 措 置 を再 検 討 し,税 金 につ い て も支払 う方 向 で具 体 化 を

は か ります。
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3新 し い 時 代 に 対 応 す る 経 営 の あ り方

ω 独 立 採 算 制 を 貫 くと と もに,経 営 の 自主 性 を保障 し,国 民 の負 託 に応 え

る経 営 と し ます。 そ の ため に,

① 予 算(投 資 を含 む)は,細 目 にわ た って議 決 す る拘 束 制 度 を改 め,総

枠 につ い て国 会 の承認 を うる よ うに し ます。

② 料 金 の法 制 定 制 を緩 和 しま す。 具 体 的 には,

ア.公 共 的 必 要 余 剰 を含 め て料 金 の決 定 原 則 につ い て国 会 で決 め ます。

イ.基 本 的 な 料 金(基 本 料.通 話 料 等)は,電 気 通 信審 議 会 の審 議 を経

て郵 政省 の 認 可 に よ り定 め ます。 この 際公 聴 会 等 に よ って.十 分利 用

者.国 民 の意 見 を反 映 させ ますぴ

ウ.料 金 体 系 は公平 を原 則 と し,新 た な時 代 に適合 す る よ うに見 直 しま

す。

但 し当 面 は,グ ル ー プ料 金 制 の 実 施 に よ り,道 一 つ 隔 て て 市外 通 話

とい った よ うな不 公 正 をな くし ます 。

エ .競 争サ ー ビス ・商 品 につ い て は,市 場 原 理 に よ り自主 的 に決 定 し ま

す。

(2)制 約 され て い る当 事 者 能 力 の拡 大 を は か ります 。 当 面は 人 件 費 の移 流 用 ,

収 支 差 額 の一 部 につ いて 自主 的 運 用 を 可能 とな る よ うに して い き ます。

(3)労 働 者 の 企 業 努 力 が報 い られ る制 度 を確 立 す る と と もに.働 き甲 斐 の あ

る職 場 を確 保 し ます。

ω ス ト権 は 民 間 なみ とし ます。

●

4開 か れ た 事 業 と サ ー ビ ス の拡 充

ω 経 営内容 や計画 を広 く国民 に公開 し,経 営をガラス張 りにし ます。
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{2)地 域 社 会 の 要請 に応 じた サ ー ビスを柔 軟 に提供 す るため に,本 社 に よる

統 制 強 化 を改 め,地 方 分権 を拡 大 し ます 。

(3レ 経 営 委員 の有 償 化 に よ る責 任 制 の確 立 等;経 営委 員 会 の強 化 をは か る と

とも に,現 行 の監 事 制 度 を発 展 させ て専 門 家 を 含む 監 査 委 員 会 を設 置 し,

経 営 に対 す る内 部 牽 制 体 制 を強 化 し ます。.

ω 利用 者,国 民 の立 場 にた って サ ー ビス を提 供 し ます 。 その 基 本 は,

① 公 平 … …… 誰 で も,ど こで も

,② 正 確 … … … 良 い 品質,無 事故

③ 迅 速 … … …す 早 い 対応

④ 親 切 … … …利 用 者 の立 場 にた っ1こ応 待

⑤ 低 廉 … … …安 い料 金

㈲ 具 体的 サ ー ビス と しては,

① 近 い将 来,電 話,フ ァク シ ミ リ,コ ン ピ ュー タ な どが 自由 に接続 出来

る高度 情 報 通信 シ ス テ ムの形 成 をは か って い きます。

② 当 面 は.

ア.1軒1電 話 を最 低 に普 及 をは か り ます。.

イ.無 電 話地 域 の解 消 を はか ります。 その た め離 島 ・過 疎 地 の通信 手 段

の 開発,な らび に.加 入 区域 制 を廃 止 し ます。

ウ.料 金 につ い ては 公 平 で格 差 の解 消 を め ざ した もの と し ます。

エ .福 祉 の電 話 の 拡 充 と救急 医療 シ ステ ム,心 電 図伝 送 の普 及。

オ.デ ータ 通信.フ ァク シ ミ リ通信,移 動 体通 信 の大 衆 化,さ ら に.公

共 的 デ ータ ・ベ ー ス シ ス テ ム の提供 。

カ.災 害対 策 の充 実 強化 をは か ります。
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5経 営 に 対 し て 国 民,労 働 者 の 意 思 の 反 映 の 場 を 確 立 し ま す

ω 長期的 には電気通信監理委員 会 を頂点 として,国 民 的 なチ ェックの体制

を確立 し,公 的独 占の弊 を徹底 して排除 します。そ のためには電気通信監

理委員 会は適正 な構成 による高度 な行 政委員 会 とします。

(注)公 企体 に民間 公益事業 と同様 の経営の 自主性 を保障す るとともに.公

的 コン トロール の場 としての行 政機 関の設置 の構想は昭和 ろ9年 の第一

次 臨時行政調査会 の答 申にお いて提起 され ています。

{2)当 面 の課題 としては,郵 政審議会 よ り電気通信審議会 を独立 させ.民 主

的 な構成 の もとに運 営 し,電 気通 信 事業の運営 において必 要な課題 につ い

て検討 します。

(3)現 行 の利用者委 員会を県 レベル に拡大 し.利 用者,国 民の意見 の反映の

場を充実す る とともに,そ れ を事業 運営に活か し切 るため に.電 電公社 に

全社的な体制 を確立 します。

■

6雇 用 ・労 働 条 件 等

(1)全 電通労 働者の雇用保 障,な らびに関連産業労働 者の雇用保障

{2)働 きがいの ある職場

(3)労 働 者の努 力がむ くわれ る制度な ど新時代va対 応す る労 働条件の確立

(4)技 術変化 に対 す る技能向上訓練の拡 充
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亙

(郵 政省報道発表資料)

デ ー タ 通 信 自 由 化 に つ い て

公 衆電気 通信法の一部 を改正 す る法律案の 内容

付加価値 デー タ伝送業務 に関す る法律案の 内容

昭和56年12月

郵 政 省

〔注:i㌶鷺 三鞭 〕



(郵 政省報道発表資料)

月

省

12年

政

56和昭

郵

り

デ ー タ通信 自由化 に つ い て

郵 政省 は,産 業 界,経 済 界 等 各 界 か ら強 い 要 望 の 出 され てい た デ ー タ通 信 利 用

制 度 に つい て,抜 本 的 改 正案 を と りま とめ た 。

デ ー タ通信 は現 在,銀 行 の オ ン ラ イ ン シス テ ム,自 動 車 の 車 検 シス テ ム等,社

会,経 済 等 の さま ざま な分 野 で広 く利用 され,国 民生 活 に 欠 く こ との で きな い も

の とな っ て き てい る 。

しか し,デ ー タ通 信 の 利用 制 度 は,昭 和46年 の 公 衆電 気 通信 法 改 正 以来,一 部

手 直 しが行 われ たの みで あ り,コ ン ピ ュ ー タ通 信 技 術 の 急 速 な進 歩 等 に もはや 対

応 で きな くな ってい る と して,各 界 か ら大 幅 な 自 由化 の 要 望 が 出 され てい た 。

こ う した状 況 の もとに,郵 政 大 臣 の私 的懇 談 会 で あ る電 気 通 信 政 策 懇 談 会 は,

本 年8月,デ ー タ通信 の 自 由化 の あ り方 に つ い て緊 急課 題 と し τ提 言 を行 った が,

その 中 で,単 に情報 処 理 の た めの 通 信 回線 の 利 用 制 度 の 改 正 に と どま らず,80年

代 を展 望 し てコ ン ピ ュー タの 蓄 積 ・交 換 機能 を活 用 した高 度 な 通信 サ ー ビス を提

供 す る民 間 事業 者 の出 現 を促 進 す べ きで あ る と し て,そ の た めの 制 度 の 整 備 を求

め てい た とこ ろで あ る。

郵 政省 は,こ れ らの動 向 を踏 ま え,そ の改 正 案 を検 討 し てきた が,こ の た び,

デ ー タ通信 利 用 制 度 の 抜 本 的 改 正 案 を と りま とめ,通 産 省 をは じめ,関 係 機 関 と

の調 整 を開 始 した 。

この改 正 案 に よれ ば,経 団連 提 言,産 業 構 造 審 議 会 答 申(通 産 省),行 政 管 理

庁 勧 告等 の 求 め る デ ー タ通 信 に 関 す る 自由化 は,ほ ぼ全 面 的 に 認 め られ る こ と と

な る。
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郵 政 省 が今 回 の 改正 案 を ま とめ る こ と とな った背 景 は,デ ー タ通信 の 急 速 な発

展 に伴 い,個 々の コン ピ ュ ー タ シス テ ム を結 びつ け る デ ー タ通信 の 発 展 ・高 度 化

の 動 向,い わば社 会 の シ ス テ ム化 の 方 向 が 必然 で あ り,更 に,コ ン ピ ュー タ とそ

の 利 用 技 術 の発 展 に 現行 制 度 が 対 応 し きれ な くな っ てい る との 認 識 の も とに,新

しい通 信 政 策 の方 向 を打 ち出 す こ と と したた めで あ る 。

今 回 の改 正案 の主 要 な内 容 は,① 情 報 処 理 の た めの 回 線 利用 は 原 則 自 由化 を行

う。② 従 来,電 電 公社 の独 占 と され てい た通 信 サ ー ビスの分 野 に,「 付 加 価 値 デ

ー タ伝 送 業 務 」 と し て民 間 企 業 の 参 入 を認 め るこ と と した こ との2点 で あ る。

(情 報処理 のための回線利用 自由化の内容)

要 望 対 処

共同使用 範囲の拡大 ① 業務.ヒの関係のあ るほ とん どの企業 間

で 可能 。

メ ッ セ ー ジ 交 換 ② 業務 上緊密 な関係 を有す るときは メ 。

セ ー ジ交 換 も可能 。

他人使用 基準緩和 ① 他人 の通信の媒介が行 われ ない場合,

自由な使用 可能 。

メ ッ セ ー ジ 交 換 ② 上記 の 場 合,中 途 コ ン ピ ュ ー タ等 の メ

ッセ ー ジ交 換 も可能 。

コ ン ピ ュ ー タ 接 続 ③ コ ン ピ ュ ー タ と コ ン ピ ュ ー タ の 接 続 も

可能 。

相互接続 個別認可撤廃 ① 公 一特の接続 は個別認 可を廃 止 。

原則 自由 。

公 一特 一公 の接 続 ② 公 一特 一公 接 続 も,個 別 認 可の もとに

可能 。
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(付 加 価 値 デ ー タ伝 送 業 務 に 関 す る内 容)

付加 価 値 デ ー タ伝 送 業 務 とは,コ ン ピ ュー タを用 い た,コ ン ピ ュー タ通信,メ

ー ルサ ー ビス(オ フ ィス オ ー トメー シ ・ ンの た めの 文 書 伝 送 サ ー ビス)等 で既 に

ア メ リカで は多 くの企 業 が 提 供 し てい るが,わ が 国 に お い て も今 後 多 様 な発 展 を

期 待 され る新 しい 通信 サ ー ビスで あ る。

この 付 加価 値 デ ー タ伝 送 業 務 は,「 特 定 」 と 「公 衆 」に2分 類 され てい る。

特 定 の 需 要 者 に 対 し てサ ー ビスが 提 供 され る もの(特 定 付 加 価値 デ ー タ伝 送 業

務)は,原 則 自 由 で あ るが,こ の サ ー ビスが 電 電 公 社 の基 本 的 サ ー ビス と同 じ も

の とな らな い こ とを チ ェ ックす る ため届 出 を必 要 とす る。

不 特 定 多数 に対 し て電 電 公 社 の 基 本 的 サ ー ビス以外 の サ ー ビスが提 供 され る も

の(公 衆 付加 価 値 デ ー タ伝 送 業 務)は,新 しい 通信 サ ー ビス で あ るの で,通 信 の

秘 密 等 利 用 者 保 護 等 の 観 点 か ら郵 政 大 臣の 許 可が 必 要 で あ り,ま た,外 資,外 国

人 の参 入 を制 限 し てい る 。

その他,許 可等 に 当 た っ て,郵 政大 臣の 公 正 な判 断 を確 保 す るた め,審 議 会 に

よ る第3者 チ ェ ック を行 い,手 続 的 な側 面 か ら も公 正 さ を確 保 す る こ と とし てい

る。

(今 回 の改 正 の主 眼 点)

今 回 の 改正 案 の主 眼 点 は,従 来 民 間 に ま った く禁 止 され てい た メ ッセ ー ジ交換

を全 面 的 に 認 め る こ と と した点 に あ る。 メ ッセ ー ジ交 換 を認 め る こ とに よ っ て,

各界 か らの 多 方 面 に わ た る要 望 に対 し て応 え る と同 時 に,こ れ まで 電電 公 社 の専

属 領域 と され てい た メ ッセ ー ジ交 換 を本 来 業 務 とす る通 信 サ ー ビス(付 加 価 値 デ

ー タ伝 送 業 務)を 民 間企 業 も提供 可能 とす る こ とに よ っ て,経 済 ・社 会 の 活 性 化

に貢 献 し,併 わ せ て通 信 分 野 に お け る民 間能 力 の活 用 を図 ろ うとす る もので あ る 。

一 方 情報 処 理 を主体 とす る従 来 の デ ー タ通 信(オ ン ラ イ ン情 報 処 理)は,通 信

サ ー ビス以 外 の もの と位 置 づ け られ,原 則 自由 化 が 図 られ てい る とい うの が,今

回 の改 正 の 基 本 的 構 造 とな っ てい る。
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(今 後 の措置)

政府 部内の調整 がつ き次 第,年 明けに も自民党通信部会等 の了承 を得 て,次 期

通常国会に法案提出 の運 び とす る予定 。
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公衆電気通信法 の一部を改正する法律案の内容
(注:本 法律案 は国会提 出 とな らず)

1.特 定 通信 回線の共同使用 の拡大

① 業務 上関係があ るほ とん どの企業間 で一定 の基準 の もとに共同使用で きる

もの とす る。

② 国の機関及 び地方公共 団体又 は共 同 して同一の業務 を行 う二人以 上の者若

レくは相互に業務 上緊密な関係 を有 す る者で ある ときは,従 来認 め られ てい

なか った電信電話 的利用 も含 め て自由に行 え るもの とす る。

2.特 定通信回線の他人 使用 の拡大

他人 の通信の媒介 を行わ ない限 り,計 算 センター等 は 自由に回線 を利用 で き

るよ うにす る。

3.他 人の設置す る電子計算 機等 との接続

計算 セ ンター等が設置 す る電子計算機 とその顧 客が設置す る電子計算機等 と

を接続 で きる もの とす る。

4.特 定通信回線 と公衆通信回線 の相互接続

特定 通信 回線 一公衆通信 回線 の接続 につい ては,個 別 認可制 を廃 止 し,一 定

の基準 の もとに接続 で きるよ うにす るほか,従 来 認 め られ てい なか った公衆通

信回線 一特定通信 回線 一公衆 通信 回線の接続 につい ても,個 別認 可によ り接続

で きるもの とす る。

5公 衆通信回線の利用 制限禁止

公衆 通信 回線の共同 使用及 び他人 使用の制限 を廃 止す る。

付加価値 データ伝送業務に関する法律案の内容

(注:本 法律案 は国会提出 とな らず)

1.目 的
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この法律は,付 加価値 デー タ伝送業務(民 間企業 が電電公社 ・国際電電 の デ

ータ通信 回線 を利用 して行 うVAN
,メ ールサ ー ビス等の通信サ ー ビス)の 運

用 を適 正にす ることによ り,利 用者 の利益 を保護 す るとともに,公 衆電気 通信

に関 す る秩 序 を確立 す ることを目的 とす る。

2.秘 密の確保

憲法で保 障 された通信 の秘 密 を確保 し,信 頼 され るサ ー ビスとす るた め,付

加価値 デ ータ伝送業務 を行 う者の取扱 中 に係 る通信の秘 密 を電電 公社 ・国際電

電の取 り扱 う通信 と同様 に保護す る。

3.付 加価値 デー タ伝送業務範 囲の明定

電電公社 ・国際電電が独 占的に提供すべ き公衆電気通信 業務 を,ネ ガテ ィブ

リス トで明定 す ることによ り,民 間企業(付 加価値 デー タ伝送業務 を行 う者)

が行 える業務 を明 らかにす る。

電電 公社 ・国際電電 が独 占的に提供 す る業務 は次 の とお り。

① 電 信,電 話,専 用 線,デ ー タ通信 回線,DDX等 国民経済及 び国民生 活上

基本 的な電気通信手段 として,合 理 的 な料金 の下にあまね くかつ公平 に提供

す ることが不 可欠 と認 め られ る業務 。

② 我 が国の締結 した条約 その他国際約束 によ り,民 間企業 が行 えない もの と

され てい る業務

これ らの業務 は,審 議会 に諮問 して,郵 政省令で定 める。

4.特 定 付加価値 デ ータ伝送業務

① 業務 の届 出

特定 の者 の需要 に応 じて行 う業務 は,そ の業務の開始の 一月前 までに,郵

政大 臣に届 け出れば原則 として自由にで きる もの とす る。

② 変更命令等

特定業務 は あ くまで も自由にで きることを原則 とす るが,そ の業務 が電電

公社 ・国際電電 が独 占的に提供 すべ き ものに該 当す る場合 は,そ の業務 に利

害関係 を有す る電電 公社 ・国際電電 ではな く,第 三者 た る郵政 大臣の判 断 に
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よ り届出 を受理 した日か ら1月 以内に限 り,そ の業務の変更又は中止 を命 ず

るもの とす る。

5.公 衆付加価値 データ伝送業務

① 業務の許 可

不特定多数の者の需要に応 じて行 う業務は,利 用者の保護等 を図 るため郵

政大 臣の許可を受 けなけれ ばな らない こととす る。許可に当た っては,許 可

の基準 を明定 す るとと もに,外 国企業 には原則 として許可 しない もの とす る。

② 料金 その他の契 約約款の届 出

公衆 付加価値 デー タ伝送業務 を行 う者 には,料 金 その他の提供 条件 に関す

る契約 約款 を届 け出 させ,間 接的 に利用者 の保護 を図 る。

③ 改善 勧告等

郵政大 臣は,設 備又 は業務の運 用が適切 でないためその利用者の利益 を著

しく阻害 し てい る事実 があ ると認 め るときは,公 衆 付加価値 デー タ伝送業務

を行 う者に対 し,当 該設備 又は業務 の運 用の改善 を勧告又は命令 す ることが

で きることとし,直 接的 に利用者の保護 を図 る手段 を担保 してお く。

6.手 続 的保 障

郵政大臣の公正な判 断 を確保 す るた め,電 電公社 ・国際電電 の独 占 とすべ き

公衆電気通信業務の範囲 を定 める とき,又 は,許 可,命 令等の行政処 分 を行お

うとす る ときは,審 議会 に諮 問 しなけれ ばな らない こととす る。
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匝

ユ ー ザ ー 白 書

昭 和57年 追 補

(抄)

昭和57年2月

電 気 通 信 ユ ー ザ ー 協 議 会



第1部 ユ ー ザ ー の 望 む も の

電気通信 ユーザ ー協 議会 は,昭 和56年12月,現 在にお け るデー タ通信回線 自

由化 に関す る郵政省 の動向 に関連 し,特 に次の3点 を主張 しその実施 を強 く要請

す る もので あ る。

1.デ 三夕通信の ための共 同使用,他 人使用 を全 面的に 自由化 され たい 。

2.遠 近格差 を是正す るとと もに,料 金水準 を大幅に引下げ られ たい。

3.付 加価値通信業務 につい ては,新 規民間業者の参入 が当該分野の発展 につな

が るとの認識の下 に,電 電公社 および国際電電 が不当に新規民間業者 を圧迫す

ることの ないよ う公平 に扱 われたい。

1.共 同 使用 ・他 人 使用 の 自由化

1-1回 線 規 制 は情 報 規 制

共 同 使用 ・他 人 使用 を完 全 に 自由化 され た い 。 つ きつ めれ ば デ ー タ通 信 を 目

的 と した メ ヅセ ー ジ ・ス ィ ヅチ ング を 自由化 す る こ とで あ る。

「業 務 上関係 が あ る企 業 間 」で,と か 「一 定 の基 準 の 下 に 」或 い は ま た 「共

同 し て同 一 の業 務 を行 う者 」 に限 っ て,共 同 使用 を認 め るの で は 決 し て自由化

で は ない 。

此 等 の 回 線 利 用 上 の規 制 は,そ の ま ま電 子 計 算 機 利 用 形 態 を規 制 す るこ とに

ほ か な らな い の で あ る。郵 政省 は,上 記 の条 件 で ユ ー ザ ーの 要 求 を すべ てみ た

し てい る と考 え るで あ ろ うが,そ れ は大 きな間 違 い で あ る。

な るほ ど,従 来 ユ ーザ ーが 訴 え てい た不 合 理 事 例 は,こ れ 位 の こ とな ら当然

認 め られ るだ ろ うと考 え て企 画 し,実 行 に 着手 し て規 制 され苦 悶 した実 例 で あ

っ て,い わ ば 自己規 制 し,自 己検 閲 した 上で ひ っか け られ てしま った もの ば か

りなの で あ る 。民 間 企 業 は,や れ ぬ と判 っ てい る こ と を企 画 化 す る ほ ど,時 間
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的 に も,資 金 的 に も余 裕 は な い 。 した が っ て国 は,ユ ーザ ーの 訴 え る事 例 を超

え て判 断 すべ きで あ る 。

電 子 計 算 機 の活 用 が 我 国 の産 業 や 社 会 に 必 須 で あ り,そ れ を も っ てし ては じ

め て国 の 発 展 を維 持 し てゆ け る こ とを国 が 認 識 す るの な ら,トその電 算 機 の 利 用

形 態 を,国 は如 何 な る形 に お い て も規 制 す べ きで は ない で あ ろ う。 回 線利 用 形

態 に条 件 をつ け る とい う形 式 を と っ て,実 の と ころは情 報 の 処 理 ・流 通 を期 制

し てい る昭和 の40年 代,50年 代 の 日本 は,複 写 機 を国 家 管 理 し てい る ソ連 と

比 較 して後 世 論 じ られ る こ と を予 期 しな け れ ば な るまい 。

他 人 使用 に つ い て 「他 人 の詰 信 の媒 介 を行 な わ ない限 り」 回 線 の利 用 を 自 由

化 す る とい うの もナ ン セ ンスで あ る。通 信 回 線 とい う もの は,デ ー タ通 信 用 で

あ ろ う と電 話 用 で あ ろ うと,要 す るに通 信 の た めの もの で あ り,そ れ を他 人 が

使用 す る限 り他 人 の 通信 の何 等 か の 媒介 は本 質 ・必然 的 に伴 う もの で あ っ て,

それ を ど こ まで は 認 め る,ど こか らは認 め ない と線 をひ く こ とは所 詮 人 工 的,

人為 的 境 界 で あ っ て,結 局 は行 政 の 恣 意 に堕 し てし ま うお そ れ な し と しな い 。

単 独 使 用 と共 同 使用 ・他 人 使 用 の 区分 は実 体 に お い て あい ま い な ら ざ るを 得

ず,共 同 使 用 と他 人 使用 の 区分 は さ らに あ い ま い な ので あ る 。何 の た め に ム リ

ヤ リ区 分 しな けれ ば な らな いの か,そ れ が 不 思 議 で あ る 。

1-2全 面 自 由化 を こそ

単 独 使用 形 態 で あ る限 り,換 言 す れ ば 同 一 企 業 内 であ れ ば,メ ッセ ー ジ ・ス

イ ッチ ン グは 自 由 で あ る。 とこ ろが,こ の 企 業 が 製 造部 門 と販売 部 門 に 分 離 さ

れ て別 会 社 とな る と,両 社 間 の 回 線 は途 端 に 「共 同使用 」形 態 に な る 。 も し,

その 企 業 が電 算 機 部 門 を も別 会社 に す る と,製 造 会 社 と販 売 会社 は その 電 算 サ

ー ビス会 社 の電 算 機 とネ ッ トワー ク を使 う こ とに な るか ら,「 共 同 使用 」は 「他

人 使 用 」 とな り果 てる 。

ユ ー ザ ーの本 当 の気 持 は こ うで あ る。単 独 使用 で も共 同 使用 で も他 人 使用 で

もその よ うな定 義 自体 は 問題 で は な い 。 しか し,そ の た めに 高 価 な そ して便 利

な電 子 計 算 機 の 使 い方 を制 限 した り,禁1上 した りす る こ とは や め て も らい た い 。
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人 間 の 想 像 力 に は限 界 が あ る。一 方 経 済界,産 業 界,そ して科 学 技 術 の必 要 と

発 展 に応 じ,思 い もか けな い電 算 機 の 応 用 の 仕方 が 出 τ くる。 そ れ を,想 像 力

の貧 困 に よ っ て,例 え ば,製 造業 者 と卸 売 業 者 相 互 間 は共 同 で 回 線 を 使 って よ

ろ しい と決 め た が故 に,製 造 業 者 と卸 売 業 者 の 間 に 倉 庫 業 者 と運 輸 業 者 が加 わ

っ ては い け な く し て しま った りす る こ とは あ っ ては な らぬ こ とで あ ろ う。

ま た,此 等 の業 者 間 に伝 票 や指 図 書 即 ち メ ッセ ー ジが 現 実 に や りと りされ て

い るの に,コ ン ピ ュー タを利 用 し てそ の メ ヅセ ー ジの や りと りを即 時 的 に処 理

しよ う とす る こ とが ど う し てい け な い の か 。

ま た,そ の 制 限 を と くの に,ど う し て業務 上 の深 い つ な が りや,資 本 的 関 係

が あ る こ とが 絶 対 条件 な の か 。

例 え ば,旧 財 閥 系 グ ル ー プの 諸 企業 が 集 っ て回 線 を共 同利 用 しよ う とす るの

は 自然 の な りゆ きで,今 回 の 改 正 で ど うや ら これ は 認 め られ そ うな雲 行 きで あ

る 。 それ 自体 は結 構 で あ る 。 しか し 回線 の共 同利 用 に 何 故 資本 的 つ な が りや 業

務 上 の契 約 関係 が必 要 条 件 なの だ ろ うか 。 郵 政省 は い わゆ る コ ング ロ マ リ ッ ト

傘 下 の 企 業 にだ け回 線共 同利 用 と メ ッセ ー ジ ・ス イ ッチ ン グを認 め よ う とす る

の で あ る と した ら,お か しな話 で あ る 。資 本 的 なつ な が りの ない 企 業 同 士,あ

るい は ま た,業 務 上提携 関係 に な い む しろ競 争 関係 に あ る同業 者 同 士 を,回 線

の 利 用 形 態 に お い て巨大 系 列 企業 と何 故 に 区別 す る必 要 が あ るの だ ろ うか 。回

線 の利 用 形 態 とは,言 い 換 れ ば電 子 計 算 機 の共 同利 用 形 態 に ほ か な らない 。電

子計 算 機 の 利用 形 態 を,何 故 に官 庁 が規 制 しな け れ ば な らな い の か 。情 報 処 理

伝達 シ ス テ ムに つ い て国が 規 制 し,又,特 別 な資本 関 係 の有 無 に よ っ て利 益 を

与 え た り,禁 止 し た りす る こ とは 自由 社 会 で は妙 な話 で は な い だ ろ うか 。

共 同 使用 は一 切 自 由化 す べ きで あ る。 自由 化 し て当然 の こ とで あ る 。他 人 使

用 は ど うか 。他 人 使用 に つい て も同 じ こ とで あ る。

そ もそ も単独 使用,共 同 使 用,他 人 使用 の 区 分 に よ り規 律 しよ う とす るの は,

経 済 界,産 業 界 の 実情 に て ら し てみ る時意 味 を な さな い 。 た だ単 に 回線 開 設 の'

手続 き を繁 雑 に し,シ ス テムの 認 可期 間 を長 引 か せ てい るだ け の こ とで あ る。
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それ だ け では な い 。企 業 側 は認 可 に な るか 否 か が 判 らな い シ ス テム,仮 に 認 可

にな る と して も一年 も審 査 に 日時 を要 す る シス テ ムに つ い ては,当 初 か ら断 念

せ ざ るを得 な い 。認 可基 準 も明確 で な く また類 似 の ケー スで認 め られ た,認 め

られ な か った等 の 事例 を耳 に す れ ば,保 守 的 に無 難 な道 を と っ て しま う こ とに

もな る。

不 特 定 多 数 を対 象 に,不 特 定 情報 に つ い て,専 らメ ヅセ ー ジ ニス イ ッチ ング

を行 な お う とす る者 に対 して だけ 何等 か の 「規 制 」を行 な え ば よ い 。(そ の 「規

制 」 につ い て は後 に論 じる 。)こ の場 合 を除 き,共 同使 用,他 人 使用 と もメ ッ

セ ー ジ ・ス イ ヅチ ング を含 め 自由 化 す べ きで あ る。 メ ッセ ー ジ ・ス イ ッチ ン グ

を含 め と言 うよ り,メ ッセ ー ジ ・ス イ ッチ ン グ こ そ自 由化 す べ きで あ る。共 同

使用,他 人 使用 に お い てメ ッセ ー ジ ・ス イ ッチ ン グが 自 由化 され るか否 か,そ

れ こそ が第 二 次 開 放 であ るか 否 か の リ トマ ス試 験 紙 で あ る。

1-3あ い ま い な メ ッセ ー ジ交換 の定 義

昭 和46年 の第 一次 開 放 時 にお い て も,そ れか ら10年 余 りを経 た今 日 に おい

て も,メ ッセ ー ジ ・ス イ ッチ ング こ そは電 電 公 社,KDDの 不 可侵 の聖 域 で あ

り,伝 え られ る昨 今 の 「自由 化案 」に お い て も,「 メ ッセ ー ジ交 換 」 に つ い て

は 自 由化 を よ そ お い な が ら結 局 は規 制 が 付 され てい る。

メ ッセ ー ジ交 換 とは 何 か 。 それ に は 通信 工 学 的 定 義 と,公 衆 電 気 通 信 法=郵

政省 令 一公 社 規 程 的 定 義 と2通 りあ る。 ユ ーザ ー が悩 ま され るの は公 衆 法=省

令=規 程 的定 義 で あ り,こ れ が 自由化 され るか 否 か こそ第 二 次 開 放 の二 百 三 高

地 で あ り,ス ター リ ン グ ラ ー ドで あ り,ミ ッ ドウ ェ イなの で あ る。 それ は 「電

子 計算 機 の 本体 を使 用 し て内容 を変 更 す る こ とな く情 報 を媒 介 す る」 こ と と さ

れ てい る。(公 社 デ ー タ通 信 規程 第4条(1),第6条)民 間 企 業 の 電 算 化 ス タ ッ

フの涙 は,そ し て時 に郵 政省 以外 の 官 公 庁 の電 算 化 ス タ ・フの 涙 も,こ の 文 言

に 由来 す る 。 この 「電 子計 算 機 の本 体 を使用 し て内 容 を変 更 す る こ とな く情 報

を媒 介 す る場 合 」は,国 の 機関 で あ ろ うと,地 方 公 共 団体 で あ ろ う と,ま し て

民 間企 業 如 きは,一 切 の 共 同 使用 のた め他 人 使用 の ため の 回 線契 約 は,電 電 公
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社 に結 ん で も らえ ない きま りに な っ てい るか らであ る。

共 同 使用 に つい ては施 行 規 則 第4条13「 内容 を変 更 す る こ とな く情 報 を媒 介

す る電 子計 算 機 の 本体 の 使用 に 係 る場 合 は除 く」 とされ,ま た 公 社 規程 第4条

(1)に も同 様 の 定 めあ り,他 人 使 用 に つ い τは施 行 規則 に規 定 な しに 公社 規 程 第

6条 に 「電 子計算 機 の 本体 を使 用 し て内容 を変 更 す る こ とな く情 報 を媒 介 す る」

場 合 は他 人 使用 を認 め ない と し てい る。 「内容 を変 更 す る こ と な く情 報 を媒 介

す る」 とは 「メ ッセ ー ジ交換 」 を指 す と解 説 され てい る。

通信 工 学 で は,メ ヅセ ー ジ交 換 とは 回線 交 換 に対 比 され る交 換 方 式 で あ る 。

通信 に お け る交換 方 式 は 次 の2つ が あ る。

(D回 線交 換 方 式

LineSwitchingSystem

(2)メ ッセ ー ジ交 換方 式(蓄 積 交 換 方 式)

MessageSwitchingSystem

(StoredSwitchingSystem)

'回 線 交換 方 式 の典 型 は電 話 交換 で あ る
。即 ち回線 と回 線 とが,必 要 な時 間 だ

け専用 的排 他 的 に接 続 され た状 態 とな る 。

メ ヅセ ー ジ交換 方 式 は,電 信 ま た は デ ー タ通信 に用 い られ,電 算 機等 の 交換

手 段 を介 在 させ て,そ こに 瞬 間 的 に で も メ ッセ ー ジ を蓄積 させ,送 り先 を判定

し て送 信 す る もの で あ る 。パ ッケー ジ送 信 が 典 型 で あ る 。

こ こに も一 つの混 乱 の も とが あ るが,郵 政 省 の い うメ ッセ ー ジ交 換 とは,こ

の 両方 式 の別 な く,要 す るに電 子計 算 機 を もっ τス イ ヅチ ン グ手 段 とす る こと

で あ る。電 話 や電 信 の よ うに,言 葉 や 文 章 に よ る情 報 を,右 か ら左 に と りつ ぐ

こ とが郵 政省 の い う メ ッセ ー ジ交 換 で あ り,こ れ は電 電 公 社 とKDD以 外 に は

絶 対 に や っ ては い け な い こ と だ とい うのが 伝統 的 考 え方 な の で あ る 。(日 本 の

郵 政省 の た め に公 正 に言 え ば,そ れ は 欧 州 諸 国 の電 気 通 信 行 政 当 局 者 に も共 通

した考 え 方 で もあ る。)

この 内 容 を変 更 す る こ とな く云 々の 定 義 づ け は,実 際 に は 余 り頼 りとな る基
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準 に は な らな い 。 そ こ で,時 期 時 期 での 郵 政 省 担 当官 の判 断 に相 当 に 左 右 され

て しま うこ と にな る。

た とえ ば,入 力 者 が110,119等 の コー ドを入 力 し ,電 算 機が 翻 訳 し τ端 末

機 に ドロ ボ ウ,カ ジ ダ等 と一 斉 出 力 した場 合,こ の翻 訳 は処 理 で あ り内 容 を変

更 した こ とに な るか,否 か 。(110,119を その まま110 ,119と 出 力 す れ ば

明 白に 内容 も外 見 も変 更 は な い 。 この 場 合 と実 質 的 に ど う ちが うの か 。)

同様 に 証券 コ ー ド5404は 日本 鋼 管 を指 す と公 定 され て い る。5404を5404

と出 力 す る こ と と,入 力5404を ニ ホ ン コ ウカ ン又 は 日本 鋼 管 と出力 す る こ と

と,実 質 的 に如 何 な る相 違 が あ るか 。

Aか ら トラ,ト ラ,ト ラ と入 力 し,Bに ワ レキ シ ュ ウニ セ イ コ ウ セ リ と出力

す る場 合 は ど うか 。

ま た ロー マ字 文 章 を漢 字 ま じ りカナ文 章 に転 換 す る こ と も現 在 実 用 化 され て

い る 。 これ は 内 容 の変 換 で あ るの か,な い のか 。

公 衆 法 系 で 言 う 「内容 を変 更 す る 」か 否 か は,ち ょ っ と例 を あ げ て も,こ の

よ うな疑 問 が生 じる。 そ う し てこの 程 度 の 疑 問 を真 面 目に議 論 しな く ては な ら

な い の は,ま こ とに愚 か な こ とで あ る 。何 故 に 此 等 の例 の うち どれ か が よ く ,

どれ か が悪 くな けれ ば な らな い の か 。一般 には 理解 で きな い 。

一 方 で電 子 計 算 機 は算 術 演 算 の ほ か
,記 憶,ま た その 消 去,対 比,そ し でそ

の組 合 せ に よ る検 索 や 翻 訳 を き わ め て得 意 とす る もので あ る 。 オ ン ラ イ ン ・リ

ア ル タイ ムの 一 斉 通 報 を ふ くめ ての 処 理 は ,電 子計 算 機 な しで は考 え られ な い

シ ス テム で あ り,こ の 能 力 を 自由 に 活 用 す る こ とが で きれ ば 産 業 ,経 済 上の 利

益 は 図 り しれ な い もの が あ る 。 それ が 今 日で は 事 実 」二機能 を全 力発 揮 す る こ と

は 禁 止 され,ひ と り電 電 公 社 の み が 実施 資格 を も っ てい るの は,現 代 の 日本 に

お け る典 型 的 不 合 理 例 で あ る。電 電 公社 だ け で その必 要 をみ た し うるは ず が な

い 。 も しそれ が 電 電 公 社 デ ー タ通 信 本 部 の営 業 支援 の た め とす れ ば ,第 一 次 開

放 以 来10年 を上廻 る歳 月 は 長 きに失 した とい わ な けれ ば な らな い 。

この メ ッセ ー ジ交換 規 制 は,単 に 我 が 国 内 に と どま らず ,国 境 を越 え,次 の
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国 境 も越 え,徹 底 的 に規 制 され る。 ラ スベ ガ スや ロ ン ドンで ルー レ ッ トを や っ

て,成 田 に着 い た ら逮 捕 され た とい う話 は きか な い が,我 が 国 の公 衆 電 気 通 信

法 の規 制 は全 世 界 に及 ぶ の で あ る。 つ ま り,ユ ーザ ーが国 際 回 線 を開 設 し て自

社 の電 算 機 と結 ぼ うとす る場 合,そ の 回 線の 先 端 が,先 の先 の ど こか で分 散 型

シス テム に連 絡 し てい た ら,そ の 回 線 は 開 設 し て も らえな い の で あ る。い ず れ

は宇 宙 の は てに 及 ぶ は ず で あ る。

国 内 の 規 制 が電 電 公社,KDDの 利 益擁 護 の た め とす れ ば,外 国 に ま で 及 ぶ

規 制 は 外 国 の 電電 公 社,KDDに 相 当 す る公 衆 通 信 業 務 者 の 利 益 を擁 護 す る た

めで あ ろ うか 。 しか し,我 国 と最 も関 係 の深 い米 国 で は,我 国 の 禁 止 し てい る

こ とは と うの昔 に 自由 に な っ てい る の で,外 国 の 政府 以 上に外 国 の業 者 の 利 益

を守 っ てや っ てい る こ とに な る。 ま さか,そ うで は あ る まい 。 とす る と,た だ

も う 「とに か く メ ッセ ー ジ交換 は い か ん の だ 」 と言 い は っ てい る と しか 思 え な

くな る。

共 同 使 用,他 人 使用 をぜ ひ全 面 的 に 自 由化 され た い 。全 面 的 自由化 とは,繰

返 せ ば,

(1)資 本 的 関 係,業 務 上の 提 携 関係 等 の条 件 を一 切 つ け な い こ と。

(2)メ ッセ ー ジ交 換 に つ い て も制 限 な しに認 め る こ と。

で あ る。国 内,国 際 を 通 じ てで あ る こ とは い うま で もな い 。
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2.調 査 内容 と調査 結 果 の要 約

1.調 査 内 容

調 査 は デ ー タ通 信 利 用 の現 状(共 同 使用,他 人 使用,相 互接 続)と,デ ー タ

囲
通 信 利用 制度 の 自 由化 に関 す る郵 政 省 察 に対 す る評 価 及 び 付 加 価値 デ ー タ伝

送 サ ー ビスの利 用 意 向,利 用 者 保 護 の 必 要 性 の 有無,電 電 公 社 業 務 との 調 整 の

可否 等 を主 な内容 と し てい る。

囲 参考資料 として,以 下の郵政省の報道発表資料(56年12月)を 調査票に添付 して回答

を求めた。

① 「データ通信について 」

② 「公衆電気通信法の一部を改正する法律案の内容 」

③ 「付加価値データ伝送業務に関する法律案の内容 」

2.調 査 結 果 の 要約

① デー タ通 信 利用 制 度(共 同 使用,他 人 使用,相 互接 続)の 自 由化 に関 す る

郵 政省 案 に対 し,満 足 度 が 高 く,「 不 満 が あ る」 「や や不 満 が あ る 」 とす る

企 業 は6%前 後 にす ぎ ない 。 また 現 行 制 度 で は で きな い た め,あ き らめ てい

る企 業 で は極 め て高 い 満 足 度 を示 し τい る。

② 民 間 企 業 の 提供 す る こ とに な る付 加 価 値 デ ー タ伝 送 サ ー ビス に つ い ては,

「す ぐ利 用 す る」 「利 用 す る ことが あ るか もしれ な い 」 で72%を 占 め てい る。

③ 民 間企 業 が 付加 価 値 デ ー タ伝 送業 務 を行 う場合,守 秘 義 務,利 用 者保 護 の

た めの措 置 が 必 要 だ とす る もの が,そ れ ぞれ96%,83%と 圧 倒 的 多 数 を占

め てい る。

④ 電 電 公 社 ・KDDの 提 供 す る基 本 的 通信 サ ー ビス との調 整 に つい ては,最

小 限 とすべ きで あ る とす る もの が 大 多 数 を 占 め てい る 。

囲 調 査 結 果 中 の%は 四 捨 五 入 の ため100%に な らな い もの が あ る。
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圃

臨 時 行 政 調 査 会 答 申

昭和57年2月10日

臨 時 行 政 調 査 会



臨時行政調査会答 申

昭和57年2月10日

デ ー タ通 信 規 制

コ ン ピ ュー タを利 用 した デ ー タ通 信 の 高 度 利 用 は.産 業 の み な らず,医 療,教

育,行 政,学 術 等 を通 じ τ国民 の福 祉 の 向上 に と っ て極 め て重 要 な役 割 を果 た す

もの で あ る 。

その 際,と りわ け重 要 な こ とは,通 信 と情報 に係 る急 速 な技 術 革 新 の成 果 を生

か した 高 度 で 多 様 な コ ン ピ ュー タ利用 が 行 わ れ る こ とで あ る。 この た め,通 信 回

線 の 利用 に つ い ては,国 の規 制 を極 力 排 し,民 間 の 創意 工夫 が最 大 限 に生 か され

るよ うにす べ きで あ り,次 の措 置 を講 ず る必 要 が あ る 。

1.デ ー タ通信 回 線 の利 用 に つ い て は,不 特 定 多 数 を相 手 に も っぱ ら メ ッセ ー ジ

ス イ ッチ ン グ を行 うシ ス テ ム を除 き 自由 に す る。

2.必 要 量 小 限 度 の 規 制 範 囲 を明定 す る た め,ネ ガテ ィブ リス ト方 式 を用 い る。

3.相 互接 続 に つ い て,個 別 認 可に係 ら しめ る必 要 が あ る場 合 に は,認 可基 準 を

明示 す る。

な お,プ ラ イバ シ ー保 護 に つい ては,別 途 関 係 省 庁 で 総 合 的 な研 究 が進 め られ

るべ きで あ る 。
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唖

デ ー タ通 信 自 由 化 に つ い て(意 見 メ モ)

昭和57年3月4日

経 団 連 ・情 報 処 理 懇 談 会



デ ー タ通 信 自 由化 に つ い て(意 見 メ モ)

昭 和57年3月4日

経団連 ・情報処 理懇談会

1.臨 調 答 申 は完 全 実 施 す べ きで あ る

共 同 使用 に つ い ては電 信 電 話 的利 用 も含 めて完 全 自 由 とす る とと もに,他 人

使用 につ い て も不 特 定 多 数 を相 手 に も っぱ ら メ ッセ ー ジ ス イ ッチ ン グ を行 な う

もの を除 き自 由 とすべ きで あ る 。

2.臨 調 答 申 に お い て,不 特 定 多 数 を相 手 に も っぱ ら メ ッセ ー ジス イ ッチ ン グを

行 な うシ ステ ム は今 回 の 自由 化 の対 象 か ら除 外 され てい るが,こ れ を今 後 も日

本 電 信 電 話 公 社 の独 占 に ま か せ てお くとい うのは 臨 調 答 申 の趣 旨 で は な い と考

え る 。 これ に つ い て も,必 要 最 小 限度 の チ ェ ックを前 提 と し τ,今 回の 許 認 可

改善 の た め の一 括 法 案 と同時 に法 的措 置 を講 じ,速 や か に この分 野 へ の民 間 の

参 入 の道 を開 くべ きで あ る。

以 上
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唖

デ ー タ通 信 自 由化 問 題 に つ い て

昭和57年3月15日

自 由 民 主 党 政 務 調 査 会

会 長 田 中 六 助



デ ー タ通 信 自 由 化 問 題 に つ い て

昭 和57年3月15日

自由民主党 政務調査 会

会長 田 中 六 助

中 曽根 行 政 管理 庁 長 官 か ら調 整 を依 頼 され た,デ ー タ通 信 自 由化 問 題 に つ い て

は,今 次 行 政 改 革 の 精 神,問 題処 理 の 緊要 性,事 務 レベ ルの意 見 調 整 の過 程 等 に

か ん が み,次 の方 針 に よ り処 理 す る こ とが適 当 と考 え るの で この 旨 を同長 官 に 回

答 す る。

郵 政 ・通産 両省 は じめ関 係 者 は,右 の 考 え方 を 了 と され,協 力 し て事務 的 な詰

めに 当 られ た い 。

(D業 務 上 緊 密 な関 係 に あ る中小 企 業 者 の た め に 使用 され る もの に限 り,一 定 の

条件 の 下 に,他 人 の 通 信 の 媒 介 を認 め る よ う措 置 す る こ と。

1.手 続 き を定 め るに 当 っ ては,今 次 行 政 改 革 の精 神 に則 る こ と。

2.通 信 の範 囲 に つい ては,公 社 との 調整 をふ ま え て検 討 す る こ と。

3.本 措 置 は,他 人 使用 の 回線 利 用 全 体 の 新 た な 在 り方 に つ き結 論 を得 る まで

の 間 の 臨 時暫 定 の もの とす る。

② 上 記(1)の 措 置 を具 体 化 す るに 当 っ ては,行 管 ・郵 政 ・通 産 三 省 協 力 し てこれ

に 当 た る こ と。

(3)政 府 は,他 人 使用 の 回 線利 用 全 体 の 自由化 の 在 り方 に つ き,早 急 に結 論 を得

るよ う努 力 され た い 。

そ の場 合,通 産省 は,郵 政省 が 必 要 か つ合理 的 な法 的措 置 を と る場 合 に は,

誠 意 を も っ て,こ れ に 対 応 す る こ と 。
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画

デ ー タ通 信 回線 利 用 制 度 に つ い て

昭和57年3月18日

目由民主党行財政調査会長

橋 本 竜 太 郎



行政事務の簡素合理化 等 に関 す る一括法改正案 の与党 審査に当 り別紙 の通 り裁

定 する 。

昭和57年3月18日

自由 民 主党 行財 政 調 査 会長

橋 本 竜 太 郎
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デ ー タ 通 信 回 線 利 用 制 度 に つ い て

1業 務 上緊 密 な 関係 に あ る中小 企 業 者 の た めの他 人 使用 に つい て

(1)通 信 の範 囲 に つ い て は,公 社 との調 整 を急 ぎ早 急 に 結 論 を得 る もの とす る。

(2)他 人 の 通信 の 媒介 を認 め るた め今 次 行 政 改革 の精 神 に 則 り,通 信 秩 序 維 持

に配 意 しつつ,必 要 最 小 限度 の 手 続 きを定 め る もの とす る 。

(3)上 記 の考 え方 に基 づ き,郵 政 省 は,行 政 管 理 庁,通 商産 業 省 と十 分 に相 談

調 整 の うえ,措 置 の 具 体 化 を進 め る もの と し,省 令 の 具体 的 内 容 を早 急 に定

め る もの とす る。

(4)他 人 使用 の 回線 利 用全 体 の 自由 化 の あ り方 に つい て,で き る限 り早 期 に 結

論 を得 るよ う努 め る と と もに,こ の 結 論 が 得 られ た段 階 で,上 記暫 定 措 置 の

全 面 的 見 直 しを行 う もの とす る 。

2.今 回 の 公 衆 電気 通信 法 の 改正 に お け る共 同 使用,他 人 使用 の 使用 態 様 等 に つ

い て

(1)共 同 使用,他 人 使用 の 使用 態様,コ ン ピュ ー タ間接 続,公 一特 接 続 の態 様

に つ い て

中 途 コン ピュ ー タで の メ ヅセ ー ジ交換 や デ ー タ処 理 を伴 う端 末 間 通 信 等 デ

ー タ処 理 の た め で あれ ば 自由 な回 線 利 用 が で き るよ うに す る
。

(2)公 一特 一公 接 続 に つ い て

デ ー タ処理 の た めの もの に つい て個 別 認 可で 認 め る こ とと し ,認 め られ る

形 態 に つい ては,で きる だ け分 り易 い内 容,形 式 で周 知 に努 め る もの とす る 。

(3)上 記 の 細 目に つ い ては,郵 政省 は,行 政管 理 庁,通 商 産 業 省 と引 続 き十 分

相 談 調 整 す る もの とす る 。

一113一



、



嗣

行政事務の簡素合理化に伴 う関係法律の整理

及び適用対象の消滅等による法律の廃止に関

する法律案要綱(抜 奉)

行政事務の簡素合理化に伴 う関係法律の整理

及び適用対象の消滅等による法律の廃止に関

する法律案(抜 奉)

昭和57年4月



行政事務の簡素合理化に伴 う関係法律の整理及び

適用対象の消滅等による法律の廃止 に関する法律

案要綱(抜 草)

第1許 可,認 可等行 政事務 の簡素合理 化に伴 う関係 法律の整理

33公 衆電気 通信 法 の一部改正

(1)特 定通信 回線 の共同使用関係

2人 以 上の者 の共 同使用に係 る特定通信 回線使用契約の 申込 みについ

ては,個 別認 可制 を廃 止す るこ と。

② 公衆通信 回線 の共同使用 関係

公衆通信 回線使用契約 に係 る電子計算機等の共 同使用 の制 限を廃 止す

ること。

(3)他 人の設置 す る電 子計算 機等 との接続 関係

'他人使用契 約 に係 る特定 通信 回線 と当該契 約 に係 る他人の設置 す る電

子計算機等 との接 続 を一定の条件 の もとに認 める もの とす るこ と。

(4)公 衆通信 回線 と特定通信回線等 との相互接 続関係

公衆通信 回線 と特定通信回線等 との接 続 につい て,郵 政省令 で定 め る

一定 の基準 に該 当す る場合 には,個 別認 可を不要 とす ること。

(第33条 関係)

適用対象等の消滅 及 び行政 目的達成等 に よる法律 の廃 止を行 うこ と。

10郵 政省関係2件(第46条 関係)

そ の 他

この法律 は,一 部 を除 き,公 布の 日か ら施行す るもの とす る こと。

所要の経過措置 を規定 す ること。
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行政事務の簡素合理化に伴 う関係法律の整理及び適

用対象の消滅等に よる法律の廃止に関す る法律案

(抜 華)

(公 衆電気通信法 の一部改正)

第33条 公衆電気 通信法(昭 和28年 法律第97号)の 一部 を次 のよ うに改正す る。

第55条 の11第2項 を次 の よ うに改 め る。

2公 社 又は会社 は,2人 以上の者 か ら,こ れ らの者が同一 の電気通信 回線 を

使用す る特定通信回線使用契 約の申込み を受 けた ときは,そ の申込 みに係 る

者の業務 上の関係又 は これ らの者の当該電気通信回線 を使用 す る態様 が郵 政

省 令で定 め る基準 に適合 す る場合に限 り,そ の 申込み を承諾す るこ とが で き

る。

第55条 の13の 次に次 の1条 を加 え る。

(他 人 の設置 した電 子計算 機等 の接続)

第55条 の13の2公 社又 は会社 は,特 定 通信 回線使用契約者 か ら,前 条第1項

の契 約 に係 る電 気通信 回線 に,当 該契約 に係 る使用 のため,他 人の設置 した電

子計算 機等 を接 続すべ き旨の請求 を受 けた ときは,当 該電 子計算 機等 が デー タ

通信技術基準 に適合 し,か つ,当 該他 人が 当該電 子計算 機等 につ き,第55条 の

12に 規定 す る特定通信回線使用契 約者に係 る義 務 と同様 の義務 を負 うべ き旨の

同意書 を公社又 は会社に提出 した場 合に限 り,そ の接続 を承諾 す ることがで き

る。

2公 社 又は会社 は,前 項 の同意 書に係 る義務 が履行 されない ときは,同 項の

接続 の承 諾 を取 り消す ことがで きる。
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第55条 の15第1項 を次のよ うに改 める。

公社又は会社は,公 衆通信 回線 使用契 約の申込みを受けた場合 で,そ の申込

みに係 る公衆 通信 回線及 び交換設備 の状 況並びに これ らを使用す る態様 が ,加

入電話 又は加入電信 に係 る公衆電気通信役務 の提供 に支障 を及ぼ さないよ うに

す るため公社又 は会社が郵政大臣の認可 を受 け て定 め る基準 に適合す る場合 に

は,そ の申込 みを承諾 しな ければ な らない。

第55条 の16を 次の よ うに改 める。

(相 互接続)

第55条 の16公 社又は会社 は,特 定 通信回線使用契約者又は公社若 しくは会社

と公衆 通信回線使用契約 を締結 した者(以 下 「公衆 通信 回線使用契約 者 」 とい

う。)か ら,そ の契約 に係 る電気通信 回線 と郵政省 令で定 め る電気 通信 回線 と

を相 互に接続 すべ き旨の請求 を受 けた場 合に おい て,そ の請求に係 る電気 通信

回線の使用の態様 が郵政省令 で定 め る場合 に該当す るときは,そ の接続 を承諾

す るこ とがで きる。

2公 社又は会社 は,前 項の請求 に係 る電気 通信 回線の 使用の態様が 同項 の郵

政省令 で定 める場合 に該当 しない場合 において も,そ の態様 が公衆電気通信

業務 に支障を及 ぼさないことについ て公社又 は会社が郵政大臣の認 可を受 け
、

た場 合 は,そ の 請求 を承 諾 す る こ とが で き る。

第55条 の18中 「第55条 の11第2項 の規 定 は2人 以 上の 者 が 同 一 の 電 子計

算 機 等 を 使用 す る公 衆 通信 回 線 使用 契 約 の 申込 みの 承 諾 に つ い て,同 条 第3項 」

を 「第55条 の11第3項 」に 改 め る 。

附 則

(施 行期 日等)

1こ の法律 は,公 布 の日か ら施行 す る。ただ し,次 の各号に掲 げ る規定 は ,

それ ぞれ 当該各号に定 める日か ら施行 す る。

6第33条 の規定 公布 の日か ら起算 し て3月 を経過 した 日
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画

電気通信制度の転換期た際 し

新 たな情報 ネ ッ トワー ク化 社会 展望 のため の提言

昭和56年6月9日

オ ン ライ ン推 進 委員 会

改 め

汎 ネ ッ トワー ク推 進 委 員 会

委 員 長 稲 葉 秀 三
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は じ め に

当 委 員 会 は10年 に わ た りオ ン ラ イ ン シ ス テ ム を 推 進 す る た め,

ユ ーザ ー の 立 場 に 立 っ た 提 言,主 張 を 発 表 して き ま した 。

現 在,通 信 回 線 制 度 に つ い て,新 ら し く一 つ の 転 期 が 来 て い る

と 思 わ れ ます が,当 委 員 会 と し て は,若 干 の ネ ガ テ ィ ブ ・ リス ト

を 検 討 す る こ と以 外 の 制 限 は 一 切 不 用 で あ る と 指 摘 す る に 留 め,

当 委 員 会 が10年 来 か わ ら ず 主 張 して き た 点 に つ い て は,昭 和

53年 度 の 基 本 提 言 等 を 参 考 ま で に 付 し,以 下 に 新 ら し い 将 来 展

望 の た め の 意 見 を 表 明 す る こ と と し ます 。

最 近,い わ ゆ る ニ ュー メ デ ィ ア の 台 頭 が 予 告 され て い ま す 。 し

か し,こ れ ら に つ い て は や は り複 雑 な 制 度 問 題 が 内 在 し て い ま す 。

そ こ で 当 委 員 会 は,オ ン ラ イ ン ・ナ ンエ ア を 問 わ ず,音 声 ・デ ー

タ ・画 像 を 問 わ ず,情 報 処 理 サ ー ビ ス ・情 報 提 供 サ ー ビ ス を 問 わ

ず,委 員 会 と し て 関 心 を 持 つ 分 野 を 拡 大 し,=オ ン ラ イ ン推 進 委 員

会 を 汎 ネ ッ トワ ー ク 推 進 委 員 会 と改 称 し ます 。 そ し て,従 来 の オ

ン ラ イ ン情 報 シ ス テ ム 以 外 に も,必 要 に 応 じ,VIDEOTEX,

TELETEXT,CATV等 に つ い て 制 度 的 観 点 か ら調 査 研 究 を 行

う と と も に積 極 的 に 発 言 し,そ れ ら の ニ ュー メ デ ィ アが 国 家 社 会

に 有 益 な シ ス テ ム と し て ユ ー ザ ー の 役 に 立 つ よ う新 ら し く力 を つ

く し た い と思 い ま す 。
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A新 た な情 報 ネットワーク化 社 会 発 展 の ため の提 言

1現 行 の 回線 利 用 制 限思 想 を根 本 的 に転 換 し,有 線 電 気通 信 法,

電 波 法,公 衆 電 気 通 信 法 等 を新 時 代 に即 した斉 合 性 の あ る もの

とす るた め の全 面的 な 見 直 しを行 って,自 由 で創 意 に満 ち,多

彩 な諸 種 の 民 間 情 報 ネ ッ トワー ク の建 設 を容 易 にす る こ と。

2こ れ か ら ま す ま す 複 雑 化 し 多様 化 す る 情 報 処 理 サ ー ビ ス お よ

び 新 し い情 報 サ ー ヒ ス に 対 して は,電 信 電 話 料 金 と は 別 個 の 料

金 体 系 を 適 用 す る と共 に,過 渡 期 に お い て は,ユ ー ザ ー が 利 用

しや す い 柔 軟 な 料 金 を 設 定 し,新 ら し い 回 線 や 網 を 多 くの ユ ー

サ ー が 利 用 で き る よ うに す る こ と 。

3通 信 回 線 の 付 加 価 値 提 供 サ ー ビス を 早 急 に 認 め,技 術 的 に 高

度 で 効 率 的 な,わ が 国 独 自の 民 間 ハ イ レベ ル ・ネ ッ トワ ー ク を

実 現 す る こ と 。

4衛 星 通 信 の 民 間 に お け る効 率 的 な利 用 に関 す る基 本 方針 を早

期 に決 定 し,宇 宙 産 業 の一環 と して の新 宇 宙 ネ ッ トワー ク産 業

の 形成 を実 現 す る こ と。
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5企 業 情 報 シ ス テ ム と し て のVIDEOTEX等,新 し い メ デ ィ

ア の 諸 条 件 を 早 期 に検 討 し,こ れ らの シ ス テ ム と通 常 の オ ン ラ

イ ンな い しオ ン エ ア情 報 処 理 サ ー ビス の か か わ り,相 互 位 置 づ

け も あ わ せ て 検 討 の 上 明 確 に し,新 時 代 に ふ さ わ し い 民 間 画 像

情 報 シ ス テ ム を 実 現 す る こ と 。

6情 報 サ ー ビス産 業 分 野 に お い て は,官 公 民 の 役 割 分 担 を 明確

に し,民 業 が 主 体 で あ る分 野 で は 競 争 原 理 に基 づ く公 正 な 市 場

の形 成 を 実 現 す る こ と。
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付 伝え られ る当面の回線 自由化中心問題点 に関す る

当委員会意見

頭 記 の 件 に 関 し,次 の 意 見 を 表 明 し ま す 。

1メ ッセ ー ジ 交 換 は 完 全 自 由 と す る こ と。

第1に メ ッセ ー ジ 交 換 の 定 義 が そ もそ も困 難 で あ り,規 制 基

準 作 成 の 可 能 性 に も疑 問 が あ り,想 定 され る 実 害 は 見 当 ら な い

こ と を 考 え る と き,メ ッセ ー ジ交 換 は 完 全 に 自 由 とす べ き で あ

り ます 。

音 声 とか,い わ ゆ る 内 容 の 変 更 を 伴 わ な い 情 報 と し て の メ ッ

セ ー ジ や,デ ー タ,画 像 な ど の 伝 達,処 理 が す べ て デ ィ ジ タ ル

化 の 方 向 に あ り,し か も そ れ ら の 諸 情 報 が 混 合,融 合 して 利 用

さ れ て ゆ く と き,な に が メ ソセ ー ジ で あ る か,あ る 複 合 伝 達 情

報 の うち メ ッ セ ー ジ の 占 め る 割 合 は ど の 程 度 か な ど の 定 義 や 判

定 は 不 可 能 とな っ て い ます 。 こ の よ うな 現 実 の 姿 を 無 理 に 規 制 し

よ うと す れ ば,メ ー ル ボ ック ス の 二 の 舞 とな り ます 。

い ず れ に し て も メ ッセ ー ジ 通 信 とか メ ッセ ー ジ交 換 な ど の 是

否 を 論 ず る 時 代 は 過 ぎ去 っ て い ます 。

第2に,設 備 サ ー ビ ス との 均 衡 論 もあ り ます 。 設 備 サ ー ビ ス

は,メ ッセ ー ジ 交 換 が 可 能 で,民 間 の サ ー ビ ス シ ス テ ム は メ ッ
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セ ー ジ 交 換 は 可 能 で な い と い うこ と は 明 ら か に 不 公 平 で あ り ま

す 。 〃

2相 互 接 続 の 自 由 化 に 伴 な い,い わ ゆ る 「公 一 特 一 公 」 接 続 は,

一 定 の 明 示 の ネ ガ テ ィ ブ ・ リス トを 前 提 の 原 則 自 由 とす る こ と 。

第1に,公 一 特 一 公 の 実 現 に よ り,あ る 程 度 の ク リー ム ・ス

キ ミ ン グは 発 生 す る か も しれ ませ ん が,高 価 な コ ン ピ ュ ー タ を

使 っ て メ ッセ ー ジ 交 換 を 目的 と す る よ うな こ と は 考 え ら れ ませ

ん 。 し か し,デ ー タ 処 理 の 場 合,公 一 特 一 公 に よ る シ ス テ ム ・

メ リ ッ トは 明 ら か な も の が あ り ま す か ら,問 題 は 誰 の 利 益 を 主

に 守 る べ き か と い う点 に か か り ます 。 や は りこ れ は ユ ー ザ ー の

利 益 が まず 考 え ら れ,少 く と も,ユ ーザ ー の 利 益 と キ ャ リヤ の

利 益 の 調 和 点 が 客 観 的 に 求 め ら れ る べ き で あ る と 思 い ます 。

上 の 趣 旨 に 従 え ば.公 一 特 一 公 は 原 則 自 由 と し,た だ 明 示 の

ネ ガ テ ィ ブ ・ リス トを ユ ーザ ー を含 め た 関 係 者 の 合 意 の 下 に 作

る こ と を 提 言 し ます 。

た だ し,公 一 特 一 公 を 許 認 可 制 の 対 象 と して こ の 問 題 の 解 決

を 計 る 方 向 に は 賛 成 で き ま せ ん 。 な ぜ な ら ば 従 来 の 個 別 認 可 制

に っ い て は.10年 の 運 用 の後,ユ ーザ ー と し て 実 務 上 見 当 が

つ か ず,時 間 が か か り,自 由 申請 権 は な く,あ ま りに も疑 問 の

み の 多 い 制 度 で あ っ た か ら で す 。
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B情 報 と通 信 をめ ぐる諸 情 勢 の変 化 と進 展

1現 実 に そ ぐわ な い 現 行 回 線 利 用 制 限

現 在 の 回 線 利 用 制 度 は,そ の 内 容 が 制 限 的 な もの で,経 済 ・

社 会 の 発 展 を 著 し く阻 害 して い ます 。 昭 和46年 公 衆 電 気 通 信

法 改 正 当 時 に 比 べ れ ば,相 当 な 業 務 関 係 な ど の 諸 条 件 が 認 め ら

れ な げ れ ば 複 数 の 者 が 一 諸 に 回 線 を 使 え な い とい う共 同 使 用 制

限 な ど の 規 定 は,産 業 組 織 ・構 造 の 急 速 な 変 化 に ます ま す 対 応

で きな くな っ て い ます 。

また,他 人 使 用 制 限 は 昭 和51年va-一 部 緩 和 され ま し た が,

こ の 緩 和 で な お 解 決 で き な い 種 類 の コ ン ピ ュー タ/コ ン ピ ュー

タ ・ネ ッ トワ ー ク実 現 の た め,メ ー ル ボ ック ス ・シス テ ム が 採 用

され る 場 合 が あ り ま す 。 こ の よ うな 現 象 は 制 度 の 不 自然 さ か ら

生 ず る もの で,好 ま し い もの と は 思 わ れ ませ ん。

な お,新 デ ー タ 網 に お い て は,す べ て の 利 用 制 限 は 解 決 さ れ

る とい っ た 誤 解 を 招 く解 釈 が 一 部 に 行 わ れ て い ま す 。 こ のDD

Xは 誰 も が 誰 に で も通 信 で き る 加 入 網 の 性 格 を 持 っ て い ま す

が,同 じ加 入 網 で あ る い ま の 公 衆 通 信 回 線 と 同 じ よ うに,制 度

の 上 で は デ ー タ の や り と りに つ い て 特 定 通 信 回 線 に 準 じ た 制 約

を 受 け ま す 。 こ の 点 に誤 解 が あ る た め に ユ ー ザ ー は 困 却 し,メ
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一 ヵ 一 は 対 応 に 苦 慮 し て い る ケ ー ス も あ り ま す 。

(注)メ ー ル ボ ッ ク ス は,一 種 の 苦 肉 の 策 で,制 度 上 困 難 な コ ン ピ ュ ー タ/

/コ ン ピ ュ ー タ ・ネ ッ ト ワ ー ク ー た と え ば あ る コ ン ピ ュ ー タ に つ い

て 情 報 の 通 り ぬ け を 許 さ な い と い う 制 約 が あ る と き.甲 か ら コ ン ピ ュ

ー タ の メ モ リ(メ ー ル ボ ッ ク ス)に 情 報 を 送 り こ み,乙 か ら あ ら た め

て そ の メ モ リ(メ ー ル ボ ッ ク ス)ま で 情 報 を と り に ゆ き,結 果 と し て,

情 報 の 通 り ぬ け に 近 い 効 果 を あ げ よ う と い う も の で,メ ー ル ボ ッ ク ス

が 意 味 を も つ シ ス テ ム も あ り ま す が.上 の よ うな 使 い か た は,効 率 の

良 い も の で は あ り ま せ ん 。

2ユ ー ザ ー に お け る諸 技 術 レベ ル の 向 上

最 近 た お け る 民 間 ナ ソ ラ イ ンユ ーザ ー の技 術,シ ステ ム レベ ル

の 発 展 に は め ざ ま し い も の が あ り ます 。

入 出 力 す る情 報 は,音 声,デ ー タ,画 像 と 多様 化 し,そ れ ら

が,融 合 して 使 用 さ れ る に 至 っ て い ます 。

も は や メ ッセ ー ジ通 信 の 定 義 や 可 否 を 論 ず る 時 代 で は な くな

り ま した 。 そ し て,提 供 回 線 あ る い は 網 の 種 類 の 増 加 に伴 い,

ユ ー ザ ー は 諸 種 の 制 約 に 当 惑 しな が ら 対 処 を 計 っ て い る 現 状 で

す 。 さ ら に,素 子 性 能 の 向 上 と 価 格 低 下 に よ り,官 ・公 ・民 を

通 じ,情 報 の 蓄 積 が 急 速 に 高 ま り,流 通(伝 送)条 件 さ え整 え

ば,デ ー タ ベ ー ス と し て よ り高 度 な 社 会 的 利 用 が 可 能 な 段 階 に

立 ち 至 っ て い ま す 。
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3国 際 的 外 部 条 件 の 影 響

昭 和55年 か ら 実 現 したICASの 利 用 は 急 増 して い ま す 。

ICASに よ.って もち こ ま れ た デ ー タベ ー ス ・t－ ビ ス は か つ

て ア メ リカ の 政 府 資 金 に よ り育 成 さ れ た デ ー タベ ー ス が,ア メ

リカ で 許 さ れ たVAN(付 加 価 値 通 信 網)と い う媒 体 に よ っ て

進 展 した もの で す 。

標 準 的 なVANと もい え るDDX時 代 の わ が 国 で も,特 殊 専

門 的 なVANは,依 然 と し て 必 要 で あ る と思 わ れ ます 。 ま たF

CC(連 邦 通 信 委 員 会)の い わ ゆ る 第 二 次 コ ン ピ ュー タ 調 査 の

最 終 決 定 は わ が 国 に も思 想 的 に 大 き き影 響 を 投 げ か け て い ます 。

な お ーまた,ヨ ー ロ ッパ 諸 国 の 回 線 規 制 は わ か 国 に 比 べ 案 外 緩 く,

逆 に わ が 国 の よ う に 基 幹 通 信 業 者 が 情 報 処 理 業 務 を 大 規 模 に 兼

営 し て い る 例 は 他 に あ り ま せ ん 。

(注1)

VANと い うの は,通 信 回 線 で単 純 に情 報 を伝 送 す る だけ でな く,

求 め に応 じて 情報 を 回線網 内 に一一時 蓄積 した り通 信 速 度 を変 更 した り

す る こ との で き る特 殊 な通 信 網(事 業)の こ とです 。

(注2)

ア メ リカFCCの 第 二 次 コ ン ピ ュー タ調 査最 終 決 定 では,回 線設 備

を 自分 で持 つ基 幹 通 信 事 業 者 に対 して も情 報 処理 分 野へ の進 出 を許 す

(た だ し,ATTに つ い ては別 会 社 で行 うこ とを 要 求す る)一 方,情

報 処理 業 者 に対 しては 従 来 の よ うな情 報処 理 ・通 信 処 理 な ど の概 念 分

一129一



類 とそれ に基 づ く規 制 を外 し て 自由 な行動 を 許 し,76年 に おけ る回

線再 販 売 許 可 と並 ん で.ア メ リカの 情報 処理 産 業 の急速 な成 長 を約 束

してい ます 。

4衛 星 通 信 の 発 展

アメ リカの 民 間 衛 星 通 信 会 社SBSは 既 に本 年1月 か ら試 験

的 営 業 を始 め ま した 。 わが 国 に お い て も,も し,民 間 の創 意 と

工夫 が 十 二 分 に 活 用 で き る体 制 に な れば,す ぐれた 衛 星 通 信 シ

ス テ ムが 実 現 す る と思 わ れ ます。

技術 的 には,十 分 可 能 な わ け で す が,や は り電 波 法 に基 づ く

制度 的 な 問題 の た め に,現 在 自由な双 方 向衛 星 通 信 を行 うこ と

は で き ませ ん。 国 際 的 な 関連 もあ ります が,こ の点 の障 壁 を緩

和 し,民 間 で経 済 的 に も可能 な 関 連情 報 シ ス テム が 開 発 され る

方 向 を期 待 した い と思 い ます 。

5新 情 報 メ デ ィア の 出現

わ が 国 で も先 進 的 なCATV(双 方 向 有 線 テ レビ網)都 市 の

実験 が 早 くか ら行 わ れ て い ます が,実 験 を超 え 一 般 化 す る機 運

は まだ見 られ ませ ん 。 そ れ は,こ れ らの 実 験 にお い てユ ーザ ー

'側 の コス ト負 担 に 関 す る検 討 が まだ十 分 で は な い の で は な いか

と思 わ れ る点 と,現 行 回線 制 限 の 下 で は,民 間 で 自由 なCAT

V都 市 の実 現 が 困 難 で あ るか ら です。
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一 方 ,ビ デ オ テ ック ス(VIDEOTEX,双 方 向 有 線 画 像 情

報 シ ス テ ム)や テ レテキ ス ト(TELETEXT,文 字 多 重 放 送 型

画 像 情 報 シ ス テ ム)と い っ た 画 像 シ ス テ ム が イ ギ リス で 始 ま り,

ア メ リカ で は ペ イ ・テ レ ビ(有 料/番 組 呼 出TV)が 商 用 化 し,

わ が 国 で もVRS(ビ デ オ ・ レ ス ポ ン ス ・シ ス テ ム,電 電

公 社 の 高 度 映 像 情 報 実 験 シ ス テ ム)な ど の シ ス テ ム が 実 験 さ れ

て い ます 。

光 フ ァ イ バ ー技 術 や 画 像 用 大 容 量 記 憶 媒 体 の 利 用 な ど は 既 に

経 済 的 に 可 能 な 段 階 に 達 し て い ま す か ら,民 間 で こ れ ら の 画 像

シ ス テ ム を 将 来 実 現 す る こ とは,不 可 能 で は な い と思 わ れ ま す 。

し か し,そ の 場 合 は,ま ず,電 波 を 含 む 諸 種 の 通 信 利 用 制 限 に

制 約 さ れ ま す 。 こ れ ら の ニ ュー メ デ ィ ア,画 像 情 報 サ ー ビ ス の

普 及 は 世 界 の 大 勢 で す か ら,わ が 国 で も遅 れ る こ とな く,民 間

の 創 育 工 夫 を 発 揮 で き る場 を 持 つ 必 要 が あ りま す 。

6オ フ ィ ス ・オ ー トメ ー シ ョ ン

オ フ ィ ス ・オ ー ト メ ー シ ョ ン(OA)の 定 義 は ま だ は っ き り

し て い る と は い え ま せ ん 。

少 く と も い え る こ と は,OAが 単 に 多 種 多 様 な ナ フ ィ ス ・ コ

ン ピ ュ ー タ,ワ ー ドプ ロ セ ッ サ,フ ァ ク シ ミ リ,イ ン テ リ ジ ェ

ン ト ・ コ ピ ヤ な ど の ス タ ン ド ・ア ロ ー ン 機 器 の 陳 列 で は な い で
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あ ろ う と い うこ とで あ り ます 。OAの 行 きつ く と こ ろ は,こ れ

ら の 機 器 が ネ ッ トワー ク で 相 互 に 接 続 さ れ,分 散 した 情 報 処 理

機 能 と情 報 蓄 積,情 報 検 索,情 報 転 送 能 力 な ど を 最 大 限 に 発 揮

さ せ る こ と だ と思 い ます 。 そ して,そ の よ うなOAネ ッ ト ワー

ク は,現 在 す で に 企 業 内 シ ス テ ム と し て の 萌 芽 が 見 ら れ ま す が,

回 線 利 用 制 限 の 壁 が な くな れ ば,さ ら に 開 放 的 な,OAの 輪 の

広 が り と つ な が りが 期 待 で き る と 思 わ れ ます 。

7料 金 問題

近 年 に お け る情 報 伝 送技 術 の革 新 には め ざ ま しい もの が あ り

ます 。

特 に デ ー タ通 信 関係 は,伝 送 技 術 革 新 の影 響 を最 も大 き く受

け て い る分野 で す 。 回 線 あ た り,あ るい は 単 位 情 報 量 あ た りの

コ ス トは 急速 に低 下 して い ます 。 また,デ ー タ通 信 回線 サ ー ビ

ス 部 門 の収 支 率 は 非 常 に良 い と推 定 され ます 。 したが って,チ

ー タ通 信 に つ い ては,通 常 の 電 話 料 金 体 系 と切 り離 した,別 個

の 料 金 体 系 を 適 用 す べ きだ,と い う主 張 は,当 委 員 会 が く りか

え し述 べ て き た と ころ で す 。

さ らに,現 在 にお い て も,デ ー タ通 信 の 場 合,距 離 の 遠 近 に

よ る通 信 コ ス ト差 は非 常 に 少 な い もの と思 わ れ ます し,今 後 さ

ら に衛 星 通 信 や光 通 信 が 実 用 化 され るあ か つ き には ・ 通 信 料金
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と距 離 とは無 関 係 に な って ゆ き ます。 これ に上 記 の よ うな デ ー

タ通 信 回線 サ ー ビス収支 の収 益 状 況 を あ わ せ るな らぽ,デ ー タ

通 信 にお い て は,近 距 離 料金 の値 上 を しな くて も,遠 距 離 料 金

の低 減 が 可 能 だ と思 わ れ ます 。

以 上 の よ うな 諸 点 につ い て,十 分 ユ ー ザ ーの 声 を反映 す る料

金 設 定 手続 と柔 軟 な 料金 政 策 が 望 ま しい と思 わ れ ます 。
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通 信制 度 をめ ぐる オ ン ラ イ ン推 進 委 員 会

10年 の 回 顧 と諸 提 言

1.昭 和44-46年 第一 次 回 線 開放 運 動

当委 員 会 は アメ リカの 回 線 事 情 を 多岐 詳 細 に わた り調 査 報告 し,一 方 当 時

のM工S視 察 に よ り ア メ リカに お け る オ ン ライ ン システ ムの 開発 に驚 嘆 した

財 界そ の他 の 協 力 を得 て,第 一 次 回線 開放 運 動 が行 わ れ ま し た。

この 運動 は,ひ とま ず,昭 和46年 の 公衆 電 気 通 信 法改 正 に よ る,デ ー タ通

信 回線 サ ー ビス と,デ ー タ通 信 設 備 サ ー ビスの実 現 とい う成 果 に結 実 しま し

た。

2.昭 和47-48年 回 線 使用 啓 蒙 運 動

この 時 期 に,当 委 員 会 は 電 電公 社,日 本情 報 セ ン タ ー協 会 の協 力の 下 に,

連 月,オ ン ライ ン相談 室 を 開 催 して,コ ン ピュ ー タと回線 の 結合 に よ る オ ン

ライ ンシ ステ ムの 啓 蒙 に 当 り ました 。

3.昭 和50年 第二次回線開放運動

数 年にわたる第一次 回線開放の結果 の実態を分析 し,制 度 が不十分である

こ とを認め ましたので,主 として他人使 用制限 に関す る制度緩 和を提唱 しま

したが,昭 和51年,他 人使用制限一部緩和が実現 しました。

4.昭 和53年 オ ン ラインシステム推進 に関する基本提言

当時,デ ータ通信振興法案提案 一 の 動きがあったため,46年 以来 の当

委員会の主張 を まとめて,基 本提言 としました。 当委員会の主張の骨子 は,
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有 線電 気 通 信 法,電 波 法,公 衆電 気 通信 法3法 の,オ ン ライ ン シス テ ム に対

し斉 合性 あ る全面 見 直 し,と い う点 に 中心 が あ り,こ の 主 張 は 終始 変 りませ

ん 。

5.昭 和55年 新デ ータ網サ ービスに関す る意見書

新デ ータ網 －DDX－ 発足 にあたり,民 間VANを 予想 してDDX付

加機能 を限定 してお くべ きこと,国 内デ ー タ網 と国際デ ータ網の斉合性の必

要性等を指摘 し,併 せて旧来 の利用制限撤廃論に及んでい ます。

6.オ ン ライ ン化 実 態 調 査 昭和45年 以 降継 続 毎 年実 施

オ ン ライ ンシ ステ ムの 詳細 な使 用実 態調 査 を,民 間で 唯 一継 続 実 施 し,発

表 してい ます 。
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第二 次回線 開放運動 の提 唱

(昭50.4.13)

一 わが国オン ライン化推進のための郵政大臣宛要望の具体的内容 一

蹴 灘三ピ
1.基 本的要請

ぐf)「 通信」概念 か らの開放

独 占前提の法制展開か らの転換

⇔ 有線法,公 衆法,電 波法等において上記個)に基づ き諸規定の整備(法 令),

共同使 用 ・他人使用業務関係等制限撤廃(法,令),異 種線接続の開放等

㌣う 「準公 衆通信事業者」の概念,内 容 の明確化

－VAN(Va■ueAddedNe七work)許 容の検討

⇔ 特定回線料金体系の電話回線料金体 系か らの切り離 し,低 廉化

2.早 期実現要 請

9)オ ンライン情報処理 に係 る限 り㈲ メ ッセーージ通信制限解除ai)「一 の電算

機 と一の端末に終始する」規定の撤廃(公 衆法施 規14条 の13)

⇔ 今 回の特定回線の料金 ア ップはやむ をえないが予想 される電話料 金改訂

の際,影 響 な きこと

?)新 料金体系計画の とき 一1年 以 上前に示唆

←)新 伝送網計画 の とき 一1年 以 上前 に示唆

㈱ 公社情報 処理 サー ビスと民間計算セ ンターの競合問題解決のための非公

式 ・継続 ・懇談機 関設置案 一 当局,民 間業者,第 三者
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オ ン ライ ン システ ム振興 に 関す る提 言

昭 和53年12月

ン 推 進 委 員 会

 

イーフンオ

'

●

●

●



オン ラインシステム振 興に関す る提言

(昭 和53年12月)

記

1.基 本 提 言

('f)『 情報処理設備,ソ フ トウェア,通 信設備 と,そ れ らの機能が統合 され

た システム』として,オ ンラインシステムを把握す ること

⇔ 上記理解 に伴な う関連諸 法制等の整備

2.基 盤 整 備

④ 諸標準化,諸 互換性等 促進体制 の強化

⑰ オ ンライン化促進財税制の強化

3.端 末機設備推進対策

㈹ 標準化,互 換性 向上 と,中 堅 ・中小企業へのオ ン ライン化浸透 をはか る

ための端末機の開発,製 造,流 通に関 し積極的な施策が必要

㈲ メーカーの努力 と共にユーザーの協力が必要

4.ソ フ トウェア対策

オン ライン関連 ソ フ トウェアの開発,流 通等 につ き,さ らに積極的な施策

が必要

5.現 行通信回線利用制度の転換

④ 基本的要請と して,第1項 の基本提言 に基づ き,統 合 され た概念 として

のオ ン ラインシステムにつ いては,メ ッセ ージ通信 を 「主」 た る目的 とす

る場合を除 き,一 切の回線利 用制限撤廃が妥当な要望で あり,オ ンライ ン

進展のため必須な転換 である ことを強 く提言

⇔ 早急 に必要な 当面の措置
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㈲ 共同使用におけ る業務関係範 囲拡大,メ ッセージ通 信制 限解除

⑩ 他人使 用におけ る端末の一電子計算機限 り接続制限解 除,メ ッセージ

通信制限解除

(C)相 互接続 につ き,個 別認 可制か ら基準認 可制への変更

6.デ ィジタル網利用の根本理念

(/)DDX,VENUSは,交 換網で あるその本質 に則 り,ま た新 ネ ッ トワ

ークとしての使命 のため
,妥 当な技術基準以外,一 切の利用制 限の ない こ

とを要望

⇔ デ ィジタル網への ア クセスについては,方 法,条 件,料 金等 につ き利用

者の便宜の ため十分な配慮を要請

7.回 線 料 金

σ)現 行特定回線料 金体 系の,電 話料金体系 リンク思想か らの脱却 一 遠距

離料金軽減,料 金水準 の各国平均水準に比べて同等 または同等以下へ の低

廉化

⇔ デ ィジ タル網に つい ての新構想 に よる料金体系 と,料 金水 準の各国平均

水準に比べて同等 また 同等以 下への低廉化

セう 夜間休祝 日割引料金 制,バ ル ク料金制等の広汎な導入

⇔ 料金新設改訂手続 の明定化 一 実際の利用者の意見事 前聴取,取 り入れ

8.サ ー ビ ス 体 制

W)夜 間,土 日祝 日保守態勢の整備

⇔ 回線 利用 申請手続 の簡素化,迅 速化

9.準 公衆通信事業者制導入 の検 討

民間VAN業 者許容検討 の必要
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10.苦 情 処 理 機 構

回線 提 供 不認 可 また は 付条 件 や,設 備 サ ー ビス と民間 セ ンタ ーの競 合 問 題

等の 案件 の 処理 を 目的 とす る苦情 処 理 機 構 の 設 置

11.ハ ー ドウ ェア ・メ ー カーへ の要 望

θ ハ ー ドウ ェ ア先 行,ソ フ トウ ェ ア不 備傾 向 の 是正

⇔ 互 換性 の 拡 大

⇔ マ ニ ュアル の 平 易 化
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新デ ータ網サ ービスに関する意見書

昭 和55年3月

オ ン ラ イ ン 推 進 委 員 会

 

杉

b

q



新 デ ー タ網 サ ー ビ ス に 関 す る意 見

(と くにパケ ッ ト交換サ ービスについて)

1.新 デ ータ網におけ る付加機能の限定

新データ網の付加機能 は,現 在 まで に公表 された範囲に限定 され,情 報処

理 ・情報検索機能を含 ましめないこ とが望 ましい と考えます。

2.準 公衆通信事業(民 間付加価値 通信事業)の 認容の必要

民 間 にお い て も,そ の 回線 を 利 用 して 自由 に他 人 のた め に付 加価 値 通 信 サ

ービ スを展 開で き る よ うにす るの が ,こ の サ ー ビスを提 供 す る側 に つ いて も,

ま た この サ ー ビスを 享 受 す る側 につ い て も有 用で あ り,わ が 国 オ ン ライ ン シ

ス テ ム発 展 の ため 望 ま しい と考 え ます 。

3.回 線/端 末 ・電 算 機等/イ ン タ ー フ ェ ースの規 準 など の公 平 性 と利 用者 負

担 限 度

回線/端 末 ・電 算機 等/イ ン ター フ ェース規 準 や パ ッ ド(パ ケ ッ ト/ア セ

ン ブ ラ/デ ィス ア セ ンブ ラ)の 規 格 は,国 際標 準 の動 向を 顧 慮 す ると共 に,

各種 の端 末 ・電 算機 等 に対 し広 汎 か つ 公 平 に対 応 し または これ ら を収 容 す る

規 準 ・規格 で ある こ とが 望 ま しい と考 え ます 。

また,万 一 将 来 イ ン タ ーフ ェ ース規 準 が変 動 す る とき,そ の 影 響 は,す べ

て網 側(通 信 事 業 者 側)で 吸 収 され る こ とが望 ま しい と考 え ます。
「

4.国 内デ ータ網 と国際デ ータ網の利 用規準等の斉合性の必要

わが 国 の 国内新 デ ー タ網 サ ー ビ ス と国際 加 入 デ ータ サ ー ビス と の間 で,技
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術規準,利 用方式等 につ き必要充分な斉合 の とられ るこ とが利用者 の便宜上

望 ましい と考えます。

■

ぎ
峯 5.料 金の各国 水準同等 または 同等以下への低廉化の必要

パ ケ ッ ト交換 サ ービス料金は,パ ケ ッ ト交換 の本質 に鑑み,ま た安価な欧

米各国の例を参照 し,各 国水準 同等 または 同等以下に設定 され ることが望 ま

しいと考 えます。

6.回 線利用制限撤廃 の必要 と新デ ータ網 の利 用便益上の位置づけ

現行 回線利用制限 存置 のままでは,新 デ ータ網をどのように位 置づけ るに

せ よ,ネ ッ トワーク構 築条件の 複雑化,混 乱の おそれなしと しません。現行

回線利 用制限が早急 に撤廃 され,各 種回線についてそれぞれ利用上の便宜に

かな う位 置づけがな され るこ とを期待 したい と思 います。

7.競 合問題の回避

従来か らのデ ータ通 信設備サ ービスと民間情 報処理サ ー ビス業者 との競合

問題 に加 え,将 来デ ー タベースサ ービスなどで公衆通信事業者 と民間情報提

供サ ービス業者の競 合を懸念 する声があ ります。 この ような懸念が杞憂に終

るような関連事情の推移 ないし配慮を望み たいと思い ます。
●

η

.

¶ 8.オ ン ライ ンシ ステ ム振 興 に 関す る提言 の 再 唱

当 委 員 会 は,昭 和53年12月,オ ン ライ ン システ ム振 興 に 関 す る詳細 な

提 言 を行 い まし た。 パ ケ ッ ト交換 サ ービス問 題 は全体 の オ ン ライ ン問題 の 一

環 と して と らえ る必 要 が あ り ます の で,同 提 言 本 文を 再 添 付 し,再 び 同提 言
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"

諸 項 目の必要性,重 要性 を強調 したい と考え ます。
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